
 

 

国立研究開発法人水産研究・教育機構の 

平成 30 年度に係る業務の実績に関する評価書 

 

 

 

農林水産省 





 

H30 年度－1 

 
様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要様式 

         国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人水産研究・教育機構 

評価対象事業年度 
年度計画 平成３０年度（第４期） 

中長期目標期間 平成２８～３２年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 農林水産大臣 

 法人所管部局 水産庁増殖推進部 担当課、責任者 研究指導課長 髙瀨 美和子 

 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 広報評価課長 前田 剛志 

 

３．評価の実施に関する事項 

１．令和元年５月30日に法人の自己評価の正確性及び業務実績等にかかる現地調査を法人に赴き実施 

２．令和元年６月21日に水産庁関係部課長等による法人理事長、監事等から年度業務実績についてのヒアリングを実施 

３．令和元年６月21日に法人の年度業務実績及び自己評価結果について農林水産省国立研究開発法人審議会水産部会への説明を実施 

４．令和元年７月19日に法人の年度業務実績にかかる大臣評価案について農林水産省国立研究開発法人審議会水産部会からの意見聴取を実施 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし。 

 

 

 

 



H30 年度－2 
様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定様式  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 

Ｂ：機構の目的・業務、中長期目標等に照らし、機構の活動による成果、取組等について諸事情を踏まえて総合的

に勘案した結果、適正、効果的かつ効率的な業務運営の下で「研究開発成果の最大化」に向けて、成果の創出や将

来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされている。 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

Ｂ Ｂ Ｂ   

評定に至った理由 項目別評定は２項目がＡ、１４項目がＢであり、ウエイトを加味した加重平均はＢとなった。また、全体の評定を引き上げる、あるいは引き下げる事象もなかったため、水産

庁長官が定めた評価要領に基づきＢとした。 

 

２．法人全体に対する評価 

水産基本計画（平成29年４月閣議決定）に対応して、資源管理の充実に必要な資源調査の高度化や水産業の成長産業化に必要な増養殖の技術開発、水産物の安全・安心を確保する技術開発などを行い、

多数の顕著な研究成果の創出が認められ、それらの研究成果の社会実装に向けた取組が自発的かつ積極的に展開されていることは、高く評価できるものである。また、人材育成業務及びその他の業務

については、着実な業務運営が行われていると認められる。以上から、機構全体としては、順調な組織運営が行われたと評価する。 

 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

平成30年4月に「機構の研究体制のあり方に関する検討会」で取りまとめられた研究開発を効果的・効率的に実施するための組織体制の導入や施設の合理化等の提言を踏まえ、施設の合理化や組織・業

務の効率化を図るよう取り組む必要がある。 

 

 

４．その他事項 

研究開発に関する審

議会の主な意見 

総合評価の評定根拠、評定及び各評価項目の評定根拠、評定は妥当である。 

監事の主な意見 平成30年度業務は、法令等に従い適正に実施され、また、中長期目標の着実な達成に向け、効率的且つ効果的に実施されたものと認める。 

内部統制システムに関する業務方法書の記載内容は相当であると認める。また、内部統制システムの整備及び運用に関する理事長の職務の執行について、指摘すべき重大な事項

は認められない。 

入札・契約について、政府方針に従った取組が行われていると認める。 

 



 

H30 年度－3 

様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表 

 

中長期目標  
項目別調書No. 備考 

 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

第３ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

 

１ 研究開発成果の最大化等に向けた取組の強化 Ａ Ａ Ａ○重   第 1-1 18％ 

２ 研究開発業務      第1-2  

 （１）水産資源の持続的な利用のための研究開発 Ｂ Ａ Ａ○重   第1-2(重点1) 13％ 

 （２）水産業の健全な発展と安全な水産物の安定供給のための研究開発 Ｂ Ａ Ｂ○重   第1-2(重点2) 16％ 

  （３）海洋・生態系モニタリングと次世代水産業のための基盤研究 Ｂ Ｂ Ｂ○重   第1-2(重点3) 11％ 

 ３ 人材育成業務 Ｂ Ｂ Ｂ○重   第1-3 12％ 

第４ 業務運営の効率化に関する事項 

 １ 業務運営の効率化と経費の削減 Ｂ Ｂ Ｂ   第2-1 ５％ 

第５ 財務内容の改善に関する事項 

 １ 収支の均衡 Ｂ Ｂ Ｂ    ４％ 

 ２ 業務の効率化を反映した予算の策定と遵守 Ｂ Ｂ Ｂ   第3-1､第 4､第 7 ４％ 

 ３ 自己収入の確保 Ｂ Ｂ Ｂ   第3-2 １％ 

 ４ 保有資産の処分 Ｂ Ｂ Ｂ   第3-3､第 5､第 6 １％ 

第６ その他業務運営に関する重要事項 

 １ ガバナンスの強化  Ｂ Ｃ Ｂ   第8-1 ３％ 

 ２ 人材の確保・育成 Ｂ Ｂ Ｂ   第8-2 ３％ 

 ３ 情報公開の推進等 Ｂ Ｂ Ｂ   第8-3 １％ 

 ４ 情報セキュリティ対策の強化 Ｂ Ｂ Ｂ   第8-4 ３％ 

 ５ 環境対策・安全管理の推進 Ｂ Ｂ Ｂ   第8-5 ３％ 

 ６ その他 Ｂ Ｂ Ｂ   第8-6 ２％ 

 

※1 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※2 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※3 重点化の対象とした項目については、各評語に「重」を付す。 

※4 「項目別調書№」欄には、平成30年度の項目別評定調書の項目別調書№を記載。 

※5 備考欄には、総合評価における各項目のウエイトを記載。 

 

 



H30 年度－4 
様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第3 

  第 3-1  

研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

研究開発成果の最大化等に向けた取組の強化 

関連する政策・施策 水産基本計画 

農林水産研究基本計画 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人水産研究・教育機構法（平成11年法律第199号）第12

条 

当該項目の重要度、難

易度 

重要度：高 難易度：高  関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ（※(評)評価指標、(モ)モニタリング指標、(定)定量的指標） 

①主な参考指標情報（評価対象となる指標） 

 評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間最終年
度値等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、必要な 
情報  

 国内共同研究数(評) 年間110件以上 
第3期実績平均値 

 130件 
110件 129件 146件   平成30年度計画達成率133％ 

 

国際共同研究数(評) 年間15件以上 
第3期実績平均値 

 22件 
27件 22件 27件   平成30年度計画達成率180％ 

他機関との連
携実施数（共同
研究及び共同
参画事業等課
題の締結先の
業種の内訳）
(モ) 

・大学(共同/参画) 
・民間(〃) 
・独法(〃) 
・国(〃) 
・地方自治体(〃) 
・財団社団(〃) 
・国外(〃) 

 

H27年度実績 
(旧水研ｾ実績) 
大学69/50件 
民間28/75件 
独法7/9件 
国 1/0件 

地方自治体35/79件 
財団社団4/24件 

国外 41/0件 

件数 
(共同/参画) 
大学61/56 
民間32/111 

独法7/6 
  国 0/0 

 地方29/83 
 財社4/25 
 国外36/0 

件数 
(共同/参画) 
大学73/51 
民間33/104 
独法10/7 
  国 0/0 

 地方31/80 
 財社11/28 
 国外23/0 

件数 
(共同/参画) 
大学84/56 
民間39/91 
独法10/7 
  国 0/1 

 地方28/83 
 財社14/34 
 国外30/0 

   

知的財産の供与数(モ)  
第 3期実績平均値 

54件 
56件 59件 49件    

包括連携協定の件数(モ)  H27年度末現在 9件 9件 10件 12件    

研究開発推進会議、部会、研究会等の
件数(モ) 

 
H27年度実績 
本会議 12件 

傘下部会等 62件 

12件 
59件 

12件 
56件 

12件 
57件 

   

研修等の受け入れ件数（人数）(モ)  
 H27年度実績 

国内148件(345名) 
国外23件(54名) 

国内 
118件(310名) 

国外 
24件(79名) 

       国内 
118件(340名) 
         国外
20件(77名) 

       国内
112件(245名) 
        国外 
16件(44名) 

   

データベース、マニュアル等の公表件
数(モ) 

 

H27年度実績 
(旧水研ｾ実績) 
 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 46件 

ﾏﾆｭｱﾙ 8件 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 
41件 
ﾏﾆｭｱﾙ 
7件 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 
44件 
ﾏﾆｭｱﾙ 
20件 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 
49件 
ﾏﾆｭｱﾙ 
24件 

   



 

H30 年度－5 

各種委員会への派遣数(モ)  
H27年度実績 

528名 
460名 464名 508名    

講師等の派遣数(モ)  
H27年度実績 

 434名 
363名 446名 457名    

広報誌等発行数(定) 年間12件以上 
第3期実績 
10～12件 

12件 12件 12件   平成30年度計画達成率100％ 

研究報告書等発行数(定) 年間13件以上 
第3期実績 

 13件 
16件 14件 15件   平成30年度計画達成率115％ 

出張講座等開催数(定) 年間45件以上 
第3期実績 

 45件 
52件 53件 65件   平成30年度計画達成率144％ 

講演会等開催数(定) 年間5件以上 
第3期実績 

 5件 
10件 9件 7件   平成30年度計画達成率140％ 

各研究所等の一般公開実施数(定) 
各研究所等の一般公開は
年間9回以上実施する 

各研究所等で 
1回以上 

12回 14回 10回   平成30年度計画達成率111％ 

水産振興に係る交流セミナー等開催
数(定) 

年間10件以上 
第3期実績 

9～10件 
12件 12件 14件   平成30年度計画達成率140％ 

 

各種イベントへの出展件数(モ)  

H27年度実績 
出展 21件 

水族館等における 
ｵｰﾌﾟﾝﾗﾎﾞ(体験) 

24件 

18件 
   25件 

24件 
27件 

22件 
28件 

   

ホームページへのアクセス数(モ)  
H27年度実績 
 315,600件 

424,715件 388,121件 355,292件    

各研究所等の見学対応数(モ)  
H27年度実績 

 4,455名 
4,538名 4,841名 3,504名    

取材、問い合わせ対応数(モ)  
H27年度実績 

1,314件 
886件 931件 835件    

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）  

 

 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

予算額（千円）  694,010 706,290 720,977   

決算額（千円）  709,278 799,335 785,302   

経常費用（千円）  716,223 812,931 794,964   

経常利益（千円）  ▲11,577 6,172 47,018   

 

行政サービス実施コスト（千円） 786,707 850,530 876,895   

行政コスト（千円）   －   

従事人員数  40 44 49   

 



H30 年度－6 
 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
主な業務実績等 自己評価 

 

 
１．研究開発成果の最
大化等に向けた取組
の強化 
 
国立研究開発法人

に課された使命であ
る研究開発成果の最
大化及び人材育成の
高度化を推進するた
めに、以下のような観
点から取組を強化す
る。 
 

（１）国の重要施策に
対する科学的知見の
的確な提供 
 
国の重要施策であ

る水産資源の管理に
ついて、その基盤とな
る資源量のより適切
な推定を行うなど、行
政ニーズに的確に応
えた研究開発等を推
進するとともに、国際
的な資源管理の適切
な実施に向けた我が
国の取組に科学的な
データ提供等の貢献
を行う。また、地球温
暖化対策、水産物の安
全、輸出促進への対応
など、それ以外の国の
施策にも積極的な対
応を行うとともに、新
たな課題や災害等へ
の緊急事態について
も、迅速に対応する。 
 
 

 
１．研究開発成果の最
大化等に向けた取組
の強化 
 
国立研究開発法人

に課された使命であ
る研究開発成果の最
大化及び人材育成の
高度化を図るために、
法人共通事項として、
以下の視点に基づき
取組を強化する。 
 
（１）国の重要施策に
対する科学的知見の
的確な提供 
 
水産分野における

国の重要施策には、漁
獲可能量（ＴＡＣ）の
科学的根拠となる生
物学的許容漁獲量（Ａ
ＢＣ）の算定をはじ
め、地球温暖化対策、
食の安全の確保など、
適切な実施に当たっ
て科学的知見が不可
欠なものが数多く存
在する。これらの知見
を獲得、提供するた
め、当該知見に関する
直接的な調査研究を
行うとともに、調査方
法の高度化による精
度改善、メカニズムの
把握による予測技術
の開発など、より優れ
た知見の提供に必要
な基盤的な研究開発
を実施する。 

 
１．研究開発成果の最
大化等に向けた取組
の強化 
 
国立研究開発法人

に課された使命であ
る研究開発成果の最
大化及び人材育成の
高度化を図るために、
法人共通事項として、
以下の視点に基づき
取組を強化する。 
 
（１）国の重要施策に
対する科学的知見の
的確な提供 
 
漁獲可能量（ＴＡ

Ｃ）の科学的根拠とな
る生物学的許容漁獲
量（ＡＢＣ）の算定を
はじめ、地球温暖化対
策、食の安全の確保な
ど、水産分野における
国の重要施策の適切
な実施に当たり不可
欠な科学的知見に関
する直接的な調査研
究を行うとともに、得
られた科学的知見を
国に対し的確に提供
する。 
また、新たな施策の

展開に必要な科学的
知見の収集や災害等
の緊急事態にも迅速
に対応する。 
 
 
 

 
【評価軸】 
✓研究開発成果の
最大化に向けた取
組が着実に行われ
ているか 
 
（評価指標） 
✓研究開発成果の
最大化に向けた取
組状況 
 
✓他機関との連携
数（件数、国内・国
際） 
（国内共同研究：
110件以上（前期実
績：水研センター
101～118 件、水大
校17～18件）） 
（国際共同研究：15
件以上（前期実績：
15件～28件）） 
 
（モニタリング指
標） 
✓他機関との連携
実施数（共同研究及
び共同参画事業等
課題の締結先の業
種の内訳） 
 
✓知的財産の供与
数 
 
✓包括連携協定の
件数 
 
✓研究開発推進会
議、部会、研究会等
の件数 

＜主要な業務実績＞  
１．研究開発成果の最大化等に向けた取組の強化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）国の重要施策に対する科学的知見の的確な提供 
 
 
 
・沿岸の資源評価においては、水産庁の委託を受け、漁獲
可能量（TAC）を定めた TAC 制度の対象魚種であるマイワ
シ等7魚種を含む50魚種84系群の資源評価を実施し、TAC
の科学的根拠となる生物学的許容漁獲量（ABC）について
の計算結果を水産庁に提供した。また、延べ9回の資源評
価会議を開催し、漁業者に資源評価結果を周知した。国際
資源については、かつお・まぐろ類を中心に49種69系群
の資源状態を解析し、その結果を水産庁に報告するととも
に、中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）、北太平洋漁業
委員会（NPFC）等の地域漁業管理機関における国際的な科
学議論に主体的に対応して国際的な資源管理に貢献した。 
・北西太平洋公海上での外国漁船やIUU（違法、無報告、
無規制）漁船による小型浮魚類の漁獲量の把握能力を強化
するために、人工衛星からの情報の収集や公海におけるサ
ンマの漁期中調査を実施し、これらの結果を水産庁に報告
した。 
・漁業法改正に基づき平成 31 年度より開始される新たな
資源評価に対応するため、資源評価のプロセスやABC算定
規則の見直し、米国における資源評価手法、プロセスの実
態調査などを行った。 
・水産庁事業において、高温に強いノリの開発を実施する
など、気候変動に対応した研究を推進し、その成果を発表
するとともに農水省に提供した。 

＜評定と根拠＞  
評定：Ａ 
 
平成30年度計画等に

照らし、成果・取組等
について総合的に勘案
した結果、「研究開発
成果の最大化」に向け
て、以下のとおり顕著
な成果の創出や将来的
な成果の創出の期待等
が認められるため、Ａ
評定とした。 
 
（１）国の重要施策に
対する科学的知見の的
確な提供に関して、TAC
の科学的根拠となる
ABCの算定結果や、まぐ
ろ類等の国際資源に関
する資源状態の解析結
果など、得られた科学
的知見を的確に水産庁
へ提供するとともに、
地域漁業管理機関の科
学議論に主体的に対応
した。 
これらに加えて、漁

業法改正に基づく新た
な国の水産政策改革の
主要な柱である資源管
理のための目標資源水
準の試算等新たな資源
評価の準備、北西太平
洋公海上での外国漁船
やIUU漁船による小型
浮魚類の漁獲量把握の
ための人工衛星からの
情報収集や公海におけ
るサンマ漁期中調査の
実施など、国際資源管

評定：Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

 

本年度における主な業

務実績は、 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）国の重要施策に

対する科学的知見の的

確な提供 

 

・国の重要施策である

水産資源の管理の基盤

となる我が国沿岸資源

50 魚種 84 系群につい

て、生物学的許容漁獲

量（ABC）等の資源評価

結果を的確に水産庁に

提供するとともに、資

源評価会議を開催し、

漁業者に資源評価結果

を周知しており、国内

の資源管理に貢献して

いる。 

 

・国際的な水産資源で

あるかつお・まぐろ類

を中心に49種 69系群

の資源状態を的確に水

産庁に提供するととも

に、各海域の地域漁業
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（２）イノベーション
の推進 
 
水産業を成長産業

として位置付けて、攻
めの農林水産業や６
次産業化を進めるた
めには、絶え間ないイ
ノベーションの創出
が不可欠である。イノ

また、新たな施策の
展開に必要な科学的
知見の収集や災害等
の緊急事態にも迅速
に対応する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（２）イノベーション
の推進 
 
イノベーションの

創出には、いわゆる
「知の深化」と「知の
探索」の双方をバラン
ス良く実施し、その成
果を結合させる必要
がある。まず、現在ま

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）イノベーション
の推進 
 
イノベーションの

創出に向けて、異分野
の手法の導入及びそ
の活用を積極的に行
うため、環境、工学、
情報工学など様々な
分野の大学、研究機

 
✓研修等の受け入
れ件数（人数） 
 
✓データベース、マ
ニュアル等の公表
件数 
 
✓各種委員会への
派遣数 
 
✓講師等の派遣数 
 
（評価指標） 
✓研究開発情報を
国民に積極的に提
供しているか 
 
✓広報活動におい
てＩＣＴを積極的
に活用しているか 
 
✓国民、業界等との
双方向コミュニケ
ーションに取り組
んでいるか 
 
（定量的指標） 
✓広報誌等の発行
数（12 件以上（前
期実績：10～12件）） 
 
✓研究報告書等の
刊行数（13 件以上
（前期実績：水研セ
ンター９件、水大校
４件）） 
 
✓出張講座等の開
催数（45件以上（前
期実績：水研センタ
ー32 件、水大校 13
件）） 
 
✓講演会等の開催
数（５件以上（前期
実績：水研センター
４件、水大校１件）） 

・消費・安全局や農林水産技術会議の事業において、下痢
性貝毒や麻痺性貝毒の機器分析法の改良、簡易分析法の開
発などを実施した。また、食の安全確保の上で問題となっ
ているフグ毒、新規海洋生物毒、多環芳香族炭化水素等の
有害化学物質、寄生虫のアニサキスなどについて調査研究
を実施した。これらの事業の結果を消費・安全局、厚生労
働省等に提供し、食の安全確保に向けた取組に貢献した。 
・養殖ブリ等の輸出促進を目的に、水産庁事業において酸
素充填解凍を用いた生鮮冷凍水産物の高品質化技術開発
を進めた。 
・大型クラゲによる被害防止対策の準備に貢献するため
に、大型クラゲの日本海への出現の兆候を把握するモニタ
リング調査を黄海と対馬海峡にて実施し、出現状況を水産
庁に報告した。 
・ニホンウナギについては、令和元年 5 月の開催予定の
CITES締結国会議に向けて付属書掲載提案が行われる可能
性があった中、水産庁からの要請に応じ、4月にロンドン
で開催された CITES ウナギ属国際技術ワークショップ、7
月にジュネーブで開催されたCITESの動物委員会、9月に
東京で開催された東アジア 4 カ国によるニホンウナギに
関する地域ワークショップに専門家として参加・貢献し
た。 
・水産資源保護法に基づく、さけます類の個体群維持のた
めのふ化放流として、放流計画に則り種卵の確保を行いサ
ケ1億3千万尾、カラフトマス720万尾、サクラマス270
万尾、ベニザケ 15 万尾の放流を行うため種苗生産を行っ
た。 
・国際海事機関(IMO)において開催される第 6 回船舶設計
建造小委員会へ日本から提出された商船も含めた日本船
の復元性能に関する提案文書の中で、漁船模型船を用いた
復元性能を明らかにする実験データが活用された。 
・漁港の機能診断手法を高度化した。この手法は、水産庁
により作成が進められている「漁港施設における固有振動
及び透過弾性波を用いた基礎部と堤体内部欠陥の診断手
法適用マニュアル（案）」への活用が見込まれている。 
 
 
 
（２）イノベーションの推進 
 
 
・イノベーションの創出に向けて、理化学研究所との包括
連携協定を元に、平成30年9月と平成31年2月にワーク
ショップを開催し、新たな研究課題の検討を進めた。また、
平成 31 年 3 月 1 日に海上技術安全研究所と包括連携協定
を締結し、燃料電池船の開発など離島の水産業現場の課題
解決を、海上技術安全研究所の船舶に関する技術開発及び
安全性確保技術も用いて進めることに合意した。このほ

理をはじめとする水産
施策の展開に大いに貢
献した。特に、二ホン
ウナギについては、
CITESの各種関係委員
会等に参画し、付属書
掲載への取り扱いが科
学的に妥当な判断にな
るよう情報提供に努め
た。 
また、海洋生物毒、

有害化学物質、寄生虫
等に関する知見の収
集、水産物の高品質化
技術開発など、食の安
心安全の確保や輸出促
進等の水産施策の推進
に貢献した。さらに、
開発した漁港の機能診
断手法は、水産庁作成
のマニュアルでの活用
が期待されている。 
このように、水産分

野における国の重要施
策の適切な実施に当た
り、不可欠な科学的知
見に関する直接的な調
査研究を行い、得られ
た科学的知見を国に対
し的確に提供するとと
もに、新たな施策の展
開に向けて大いに貢献
した。 
 
 
 
 
 
（２）東京動物園協会
と包括連携を締結し、
水産現場の課題を陸上
閉鎖循環水槽の長期維
持を得意とする葛西臨
海水族園の飼育技術力
も活かして解決する枠
組みを構築したほか、
平成28年度に設立した
プラットフォームの下

管理委員会における科

学的な議論に対応して

国際的な資源管理に貢

献している。 

 

・北太平洋公海上にお

ける外国漁船や IUU 漁

船による漁獲量の把握

に努め、その結果を水

産庁に提供している。 

 

・漁業法の改正により

見込まれる新たな資源

評価に対応するため、

資源管理のための目標

資源水準の試算等新た

な資源評価の準備等を

行い、水産施策の展開

に貢献している。 

 

・海洋生物毒、有害化

学物質、寄生虫等に関

する知見を収集し、消

費・安全局、厚生労働

省等へ提供すること

で、食の安全確保に向

けた取組に貢献してい

る。 

 

・開発した漁港の機能

診断手法は、水産庁作

成のマニュアルでの活

用が期待されている。 

 

（２）イノベーション

の推進 

 

・理化学研究所との連

携協定を元にワークシ

ョップを２回開催する

など、異分野の基礎研

究力を活用する取組を

強化している。 
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ベーションの創出に
最も効果的なのが、他
の研究機関との連携
や異なる分野との融
合研究であることか
ら、水産系の大学及び
地域の水産試験研究
機関だけでなく、環
境、工学、情報工学な
ど様々な分野の研究
機関や企業と連携し、
相互の知見、ノウハ
ウ、アイデアを結合さ
せ、従来と異なる観点
から研究開発を進め
る。 
連携に当たっては、

連携の枠組みに合わ
せた適切な知的財産
の管理や研究分担の
明確化、包括的連携協
定の締結など、効率的
かつ効果的な連携を
可能とするよう配慮
する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）地域水産業研究
のハブ機能の強化 
 
我が国における水

産に関する唯一の総
合的研究開発機関と
して、全国に研究所等
を展開しているとい

での成果を基に、研究
開発内容を深化、拡大
するとともに、その過
程で現れる問題点を
解決するために、異分
野の手法の導入等、新
たな観点からの取組
を行う。また、新たな
課題やシーズの創出
に取り組む際に、現在
までの研究蓄積で対
応可能かどうかを吟
味し、異分野の手法の
活用を積極的に行う。 
このために、環境、

工学、情報工学など
様々な分野の大学、研
究機関、企業と連携を
進めることとし、連携
に当たっては、包括的
連携協定、組織の枠組
みを越えた形を含む
共同研究への参加な
ど、当該研究開発を最
も効果的に実施する
手法を選択し、実施す
るものとする。 
なお、国内共同研究を
年間110 件以上、国際
共同研究を年間 15 件
以上実施する。 
また、連携のあり方

に合わせた適切な知
財の管理や研究分担
の明確化、協定の締結
など、効果的かつ効率
的な連携を可能とす
るよう努める。 
 

 
（３）地域水産業研究
のハブ機能の強化 
 
我が国における水

産に関する唯一の総
合的研究開発機関と
して全国に研究所等
を展開しているとい

関、企業と連携を進め
る。連携に当たって
は、包括的連携協定、
組織の枠組みを越え
た形を含む共同研究
への参加など、当該研
究開発を最も効果的
に実施する手法を選
択するものとし、連携
のあり方に合わせた
適切な知的財産の管
理や研究分担の明確
化、協定の締結など、
効果的かつ効率的な
連携を可能とするよ
う努める。 
なお、国内共同研究を
110 件以上、国際共同
研究を年間 15 件以上
実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
（３）地域水産業研究
のハブ機能の強化 
 
水産業関係研究開

発推進会議を中心と
した活動と日常的な
対話により、水産業
者・関連企業、都道府

 
✓各研究所等の一
般公開の実施（９回
以上（前期実績：各
研究所等で１回以
上）） 
 
✓水産振興に係る
交流セミナー等開
催数（10件以上（前
期実績：９～10件）） 
 
（モニタリング指
標） 
✓各種イベントへ
の出展件数 
 
✓ホームページへ
のアクセス数 
 
✓各研究所等の見
学対応数 
 
✓取材、問い合わせ
対応数 

か、東京動物園協会と包括連携協定を締結し、主に同協会
の葛西臨海水族園と水産現場の課題解決に水圏生物の飼
育技術を活かす共同研究等を進めることに合意した。 
・産学官の連携による活動と異分野融合を通じて、安全・
安心、高品質な水産物を環境に配慮しつつ低コストで生産
する新規増養殖システムの構築を目的とする「水産増養殖
産業イノベーション創出プラットフォーム」の活動とし
て、個別研究コンソーシアムの形成促進、プラットフォー
ム会員数の増加、交流の活性化のためにサーモン・陸上養
殖意見交換会、高松市での現地見学会、醸造副産物を活用
した養魚を考える酔魚研究会などを開催した。この結果、
会員数は年度当初の95者から127者に増加した。 
・プラットフォーム上のコンソーシアムでは、従来からギ
ンザケやブリを対象とした地域戦略プロジェクト等 7 課
題について、企業、大学等と実用化を目的とした共同研究
を進めるとともに、競争的資金を含む外部資金への応募を
支援し、本年度新たに4件の研究開発課題が採択された。 
 
・包括連携協定を結んでいる大学の連携大学院教員として
当機構職員26名が委嘱を受け、また、大学からは46名の
インターンシップを受け入れた。これら包括連携協定締結
のメリットを活かした活動をとおして、教育、研究、人材
育成等の活性化に努めた。また、法人統合のメリットを生
かし、水産研究所が水産大学校から 12 名のインターンシ
ップを受入れ、水産業の現場に貢献する人材育成に努め
た。 
・機構の共同研究実施規程に基づき、大学、公立試験研究
機関、民間、他の国立研究開発法人等との共同研究を積極
的に推進し、146件の共同研究を実施した。 
・米国、フランス、ペルー、ノルウェー、スペイン、ロシ
ア、アメリカ、韓国等と国際共同研究を27件実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）地域水産業研究のハブ機能の強化 
 
 
・水産業関係研究開発推進会議及びその傘下である部会等
をとおして、各地の公立試験研究機関、大学、企業等との
連携を進め、全国各地のニーズの収集等を行うとともに、
全国水産業研究開発推進会議において、研究推進に効果的
な研究開発推進の枠組み等について関係機関と意見交換

で形成された研究コン
ソーシアムが新たな研
究開発課題4件を獲得
し、また、プラットフ
ォーム会員数が年度当
初から大幅に増加する
など、将来のイノベー
ション推進を生む基盤
形成を大きく推進し
た。 
また、国内、国際共

同研究についても、そ
れぞれ目標110件以上、
15件以上を大きく上回
る146件、27件（目標達
成率133%、180%）を実
施し、イノベーション
の創出に向けて多大な
貢献を果たした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）地域水産業研究
のハブ機能の強化に関
して、全国水産業研究
開発推進会議、水産業
関係研究開発推進会議
及び傘下の部会等をと
おして、各地の公立試
験研究機関、大学、企

 

・東京動物園協会と包

括連携協定を締結し、

水産現場の課題解決に

水圏生物の飼育技術を

活かす共同研究等を進

める枠組みを構築し

た。 

 

・「水産増養殖産業イノ

ベーション創出プラッ

トフォーム」の活動と

して、個別研究コンソ

ーシアムの形成促進等

を行ったほか、研究コ

ンソーシアムにおい

て、新たな研究開発課

題４件を獲得し、会員

数が年度当初から大幅

に増加するなど、将来

のイノベーション推進

を生む基盤形成が推進

した。 

 

・国内共同研究（目標

110 件）は 146 件、国

際共同研究（目標 15

件）は、目標を大きく

上回る 27 件を実施し

ている。 

 

 

 

 

 

 

（３）地域水産業研究

のハブ機能の強化 

 

・水産関係の研究開発

推進会議等を通じ、全

国各地のニーズの収集

等を行うとともに、そ
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う特長を最大限に活
かし、各地の公立試験
研究機関、大学、民間
等との連携を図る仕
組みを強化し、地域の
水産業が抱えるニー
ズを迅速かつ的確に
汲み上げ、研究開発を
推進する。また、得ら
れた成果について、全
国的な情報発信を行
うだけでなく、公立試
験研究機関等と連携
し、きめの細かい普及
を進める。 
また、東日本大震災

による被災地の復
興・支援に係る調査・
研究については、引き
続き、被災地が置かれ
た現状と課題を認識
しながら、行政等と連
携し必要な調査・研究
を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

う特徴を最大限に活
かし、各地の公立試験
研究機関、大学、企業
等との連携を進める。
連携に基づき全国の
ニーズを収集し、課題
を明らかにした上で、
共同研究など、研究推
進に効果的な枠組み
を構築して研究開発
を進める。得られた成
果については連携の
相手先で活用するだ
けでなく、各地の公立
試験研究機関での活
用を求めるなど、情報
発信と効果的な普及
に努める。連携につい
ては、既存の枠組みで
あるブロック別の研
究開発推進会議等を
活用し、必要に応じ専
門部会を設ける等の
対応を行う。 
また、東日本大震災

における被災地の復
興・支援については、
引き続き被災地が置
かれた現状と課題を
認識しつつ、行政等と
連携し必要な研究開
発を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

県水産試験研究機関、
大学、行政等との連携
を図り、収集した研究
ニーズ情報を適切に
分析したうえで、研究
課題の計画、実行体
制、資金獲得等の方針
を検討する。研究課題
の企画提案・実施に当
たっては、地域の実情
を考慮しつつリーダ
ーシップを発揮し、得
られた成果の普及、社
会実装まで視野に入
れたものとする。 
まち・ひと・しごと

創生本部により決定
された政府関係機関
移転基本方針に基づ
き、自治体との協議を
行いつつ、共同研究等
を確実に実施する。 
また、東日本大震災

における被災地の復
興・支援については、
引き続き被災地が置
かれた現状と課題を
認識しつつ、行政等と
連携し必要な研究開
発を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を行い、研究開発の推進を図った。 
・ブロック資源評価会議及び魚種別資源評価会議を計画通
り実施し、JV 機関となっている都道府県水試等と連携し
て重要魚種の資源評価を実施した。 
・これまで開催してきたクロマグロ養殖技術研究会を全国
クロマグロ養殖連絡協議会技術部会に発展解消し、開催し
た。また、クロマグロ養殖関係者が幅広く情報交換するネ
ットワークの構築を目的として設立された「全国クロマグ
ロ養殖連絡協議会」を通じ、平成30年 11月には海外への
輸出展開事業として中国青島のシーフードショーで協議
会活動を PR するとともに、会員企業と連携して養殖クロ
マグロトレーサビリティ実証化試験を行った。 
・現場のニーズや意見等を活かした研究開発の企画立案を
促進するため、ブリ類養殖振興勉強会を福岡で平成 31 年
1月に開催し、養殖業者・都道府県担当者等と経営面など
も含めたブリ類養殖業全般の課題について意見交換を行
った。 
・ジャパン・インターナショナル・シーフードショー及び
シーフードショー大阪において、ノリ加工品や国産米を飼
料として与えたギンザケ等を紹介し、地域ブランドの振興
に努めるとともに研究開発成果を積極的に紹介した。ま
た、横浜市うみコンでプラットフォームの紹介、セミナー
を行い地域企業との連携に努めた。 
・地域で深刻化している人材不足、高齢化に対応した高生
産性・高付加価値化のための技術開発として、新たに「生
産性革命に向けた革新的技術開発事業」を開始し、青森県
八戸地域にてセンシング技術や ICT による漁獲物の選別
や加工を省力化し、サイズや品質等の情報を提供する技術
の開発を進めた。 
・長崎県五島市において、再生エネルギーを水素燃料電池
漁船として活用するため、水素燃料電池船の安全ガイドラ
インに準拠した基本仕様を検討するとともに、機器配置等
の試設計を行った。また、地元のニーズを踏まえ、磯焼け
対策、陸上水槽を用いたクエ養殖の技術開発など、離島地
域の水産振興を目的とした技術開発を進めた。 
・これらにより得られた成果については、全国的な情報発
信を行うだけでなく、公立試験研究機関等と連携すること
により、きめ細やかな普及に努めた。 
・まち・ひと・しごと創生本部により決定された政府関係
機関移転基本方針に基づき、山口県での取組にあたって
は、水産大学校に設置の山口連携室を核として、共同研究
などを進めるとともに、地元関係機関等と引き続き協議を
行った。 
・東日本大震災における被災地の復興・支援については、
引き続き「食料生産地域再生のための先端技術展開事業」
を実施した。本年度より福島県において同事業の実証研究
を開始し、本格操業再開に向けた操業支援及び先端的な加
工処理・生産流通に係る技術開発に取り組んだ。また、前

業等との連携を進め
た。 
特に、クロマグロ養

殖関係者が幅広く情報
交換する「全国クロマ
グロ養殖連絡協議会」
事務局の活動を民間企
業等と進め、人工種苗
の安定的供給等の種々
の課題やPRに協調して
取り組んだほか、長崎
県、五島市と連携して
「五島市離島漁業振興
策研究会」を主導し、
水素燃料電池漁船によ
る次世代マグロ養殖船
の設計を推進するとと
もに、磯焼け対策、ク
エ養殖技術開発等を進
めるなど、多岐にわた
って地域水産業研究の
ハブ機能を強化し、地
域に密着した水産業振
興を大きく進展させ
た。 
・政府関係機関移転基
本方針に基づき行う共
同研究などについて
は、行政や関係自治体
と連携し適切に対応し
た。 
・また、東日本大震災
の被災地復興支援や放
射性物質の挙動とその
要因解明に関する調査
について、行政や関係
自治体と連携し、さら
なる復旧・復興に向け
て精力的に対応した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

れらの課題を解決する

ための効果的な研究の

枠組み等について意見

交換するなど、各地の

公立試験研究機関、大

学、民間等との連携・

強化を図っている。 

「全国クロマグロ養殖

連絡協議会」を通じた

民間企業と連携した活

動及び「ブリ類養殖振

興勉強会」を開催して

関係者間の技術情報等

の意見交換を行った。 

 

・長崎県五島市におい

て、水素燃料電池漁船

による次世代マグロ養

殖船の設計を推進する

とともに、磯焼け対策、

クエ養殖技術開発等を

進めるなど、多岐にわ

たって地域水産業研究

のハブ機能を強化し、

これらの成果を全国的

に情報発信したほか、

公的試験研究機関等と

連携して成果の普及に

努め、地域に密着した

水産業振興を大きく進

展させた。 

 

・東日本大震災の被災

地復興支援や放射性物

質の挙動調査等につい

て、行政や関係自治体

と連携し、さらなる復

旧・復興に向けて精力

的に対応した。 

 

 

 

 



H30 年度－10 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
（４）国際問題への積
極的な対応 
 
水産資源は、公海及

び排他的経済水域に
またがって分布・回遊
するものをはじめ、多
くの国際条約に基づ
く地域漁業管理機関
で管理される。当該管
理機関に課せられた
任務が確実に実施さ
れるよう、科学的な視
点から積極的に対応
する。 
また、養殖魚等に発

生する病原性の強い
魚病への対応、貝毒の
安全対策、地球温暖化
対策などにおける国
際機関での対応につ
いても、我が国の高い
技術と知見の蓄積を
活かし、イニシアチブ
をとって対応してい
く。 
水産分野における

研究開発等の国際化
を効率的に推進する
ため、国際機関等との
共同研究等を通じて
研究の一層の連携推
進に取り組み、国際的
な視点に基づいた研
究開発を推進する。 
また、人材育成にお

ける国際貢献に向け、
発展途上国の人材の
受入研修に実績のあ

 
 
 
 
 
 
 

 
 
（４）国際問題への積
極的な対応 
 
国際条約に基づい

て地域漁業管理機関
で管理される水産資
源について、当該管理
機関に課せられた任
務が確実に実施され
るよう、科学的な視点
から積極的に対応す
る。 
また、地域漁業管理

機関以外の国際機関
についても、養殖魚等
に発生する病原性の
強い魚病への対応、貝
毒の安全対策、地球温
暖化対策など、国際的
に共通する問題につ
いて、我が国の高い技
術と知見の蓄積を生
かし、イニシアチブを
とって対応する。 
水産分野における

研究開発等の国際化
を効率的に推進する
ため、研究協力・交流
に関する覚書及び二
国間科学技術協力協
定等に基づき、国際機
関、国外研究機関、国
外大学等との連携・協
力を強化し、国際共同
研究等を通じて研究
の一層の連携推進に
取り組み、国際的研究
活動を積極的に推進
する。また、国際研究

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）国際問題への積
極的な対応 
 
国際条約に基づい

て地域漁業管理機関
で管理される水産資
源について、当該管理
機関に課せられた任
務が確実に実施され
るよう積極的に対応
する。 
また、養殖魚等に発

生する病原性の強い
魚病への対応、貝毒の
安全対策、地球温暖化
対策など、国際的に共
通する問題について、
イニシアチブをとっ
て対応する。 
水産分野における

研究開発等の国際化
を効率的に推進する
ため、研究協力・交流
に関する覚書（MOU）
及び二国間科学技術
協力協定等に基づき、
国際機関、国外研究機
関等との連携・協力を
強化する。特に、MOU 
締結機関とは、研究者
等の交流及び重要課
題の研究交流を積極
的に推進する。その他
の機関についても MOU 
締結の可能性を含め
連携、交流を促進す
る。加えて国際研究集
会への参加及び国際
共同研究を積極的に

年度まで実施していた岩手県、宮城県における実証研究の
成果については、同事業の社会実装課題を実施し、成果の
被災地への普及に努めた。 
・放射性物質挙動調査事業（東日本大震災復興特別会計運
営費交付金）において、海洋及び内水面生態系における放
射性物質の挙動調査並びに震災後の資源状態及び漁業の
動向に適応した福島県漁業再開のための研究を実施した。 
 
 
（４）国際問題への積極的な対応 
 
 
・横浜市にて水産庁、外務省、横浜市等と共催で北太平洋
海洋科学機関(PICES)年次会合を行い、北太平洋海域にお
ける海洋環境、気候変動等の意見交換を行うとともに、太
平洋における生態系の変化に関するシンポジウムを開催
した。中央水産研究所が中心となって年次会合を運営する
とともに、専門委員会及び科学プログラム等において4名
が議長を務め、延べ 20 名が各種委員として議論をリード
した。参加者は 16 ヶ国 558 名で、これまでの PICES 年次
会合で最大規模となったが、11 日間の会期を成功裏に終
えた。 
・北太平洋漁業委員会(NPFC)等の地域漁業管理機関等の科
学委員会等に多数の研究者を派遣し、科学的データを提供
するとともに積極的に議論に参加し、太平洋クロマグロを
はじめとする世界各地域の水産資源の適正な保存と管理
の実現のために重要な役割を果たした。特に、北太平洋ま
ぐろ類国際科学委員会(ISC)及び北太平洋漁業委員会
(NPFC)の主要科学委員会で機構職員が議長を務めた。ま
た、まぐろ類の国際的な資源管理に携わる太平洋共同体事
務局へ職員1名を長期派遣した。 
・魚病に関して、国際獣疫事務局（OIE）の魚類ウイルス
病の宿主範囲について討議する ad-hoc 委員（5 名）のう
ちの 1 名として当機構職員が関連会議等へ出席するとと
もに、OIEリファレンスラボとして、国外からの要請に応
じ陽性対照等診断試薬の配布（1カ国，計3件）を行った。 
また、韓国からの要請に応じて、韓国国立水産物品質管理
院と増養殖研究所が、OIEリファレンスラボ同士の研究協
力のためのMOUを締結した。 
・海洋生物毒に関して、ASEAN 食品検査試験所委員会
（AFTLC）の決定に基づく ASEAN 食品リファレンスラボ設
置に立候補しているシンガポール及びタイの研究機関に
ついて、当機構職員が査察官として現地査察を行い両機関
の評価を行った。 
・これらの多岐にわたる国際機関等での活動を通じて、そ
の運営に大きく貢献するとともに、各国の研究開発情報を
得つつ日本の研究開発状況について発信し、国際的な視点
に基づいた研究開発を推進した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）国際問題への積
極的な対応に関して、
国際機関等との連携・
協力を強化し、IUU漁業
対策、まぐろ類資源管
理、魚病への対応、貝
毒の安全対策等の国際
的に共通する問題に積
極的に対応し、その推
進に大いに貢献した。 
 特に、近年大きな国
際問題となっている
IUU漁業問題について、
GFW, ANCORSとともに
研究協力に関するMOU
を締結し、アメリカの
NGO、オーストラリアの
大学と共にIUU漁業の
量的な実態把握を進め
る体制を整えたことは
国際的問題を解決する
上で非常に意義があ
る。 
PICESについて、過去

最大規模の年次会合の
事務局を務め、大会を
成功裏に終わったこと
や、各種国際科学委員
会等で議長を務めたほ
か、職員を太平洋共同
体へ長期間派遣するな
ど、国際機関の運営及
び国際的な資源管理に
著しく多大な貢献を果
たした。 
 米国NOAAやフランス
IfremerとのMOU締結先
との共同研究や研究者
の長期派遣の実施な

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）国際問題への積

極的な対応 

 

・国際機関等との連

携・協力を強化し、IUU

漁業対策、まぐろ類資

源管理等の国際的に共

通する問題に積極的に

対応している。 

 

・国際条約に基づく地

域漁業管理機関等の科

学委員会等に多数の研

究者を派遣し、世界各

地の水産資源の適正な

保存と管理の実現のた

めに重要な役割を果た

している。 

 

・国際獣疫事務局（OIE）

のリファレンスラボと

して、国外からの要請

に応じ、魚病診断試薬

を配布している。 

 

・シンガポール等の研

究機関について職員が

査察官として現地査察

を行い機関の評価を行

うなど、積極的に海外

との研究交流を行って

いるほか、各国の研究

開発情報を得つつ日本

の研究開発状況につい

て発信し、国際的な視



 

H30 年度－11 

る水大校と国際機関
や途上国の政府機関
への人材の派遣等を
実施してきた水研セ
ンターのノウハウを
結合して対応する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

集会への参加、国際プ
ロジェクト研究への
参画も積極的に行う。
これらの活動の一環
として、国際シンポジ
ウム・ワークショップ
を積極的に実施する。 
また、人材育成にお

ける国際貢献を進め
るため、発展途上国の
人材の受入研修及び
国際機関や途上国の
政府機関への人材の
派遣等に、積極的に対
応、実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

行い、国際シンポジウ
ム・ワークショップを
積極的に実施する。 
また、人材育成にお

ける国際貢献を進め
るため、発展途上国の
人材の受入研修及び
国際機関等への人材
の派遣等について、積
極的に対応して実施
する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・東京にて開催された国際セミナー「IUU（違法・無報告・
無規制）漁業対策とトレーサビリティの推進」（主催「IUU
漁業対策フォーラム」）を後援し、世界及び日本における
IUU漁業の現状と課題について意見交換した。また、アメ
リカのグーグル傘下のNGOであるグローバル・フィッシン
グ・ウォッチ(GFW)、ウーロンゴン大学・オーストラリア
国立海洋資源安全保障センター(ANCORS)と、IUU（違法・
無報告・無規制）漁業が資源に与える影響を評価するため
に、IUU 漁業解明についての研究協力に関する覚書(MOU)
を締結した。これらの成果によって、今後、夜間光を検出
することで、IUU漁業による漁獲量推定などを進める取り
組みを行うこととなった。 
・水産庁、アメリカ環境NGOの Environment Defense Fund 
(EDF)との共催で、日米国際ワークショップ「データイノ
ベーションに基づく新たな資源管理：米国の現状と日本の
将来ビジョン」を開催し、日本の水産業の成長産業化のた
め、米国におけるデータ基盤の近代化、情報通信技術の実
装過程、日本のデータ活用について意見交換した。 
・平成 29 年度に MOU を締結した米国海洋大気庁海洋漁業
局(NOAA NMFS)と合同科学委員会会議を米国で開催し、今
後の研究交流について意見交換するとともに米国側研究
者1名を受け入れることに合意した。また、研究者1名を
8 ヶ月派遣した。「天然資源の開発利用に関する日米会議
第46回水産増養殖専門部会」(米国開催）において、共同
研究の進捗状況の確認と今後の方針について意見交換を
行った。 
・平成 27 年度に MOU を締結したフランス海洋開発研究所
（Ifremer）とは、機構の研究者4名が現地調査を行う等、
カキ養殖と沿岸総合管理に関する共同研究や貝毒等の生
物毒に関する共同研究を行った。また、フランス側研究者
等が機構本部において、共同研究の進捗状況に関する報告
会を行った。 
・日中韓水産研究機関で締結した研究協力に関する覚書に
基づき、日中韓事務会議を韓国で開催し、大型クラゲ共同
研究等の活動実績を整理するとともに平成 31 年度に日中
韓機関長会議を韓国で開催することとした。また、第 15
回日中韓大型クラゲ国際ワークショップを福岡で開催し
た。 
・平成31年1月に、東南アジア漁業開発センター（SEAFDEC）
との研究交流に関する覚書（MOU）を更新（5年間）した。
養殖部局、海洋水産資源開発管理部局及び内水面漁業資源
開発管理部局へ職員各1名、計3名を長期派遣するととも
に、SEAFDECからの依頼等により延べ8名の職員を短期派
遣した。また、2名の研修を受け入れた。 
・これら諸外国とのMOUに基づく研究交流を積極的に推進
し国際的な交流を強固なものとすることにより、日本に必
要な研究開発を共同で促進するとともに、技術援助等の研
究協力を積極的に推進した。 

ど、世界有数の水産研
究機関や国際機関との
連携・協力が強化され
たことは極めて有意義
な成果であり、水産に
関する科学の国際的な
発展や水産資源の持続
性に関する研究のさら
なる推進が大いに期待
できる。 
 OIEのリファレンス
ラボとして国外からの
研修生の受入れや、魚
病診断試薬の配布、OIE
総会や各種委員会等へ
積極的に参加したこと
や韓国国立水産物品質
管理院と研究協力に関
するMOUを締結し関係
強化を図るなど、国際
的に共通する問題に対
しイニシアチブをとっ
て対応し、著しく多大
な貢献を果たした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

点に基づいた研究開発

を推進しており、国際

研究の進展に期待でき

る。 

 

・外国から研修生 22

名を受け入れたほか、

東南アジア漁業開発セ

ンター（SEAFDEC）に長

期３名、短期８名を派

遣するなどして積極的

に技術援助等を行って

いる。 
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（５）戦略的な知的財
産マネジメントの推
進 
 
研究開発の成果を

活用して水産日本の
復活を目指すために
は、特許等の知的財産
を国内の企業や漁業
経営体に円滑に活用
してもらう必要があ
る。このために「農林
水産省知的財産戦略
2020」（平成27年５月
28日農林水産省）等を
踏まえ、知的財産マネ
ジメントに関する取
組方針を策定する。そ
の際、知的財産を保護
しつつ普及を図って
いく必要があること
から、供与に当たって
の利用協定の締結、複
数の知的財産権の組
合せによる保護等の
手法についても適切
なものを検討してい
くこととする。提供先
の選定に当たっては、
公平・公正、地域にお
ける水産振興、波及効
果、知的財産の流出防
止策等を考慮しつつ、
適切な枠組みを設定
する。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（５）戦略的な知的財
産マネジメントの推
進 
 
「農林水産省知的

財産戦略 2020」（平成
27 年５月 28 日農林
水産省）等を踏まえ、
機構の知的財産ポリ
シーの改定を行い、ビ
ジネスモデルを見据
えた知的財産マネジ
メントを策定して、研
究開発の成果を活用
して積極的に特許等
の知的財産を権利化
し、国内外の企業や漁
業経営体による円滑
な活用を推進する。知
的財産については、そ
の権利を保護しつつ
効果的な普及を図っ
ていく必要があるこ
とから、供与に当たっ
ての実施許諾やライ
センス契約の締結、複
数の知的財産権の組
合せによって保護す
るための適切な知的
財産戦略を策定する。
提供先の選定に当た
っては、公平・公正、
地域における水産振
興、波及効果、知的財
産の流出防止等を考
慮し、国外での実施に
当たっては国益を阻
害しないよう、適切な
枠組みを設定する。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
（５）戦略的な知的財
産マネジメントの推
進 
 
機構の知的財産ポ

リシーについて改訂
素案の検討を進める
とともに、ビジネスモ
デルを見据えた知的
財産マネジメント戦
略について検討する。
その上で、所有する知
的財産について、可能
なものは積極的に権
利化し、国内外の企業
や漁業経営体による
円滑な活用を推進す
る。その際、実施許諾
やライセンス契約、研
究成果物の有償供与、
複数の知的財産の組
み合わせ等、適切な成
果の利用方法につい
て充分考慮するもの
とする。提供先の選定
に当たっては、公平か
つ公正を確保すると
ともに、地域における
水産振興、波及効果、
知的財産の流出防止
等を考慮し、国外での
実施に当たっては国
益を阻害しないよう、
必要に応じて適切な
枠組みを設定する。 
 
 
 
 
 

・外国からの研修生については、独立行政法人国際協力機
構（JICA）を通じて12名、海外漁業協力財団を通じ10名
を含め、計22名を受入れた。 
・国際共同研究を11ヶ国と27件実施した。また、国際ワ
ークショップ又はシンポジウムを米国、中国等と 13 件実
施した。 
 
 
（５）戦略的な知的財産マネジメントの推進 
 
 
 
・ビジネスモデルを見据えた知的財産マネジメント戦略と
して、機構の知的財産ポリシーについて知的財産管理委員
会にて改定案を検討した。 
・知的財産ポリシーに従い、所有する知的財産や新たな発
明の適切な活用を推進した。また、弁理士資格を持つ経験
者を新たに採用し、知的財産管理委員会での権利化や審査
請求等の判断について、より専門的な知見を加味して現場
の意見を反映することを可能とした。 
・権利化し企業活動や漁業経営体による活用を図る必要が
あると判断した発明として、日本国内については8件を新
規特許出願した。さらに、国内外を含め広く権利を取得す
るために特許協力条約（PCT）に基づき 2 件を新規特許出
願した。これにより特許出願数は合わせて10件となった。 
・出願中の発明について、国内では6件について審査請求
を行い、特許化の可能性がないと判断した2件について審
査請求せずに権利放棄した。また、権利取得済みの特許に
ついて知的財産委員会で審議し、実用化の可能性がない案
件について3件を放棄した。 
・平成30年度末での特許出願総件数は37件となった。ま
た平成 30 年度の新たな特許査定は国内 3 件で、これによ
り平成 30 年度末時点での特許保有総件数は 87 件となっ
た。 
・プログラム著作権は新たに1件の登録を行い、1件の商
標権を取得した。 
・機構が保有する公開可能な知的財産権について、冊子「特
許・技術情報」をアグリビジネス創出フェア、海と産業革
新コンベンション等でのブース出展に活用し、積極的に宣
伝活動に努め、利活用を図った。また、ホームページに掲
載している知的財産情報は随時更新した。 
・企業からの実施許諾要望に対しては、相手方との打合せ
を行うなど、特許権等の実施許諾契約締結に向けた積極的
な対応を行った。 
・実施許諾契約については、公共の利益を損なう恐れがな
いか確認のうえ、共同研究を締結していない企業には独占
的実施を認めないなど、公平・公正を確保しつつ提供先を
選定し、平成 30 年度新規に許諾した 2 件を含め、年度末

 
 
 
 
 
 
 
 
（５）戦略的な知的財
産マネジメントの推進
に関して、知的財産ポ
リシーに従い、権利化
して普及を図る必要が
ある発明については、
積極的に特許を出願し
活用を推進した。 
一方、出願しても特許
化の可能性がない案
件、権利取得済みであ
っても実用化の可能性
が無い案件について放
棄し、権利維持費用の
適正化に努めた。 
・展示イベント等で特
許等について実用化を
促進する活動を継続
し、新規2件含め49件の
実施許諾契約を締結し
た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

（５）戦略的な知的財

産マネジメントの推進 

 

・知的財産ポリシーに

従い、権利化すべき発

明10件を特許出願、６

件を審査請求してい

る。 

また、出願中、権利

済みの特許について、

見直しを行い、特許化

や実用化の可能性がな

いと判断した５件の権

利を放棄している。 

 

・実施許諾契約におい

ては、共同研究を締結

していない企業には独

占的実施を認めないな

ど、公平かつ公正を確

保しつつ、展示イベン

トやセミナー等で特許

等の積極的宣伝に努

め、平成30年度新たに

２件の実施許諾を行っ

ている。 
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（６）研究成果等の社
会還元の強化 
 
ア 技術移転活動の推
進 
 
研究成果を適切に

社会還元していくた
めに、研究開発等につ
いては、その企画段階
から技術や成果の受
け手となる関係者の
意見を取り入れる等
の方法により、成果の
迅速な実用化に向け
た取組を進める。ま
た、社会連携推進体制
を強化することとし、
連携の取組について
積極的に募集を行い、
案件の増加に努める。 
また、研究開発成果

のデータベース化や
マニュアル作成を行
うとともに、行政・普
及部局、公立試験研究
機関、産業界等との緊
密な連携の下に、成果
の現場への迅速な移
転を可能とする体制
を構築する。その際、
水産大学校（水大校含
む。）の卒業生のネッ
トワーク等も活用す
る。 
行政、各種団体、大

学、民間企業等の依頼
に応じ、機構の有する
高い専門知識が必要
とされる分析及び鑑
定を行うとともに、研
究開発成果の効果的
な活用及び社会還元

 
 
 

 
 
（６）研究成果等の社
会還元の強化 
 
ア 技術移転活動の推
進 
 
研究成果を適切に

社会還元していくた
めに、研究開発等につ
いては、水産業に関連
する業界や漁業者等
の現場のニーズを的
確に捉え、地域創生や
輸出促進を目標とし
て、研究計画の段階か
ら予想される研究開
発成果の迅速な実用
化に向けたビジネス
モデルやそのマネジ
メント戦略を策定し、
社会への普及を推進
する。また、社会連携
推進体制を強化する
こととし、連携の取組
について積極的に募
集を行い、案件の増加
に努める。なお、水産
振興に係る交流セミ
ナー等を年間 10 件以
上開催する。 
また、研究開発成果

のデータベース化や
マニュアル作成を行
うとともに、行政・普
及部局、公立試験研究
機関、産業界等との緊
密な連携の下に、成果
の現場への迅速な移
転を可能とする体制
を構築する。その際、
水産大学校（水大校含
む。）の卒業生のネッ
トワーク等も活用す

 
 
 
 
 
（６）研究成果等の社
会還元の強化 
 
ア 技術移転活動の推
進 
 
水産業に関連する

業界や漁業者等の現
場ニーズを的確に捉
え、地域創生や輸出促
進を目標として、研究
計画の段階から予想
される研究開発成果
の迅速な実用化に向
けたビジネスモデル
やそのマネジメント
戦略を策定し、社会へ
の普及を推進する。ま
た、技術移転等を積極
的に実施し、水産技術
交流プラザの活動を
継続するとともに、機
構が保有する知的財
産や技術情報等の利
用により、技術援助や
協力協定などの案件
の増加に努める。な
お、水産振興に係る交
流セミナー等を 10 件
以上開催する。 
また、研究開発成果

のデータベース化や
マニュアル作成を行
うとともに、行政・普
及部局、公立試験研究
機関、産業界等との緊
密な連携の下に、成果
の現場への迅速な移
転を可能とする体制
を構築する。その際、
水産大学校（独立行政
法人水産大学校（以下
「水大校」という。）

時点で継続して契約を締結したのは49件であった。 
・国外での実施許諾が国益を阻害しないための考え方など
について平成29年度に引き続き検討を行った。 
 
 
（６）研究成果等の社会還元の強化 
 
 
ア 技術移転活動の推進 
 
 
・地域戦略プロジェクト研究において、早期生産ブリの作
出について鹿児島県への技術移転を図った。 
・東日本大震災からの復興・支援のための「食料生産地域
再生のための先端技術展開事業」（先端プロ研）により開
発した栄養塩測定ブイと栄養塩濃度予測プログラムは、岩
手県水産技術センターに技術移転された。栄養塩濃度の予
報は岩手県水産技術センターのホームページで発信され、
漁業者にワカメ養殖の開始時期を判断する情報として活
用されている。 
・平成 30 年度より先端プロ研の社会実装促進業務委託事
業を担当し、先端プロ研実証研究の成果の被災地（岩手県、
宮城県、福島県）への社会実装を進めた。 
・企業の提案に対応し、積極的に実施許諾契約締結を目指
した。特許権等の実施許諾契約については、平成 30 年度
新規に許諾した2件を含め、年度末時点で継続して契約を
締結したのは49件であった。 
・研究開発成果の現場への普及促進及び特許情報等の業界
への普及のために、水産技術交流プラザの活動として、ア
グリビジネス創出フェア、ジャパン・インターナショナ
ル・シーフードショー及びシーフードショー大阪に出展す
るとともに、これらの場で技術交流セミナーをそれぞれ開
催し、水産振興に係る交流セミナー等を計14件開催した。 
・関係機関との連携による海洋モニタリングを継続し、得
られたデータを漁海況予報やFRA-ROMS、JADE2の海況予測
計算に活用した。これらのデータベースについてはホーム
ページで公開し利活用の促進に努めた。 
・タイラギ種苗生産、養殖スジアラ輸出マニュアル等、計
24件を発行し技術の移転を図った。 
・成果の現場への迅速な移転を可能とする体制構築に資す
るため、シーフードショー等の社会連携活動の際に水産大
学校の同窓会に展示内容の情報提供を行ったほか、シーフ
ードショー等の展示会で水産大学校卒業生に展示内容を
説明し、研究成果の実用化に向けた働きかけを行った。 
・他機関では対応困難な魚病診断、生物毒の分析、水産生
物等の同定、判別等、高度な専門知識が必要とされる分
析・鑑定に関する行政、各種団体、大学等からの依頼に積
極的に対応（実績159件）したほか、魚病診断用陽性サン

 
 
 
 
 
（６）研究成果等の社
会還元の強化のうち 
ア 技術移転活動の推
進に関して、研究開発
成果の迅速な実用化に
向け、地方自治体や民
間団体等と技術協力協
定を締結し、技術移転
を進めた。 
特に、水産振興にか

かる交流セミナー等に
ついては、目標10件以
上を上回る14件（目標
達成率140%）開催し、
技術移転等に向けた取
組を積極的に実施し
た。 
 
（６）研究成果等の社
会還元の強化のうち 
イ 広報活動の推進に
関して、インターネッ
トメディアやマスメデ
ィア、女子美術大学の
芸術力を活用し、積極
的な成果の広報・公表
を行った。 
 特に、広報展示施設
の運営について、千歳
さけますの森では集客
に注力した結果、来場
者が前年度の大幅な増
加に続き、平成30年度
はさらに増加した。広
報誌の発行数、研究報
告書等の刊行数、出張
講座等の開催数、講演
会等の開催数は、いず
れも目標数を達成もし
くは大きく上回り、研
究開発成果の普及に大
いに貢献した。 
 

 
 
 
 
 

（６）研究成果等の社

会還元の強化 

 

ア 技術移転活動の推

進 

 

・新たに２件の特許権

等の実施許諾を行って

いる。 

 

・地方自治体や民間団

体等と技術協力協定を

締結し、技術移転を進

めており、シーフード

ショーへの出展等の水

産振興にかかる交流セ

ミナーについては、目

標（10件）を上回る14

件を開催している。 

 

・都道府県担当者等を

対象にした講習会等を

43件開催し、国や団体

等が主催する講習会等

の講師等として 457 名

を派遣している。また、

国内外からの研修生等

289 名を受け入れてい

る。 

 

イ 広報活動の推進 

・新聞等のマスメディ

アやホームページ、SNS

等の ICT メディアを活

用するほか、女子美術

大学の芸術力を積極的

に活用するなど、広報

活動の強化を図ってい



H30 年度－14 
に向け、種苗及び標本
等の配布を実施する
などして、具体的経済
効果の発現に繋げる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
イ 広報活動の推進 
 
水産分野における

唯一の国立研究開発
法人として、研究開発
成果や海洋・生態系モ
ニタリングに関する
情報等を積極的に公
開し、ＩＣＴの活用等
により直接のユーザ
ーである漁業者や水
産分野に関係する法
人に使いやすい形で
提供する。また、サイ
エンスコミュニケー
ションの手法、水産大
学校の公開講座、高校
訪問等も活用し、分か
りやすい形で研究開
発成果や人材育成の
状況を国民に広く周
知し、機構の活動を認
知してもらえるよう
に努める。 
 
 
 
 
 
 
 

る。 
具体的経済効果の

発現に繋げるために、
行政、各種団体、大学、
民間企業等の依頼に
応じ、機構の有する高
い専門知識が必要と
される分析及び鑑定
を行うとともに、研究
開発成果の効果的な
活用及び社会還元に
向け、漁協職員等社会
人を対象とした講習、
種苗及び標本等の配
布を実施する。 
 
 

イ 広報活動の推進 
 
水産分野における

唯一の国立研究開発
法人として、研究開発
成果や海洋・生態系モ
ニタリングに関する
情報等を積極的に公
開し、ＩＣＴの活用等
により直接のユーザ
ーである漁業者や水
産分野に関係する法
人に使いやすい形で
提供する。また、マス
メディアやホームペ
ージ、国内外の各種学
術雑誌、専門誌、普及
誌、学会等を活用して
積極的に発表する。広
報誌、ニューズレタ
ー、刊行図書等の各種
印刷物を刊行する。研
究開発や人材育成の
成果を広報するため
のシンポジウム、水産
大学校の公開講座等
を開催するとともに、
小中学生、高校生等の
教育活動や市民への
出張講義、講演会等を
開催する。広報に当た

を含む）の卒業生のネ
ットワーク等も活用
する。 
行政、各種団体、大

学、民間企業等の依頼
に応じ、機構の有する
高い専門知識が必要
とされる分析及び鑑
定を行うとともに、研
究開発成果の効果的
な活用及び社会還元
に向け、漁協職員等社
会人を対象とした講
習、種苗及び標本等の
配布を実施する。 
 

 
イ 広報活動の推進 
 
得られた研究開発

成果については、ホー
ムページ、SNS 等の
ICT メディアやマス
メディア、国内外の各
種学術雑誌、専門誌、
普及誌、学会等を活用
して積極的に発表す
るほか、マスコミ、水
産業界、各種機関や一
般からの問い合わせ
に適切に対応するこ
と等により、成果の広
報に努める。特に、海
洋・生態系モニタリン
グに関する情報等に
ついては、直接のユー
ザーである漁業者や
水産分野に関係する
団体や企業が利用し
やすい形で積極的に
公開する。広報誌、ニ
ューズレター等を発
行するほか、研究報告
書等を刊行する。研究
開発や人材育成の成
果を広報するため、出
張講座、講演会等を開
催する。各研究所等に

プル種苗、初期餌料、標本等の提供依頼に対しても積極的
に対応（実績199件）した。 
・都道府県担当者等を対象とした魚病診断や貝毒分析、栽
培漁業等の技術研修に関する講習会等を 43 件実施した。
また、国や団体等が主催する水産工学等に関する講習会等
に積極的に協力し、講師等として職員を延べ457名派遣し
た。さらに、人材育成、技術水準の向上、技術情報の移転
等を図る目的から、国内外からの研修生等289名を受け入
れた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 広報活動の推進 
 
・研究開発業務及び人材育成業務の成果等について、新聞、
テレビ、雑誌、Webメディア等のマスメディアや機構のホ
ームページ、SNS（Facebook）等のICTメディアを活用し、
積極的に公表した。なお、35 件のプレスリリースを実施
し、学会誌等で375件の論文（査読あり、共著含む）を公
表した。ホームページのアクセス数は 355,292 件、
Facebook のフォロワーはのべ約 1,500 人、メールマガジ
ンの読者は約2,600人となった。 
・マスコミや水産業界等からの問い合わせ、画像・映像の
貸出について積極的に対応し平成 30 年度の実績は 835 件
となった。 
・これらのメディア対応により、新聞等に記事として733
件取り上げられたほか、テレビ局の現場取材にも協力し、
天鷹丸及び耕洋丸によるクロマグロの産卵場調査、マダコ
養殖技術開発等に関する放映も行われた。 
・機構が公立試験研究機関と連携して太平洋側に展開して
いる沿岸定地水温観測網や水質自動観測ブイ等による海
洋・生態系モニタリング情報、及びそれらを利用した海況
予測システム等について、専用ホームページ上でのリアル
タイム発信を継続して行った。また、東京電力福島第一原
子力発電所事故により漏出した放射性物質の影響に関す
る研究成果を、福島県の漁協組合長会での定期的な報告や
一般向けパンフレット「放射能と魚のQ&A」の改訂に活用
するなど、積極的に情報発信した。 
・水産大学校では下関市立しものせき水族館（海響館）と
共同で「オープンラボ」を常設し、小学生から大人までを
対象に、年間 28 件のテーマによる体験学習イベントを周
年開催し、人材育成業務に関する理解を深めた。 
・中央水産研究所日光庁舎に併設する展示施設「さかなと

（６）研究成果等の社
会還元の強化のうち 
ウ 双方向コミュニケ
ーションに関して、ア
ンケートの実施や、勉
強会や研究会等の開催
時に漁業者等との直接
的な意見交換の場を設
けるなどにより積極的
に推進した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

る。 

 

・特に、千歳の展示施

設（さけますの森）に

おいては、入場者数が

大幅に増加した昨年度

に続いて増加し、一般

向け広報としても貢献

している。 

 

・また、広報誌等発行

数、研究報告書等刊行

数、出張講座等開催数、

講演会等開催数は、各

目標数比で 100％、

115％、144％、140％の

率となり、目標以上の

達成となっている。 

 

ウ 双方向コミュニケ

ーションの推進 

 

・研究所の一般公開等

のイベントを通じ漁業

者や消費者等に機構の

業務を分かりやすく説

明したほか、アンケー

ト等を実施するなど、

双方向コミュニケーシ

ョンに積極的に努めて

いる。 

 

・特に、ブリ類養殖振

興勉強会等では、多数

の養殖業者の参加があ

り、活発な意見交換が

行われたほか、聴取し

た意見をその後の会の

運営等に活用してい

る。 

 

 

 



 

H30 年度－15 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ウ 双方向コミュニケ
ーションの推進 
 
広報活動のみなら

っては、短時間で理解
が進むよう、平易な文
章やイラスト、写真、
動画などを利用した
サイエンスコミュニ
ケーションの手法を
積極的に活用し、わか
りやすい広報を推進
する。 
なお、広報誌等は年

間 12 件以上発行、研
究報告書等は年間 13 
件以上刊行、出張講座
等は年間 45 件以上開
催、講演会等は年間５
件以上開催、各研究所
等の一般公開は年間
９回以上実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ウ 双方向コミュニケ
ーションの推進 
 
研究所等の一般公

おいて一般公開を実
施するほか、中央水産
研究所日光庁舎や北
海道区水産研究所千
歳さけます事業所に
併設する展示施設を
活用し、広く一般に業
務の広報を行う。ま
た、広報グッズ等を活
用し機構の知名度向
上を図る。広報に当た
っては、短時間で理解
が進むよう、平易な文
章やイラスト、写真、
動画などを利用した
サイエンスコミュニ
ケーションの手法を
積極的に活用し、わか
りやすい広報を推進
する。 
なお、広報誌等は12 

件以上発行、研究報告
書等は 13 件以上刊
行、出張講座等は 45
件以上開催、講演会等
は５件以上開催、各研
究所等の一般公開は
９回以上実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ウ 双方向コミュニケ
ーションの推進 
 
研究所等の一般公

森の観察園」の展示について、女子美術大学と協力したリ
ニューアル内容を宣伝し、日光庁舎の歴史的価値と当機構
の研究開発に関する広報に努めた。 
・イベント企画に合わせた特設サイト（キッズイベントペ
ージ）を開設したところ、イベント開催後の HP の閲覧回
数が増加する傾向があり、機構の研究成果等を社会へ還元
するツールとして有効であった。 
・北海道区水産研究所千歳事業所に併設された「さけます
情報館」においては、パンフレットの広範な配布、地域の
学校等への積極的な働きかけや、体験型展示の活用、体験
イベントを頻繁に行うなど、来場者の増加と満足度の向
上、及びさけます放流事業への理解増進に向けた取り組み
に注力した。その結果、入場者数はさらに増加し、当機構
やさけますふ化放流事業等の広報を行うことができた。 
・女子美術大学の協力を得て製作したTシャツ等の広報グ
ッズに、平成 30 年度新たに職員がデザインしたトートバ
ッグも加え、さかなと森の観察園（Tシャツ、トートバッ
グ）とネット上（Tシャツ各種、パーカー）で販売し、機
構名の入ったグッズによる知名度向上に努めた。 
・一般市民の研究開発成果等への理解を促進するため、平
易な文章とイラストや写真等を組み合わせるサイエンス
コミュニケーションの手法を取り入れて、広報誌や研究成
果紹介ポスターなどにイラストによる説明を多用するな
ど、研究成果を一般の方に容易に理解できるよう制作し
た。また、研究所等における広報にもサイエンスコミュニ
ケーションの手法を展開するため、研究所等の広報担当者
を招集して取組事例を紹介し、さらなる普及に努めた。 
・広報、教育活動のため、魚類標本を貸し出し、広く活用
された。 
・広報誌等を 12 件発行し、機構の研究開発、人材育成等
について広報を行った。（広報誌「FRANEWS」4回、ニュー
ズレター「おさかな瓦版」6 回、「年報」1 回、「水産大学
校案内」1回） 
・研究報告書等を 15 件発行し、水産学研究成果の普及を
図った。（「水産研究・教育機構研究報告」2 回、「水産技
術」1 回、「海洋水産資源開発事業報告書」8 回、「水産大
学校研究報告」4回） 
・研究開発や人材育成の成果を広報するため、本部、各研
究所及び水産大学校が主催する出張講座を 65 件、講演会
等を7件開催した。 
・各研究所で、研究所の業務や研究成果等を近隣の一般の
方々に紹介するための一般公開を計10回行った。 
 
 
ウ 双方向コミュニケーションの推進 
 
 
・研究所の一般公開・研究成果発表会の開催時や、全国豊

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



H30 年度－16 
ず、社会連携やイノベ
ーションの推進等に
際して、双方向コミュ
ニケーションを前提
として、より効率的か
つ効果的に業務を推
進する。特に漁業者等
からの改善点の提案、
消費者からの要望等
の把握を行い、それら
を業務推進に活用す
る。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７）研究開発業務と
人材育成業務の相乗
効果の発揮 
 
機構は、水研センタ

ーと水大校を統合し
て設立されたもので
あるため、早期に人的
な融合を図り、研究開
発業務と人材育成業
務の相乗効果の発揮
による研究ニーズの
発掘、教育の高度化等
を図り、中長期目標達
成に向けミッション
を遂行する。 
 
 
 
 
 

開や各種イベントを
通じて、漁業者や消費
者等に機構の業務内
容や成果を解りやす
く提供するとともに、
それに対する感想や
意見の聴取により双
方向コミュニケーシ
ョンの推進を図る。 
社会連携や研究開

発に際して、双方向コ
ミュニケーションを
積極的に推進し、より
効果的かつ効率的に
業務を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（７）研究開発業務と
人材育成業務の相乗
効果の発揮 
 
研究開発業務と人

材育成業務の相乗効
果の発揮に向けて、双
方で取り組むことが
可能な研究ニーズの
発掘等に努めるとと
もに、研究開発業務で
得られた知見の学生
への提供や研究所の
施設を教育に活用す
ることによる教育の
高度化、航海実習等で
収集したデータの研
究開発部門への提供
等について、組織とし
て取り組むべき内容
を早急に検討し、実施

開や、全国豊かな海づ
くり大会をはじめと
した各種イベントを
通じて、漁業者や消費
者等に機構の業務内
容や成果をわかりや
すく提供するととも
に、それに対する感想
や意見の聴取により
双方向コミュニケー
ションの推進を図る。 
社会連携や研究開

発に際して、双方向コ
ミュニケーションを
積極的に推進し、より
効果的かつ効率的に
業務を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７）研究開発業務と
人材育成業務の相乗
効果の発揮 
 
研究開発業務と人

材育成業務の相乗効
果の発揮に向けて、双
方での取組が可能な
研究ニーズの発掘、研
究開発業務で得られ
た知見の学生への提
供や研究所の施設を
教育に活用すること
による教育の高度化
等の課題について引
き続き検討し、可能な
ものについて実施す
る。その際、独立行政
法人大学改革支援・学
位授与機構による教
育課程の認定等が適

かな海づくり大会、海洋都市橫浜うみ博、研究所の地元で
開催される札幌さけフェスタや清水まぐろまつり、水産大
学校でのオープンキャンパス等の各種イベント、研究所で
の見学対応等の際に、パネルや研究対象生物の展示等を行
い、来場する漁業者や消費者等に機構の業務内容や成果を
わかりやすく説明するとともに、展示内容や機構の業務に
関するアンケートを行うことで、双方向コミュニケーショ
ンの推進を図った。 
・ブリ類養殖振興勉強会、全国クロマグロ養殖連絡協議会
等の開催を通じて、養殖漁業者との直接的な意見交換の場
を設け、双方向コミュニケーションを進めるとともに、こ
れらの場で出された意見等をその後の会運営等に活用し
た。特に、ブリ類養殖振興勉強会は、養殖業者の要望を踏
まえて引き続き福岡で開催し、180席がほぼ満席になり、
活溌な意見交換がなされた。 
・横浜市等が主催し海洋産業の振興・活性化を目的として
平成 31 年 1 月に開催された「海と産業革新コンベンショ
ン」では、構想段階から行政や研究機関、民間企業ととも
にイベントを企画し、当日は水産業の活性化に関するセミ
ナーやブース展示を行うことにより、異業種の方と多くの
意見交換を進めた。 
・ジャパン・インターナショナル・シーフードショー等の
展示イベントでは、ブースを訪問した民間企業関係者等に
研究開発成果の説明を行うことにより実用化の促進を図
るとともに企業のニーズを伺うなど、双方向での意見交換
を行った。 
 
（７）研究開発業務と人材育成業務の相乗効果の発揮 
 
 
 
・研究開発業務と人材育成業務の連携強化を図るため、水
産大学校内に設置している本部研究推進部「山口連携室」
において、水産研究所と水産大学校が共に山口県、下関市
と連携して行う研究課題（15課題）に取り組んだ。また、
研究推進に必要なワーキンググループ会合を適宜開催し
た。このほか、研究所と水産大学校の専門家が連携して山
口県や下関市の業界に役立つ研究情報を報告する山口連
携室主催の勉強会を開催した。 
・水産大学校3年生の必修科目である「水産特論」のほか、
「資源動態学」や「水産統計データ解析」の授業において、
研究開発職員等が最新の研究開発情報に関する講義を行
った。また、水産研究所でのインターンシップ受入れの促
進（4 研究所 12 名）により、水産業を巡る課題とそれを
解決するための研究現場の取り組み方や最新技術等につ
いて学生の認識を深めた。さらに、平成 29 年度に練習船
へ導入した調査船と同様のデータ提供ソフトを用いて収
集した海洋観測データを漁海況予測及び漁場形成予測に

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７）研究開発業務と
人材育成業務の相乗効
果の発揮に関して、以
下の取組を推進した。 
①水産大学校で研究

開発職員による最新の
研究開発情報等の講義
を継続的に実施すると
ともに、研究所でのイ
ンターンシップ受入れ
の促進により、これま
で学生が触れることの
少なかった研究現場に
おける専門知識等を学
生に提供し、学生の資
質向上に大いに貢献し
た。 
②「山口連携室」を

核として、水産研究所
と水産大学校が共に山
口県、下関市と連携し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）研究開発業務と

人材育成業務の相乗効

果の発揮 

 
・相乗効果の発揮に向
けた検討を進め、水産
大学校で研究開発職員
による最新の研究開発
情報の講義を行うとと
もに、研究所において
水産大学校生をインタ
ーンシップ（4 研究所
12名）の受入を促進し
て学生の資質向上に貢
献するなど､教育内容
の高度化等を図ってい
る。また、機構内のプ
ロジェクトや国の委託
事業等を連携し、得ら
れた結果を教育に反映
している。 
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（８）ＰＤＣＡサイク
ルの徹底 
 
研究開発業務及び

人材育成業務につい
て、ＰＤＣＡサイクル
を徹底することとし、
計画、実行、評価、改
善を確実に行う仕組
みを設け、適切かつ厳
正な評価を行い、それ
に基づく業務改善を
実施する。評価に当た
っては外部専門家や
有識者の活用など適
切な体制を構築する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（９）その他の行政対
応・社会貢献 
 
「遺伝子組換え生

していくこととする。
その際、独立行政法人
大学改革支援・学位授
与機構による教育課
程の認定等が適切に
維持されるように配
慮する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（８）ＰＤＣＡサイク
ルの徹底 
 
研究開発業務及び

人材育成業務につい
て、業務実績の適切か
つ厳正な自己評価を
実施する。自己評価結
果は、農林水産大臣に
よる評価結果と併せ
てその後の業務改善
にフィードバックす
るなど、ＰＤＣＡサイ
クルを徹底する。自己
評価に当たっては、外
部専門家や有識者を
活用するなど、適切な
体制を構築する。 
 
 
 
 
 
 
 

（９）その他の行政対
応・社会貢献 
 
「遺伝子組換え生

切に維持されるよう
に配慮する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（８）ＰＤＣＡサイク
ルの徹底 
 
研究開発業務、人材

育成業務及びそれら
以外の業務について
の業務実績の点検と
自己評価を行い、その
評価結果の妥当性を
外部専門家や有識者
からなる機関評価委
員会において審議し、
機構の自己評価を決
定する。自己評価結果
は、農林水産大臣によ
る評価結果と併せて、
その後の業務の改善
等に適切に反映させ
るなど、PDCAサイクル
を徹底する。 
 
 
 
 
 
（９）その他の行政対
応・社会貢献 
 
「遺伝子組換え生

関する研究開発に有効に活用した。 
・機構の開発事業連携強化プロジェクト及び運営費交付金
研究開発プロジェクトにおいて、水産研究所と水産大学校
との共同参画により各3課題の計6課題実施したほか、国
や地方公共団体、民間からの補助金・委託事業のうち 17
件を水産研究所と水産大学校で連携して実施した。 
・教育と研究の共用船天鷹丸において、年間164日の航海
のうち、22日は水産研究所の漁場環境調査等を実施した。
また、水産大学校の航海実習は142日実施したが、このう
ち 66 日は水産研究所の資源・海洋調査と兼ねて実施し、
水産庁からの受託業務である資源評価に活用するととも
に学生に研究部門が実施する本格的な水産資源・海洋調査
を実体験させた。 
・アグリビジネス創出フェア及び大阪で開催されたシーフ
ードショーにおいて、水産大学校と研究開発部門が連携し
て業務紹介や研究成果等の展示を行い、機構としてより充
実した内容の情報を、広範囲に発信できた。 
 
 
（８）ＰＤＣＡサイクルの徹底 
 
 
・研究開発業務を対象とした研究開発評価会議、人材育成
業務を対象とした人材育成評価会議及びその他の業務を
対象とした業務運営評価会議を開催し、厳正に業務実績の
自己評価を行った。 
・上記の自己点検結果等を基に作成した事業全体の自己評
価案の妥当性を、外部委員で構成される機関評価委員会に
おいて審議し、その結果を踏まえ自己評価を決定した。 
・機関評価委員会からの意見や農林水産大臣による評価に
おける意見をその後の業務に反映させ、平成 28 年度に強
化した内部統制システム、情報セキュリティ体制の運用を
継続するとともに、PDCA サイクルにより業務運営上の問
題の抽出や改善を適切に行った。 
・また、平成 29 年度の農林水産大臣評価の意見を反映さ
せ、研究体制のあり方検討会の提言を踏まえた組織・業務
の効率化を図るよう検討を進めたほか、研究不正の再発防
止に向けたコンプライアンス研修等の強化・徹底を図っ
た。 
・以上のとおり、自己評価結果とともに農林水産大臣によ
る評価結果や外部からの意見も活用し、業務の改善や業務
運営方針の検討を行うなど、PDCA サイクルの検討をすす
めた。 
 
（９）その他の行政対応・社会貢献 
 
 

・平成 30 年度は、遺伝子組換え生物等の使用等の規制に

て、県や市の要望に基
づき、多くの研究課題
（15課題）に着手し、
地域における連携を積
極的に推進した。 
③機構内のプロジェ

クトや国の委託事業等
を連携し、得られた結
果は教育に反映した。 
④共用船天鷹丸にお

いて航海実習と資源・
海洋調査を兼ねて実施
し、学生に研究部門が
実施する本格的な水産
資源・海洋調査を実体
験させた。 
⑤練習船で収集した

海洋観測データを漁海
況予測及び漁場形成予
測に有効に活用して研
究・教育の両面から効
率化と質の向上を図っ
た。 
これらの取組の推進

により相乗効果が大い
に発揮された。 
 
（８）ＰＤＣＡサイク
ルの徹底に関しては、
業務のまとまりごとに
実施した自己評価の結
果や、農林水産大臣に
よる評価結果及び外部
からの意見等を活用
し、組織・業務運営の
改革に取り組んだほ
か、研究不正の再発防
止に向けたコンプライ
アンス研修の強化・徹
底を図るなど、適切に
ＰＤＣＡサイクルを運
用した。 
 
 
（９）その他の行政対
応・社会貢献に関して、
高度な専門的知識が要
求される各種委員会等

 
・天鷹丸について、水
産大学校が行う航海実
習では水産研究所の資
源・海洋調査を兼ねて
実施し、学生に本格的
な水産資源・海洋調査
を実体験させるなど、
相乗効果を発揮した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（８）ＰＤＣＡサイク
ルの徹底 
 
・中長期目標及び中長
期計画に基づき策定し
た年度計画について、
自己評価体制を整備
し、自己評価、大臣評
価結果を業務運営の改
善等に反映しており、
ＰＤＣＡサイクルが適
切に機能している。 
 
 
 
 
 
（９）その他の行政対
応・社会貢献 
 
・各種審議会等に積極
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物等の使用等の規制
による生物の多様性
の確保に関する法律」
（平成 15 年法律第 97
号）第 32 条の規定に
基づき、同条第２項の
農林水産大臣の指示
に従い、立入り、質問、
検査及び収去を実施
する。 
また、各種委員会等

への職員の派遣、検討
会等への参画等を積
極的に行う。 
 
【重要度】高 
研究開発成果の最

大化を進めるために
は、成果を単に公表す
るだけではなく、様々
な組織に多様な手法
でその活用を働きか
けていく取組が不可
欠であるため。 
【優先度】高 
研究開発成果の最

大化は、国立研究開発
法人の最優先任務で
あるため。 
【難易度】高 
イノベーションの

創出や知的財産戦略
の適切な推進等は、定
型的・定常的な活動で
はなく、案件ごとに組
織の能力を結集し、大
学、企業等の共同研究
先や水産業界等との
高度な連携活動を行
っていく必要がある
ため。 
 

物等の使用等の規制
による生物の多様性
の確保に関する法律」
（平成15 年法律第97 
号）第 32 条の規定に
基づき、同条第２項の
農林水産大臣の指示
に従い、立入り、質問、
検査及び収去を実施
する。 
また、各種委員会等

への職員の派遣、検討
会等への参画等を積
極的に行う。 
 

物等の使用等の規制
による生物の多様性
の確保に関する法律」
（平成 15 年法律第 97
号）第 32 条の規定に
基づき、同条第２項農
林水産大臣の指示に
従い、立入り、質問、
検査及び収去を実施
する。 
また、各種委員会等

への職員の派遣、検討
会等への参画等を積
極的に行う。 
 
  

よる生物の多様性の確保に関する法律に基づく農林水産
大臣からの立ち入り検査等の指示はなかった。 
・内閣府総合海洋政策本部参与会議等、国等が主催する各
種審議会をはじめとして、機構職員の高度な専門的知識が
要求される各種委員会等の委員就任、出席依頼に積極的に
対応し、延べ508名の役職員を派遣した。 
 

へ積極的に職員を派遣
し、行政ニーズ等に対
応した。 
 
＜課題と対応＞ 
 特になし。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

的に対応し、延べ 508
名を派遣している。 
 
等、中長期目標に照ら
し、「研究開発成果の最
大化」に向けた取組が
積極的に行われてい
る。 

特に、水産基本計画に

示された資源管理の充

実に必要な資源調査の

高度化や水産業の成長

産業化に資する多数の

研究成果や科学的知見

を、水産庁等に適切に

提供し水産施策に大き

く貢献している。また、

クロマグロやブリの養

殖業者との意見交換を

積極的に行うなど、水

産業の成長産業化に繋

げる研究成果の社会実

装に向けた取組を主体

的かつ積極的に展開し

ており、中長期目標に

照らし「研究開発成果

の最大化」に向けて顕

著な成果の創出や将来

的な成果の創出の期待

等が認められることか

ら、「Ａ」とした。 

 
＜今後の課題＞  
特になし 
  
 
＜その他事項＞  
（審議会の意見） 
・大臣評価「Ａ」は妥
当。 
 
・達成目標が数値で示
されている項目につい
ては，全ての項目で達
成率が 100％を超えて
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いる。その他の項目に
ついても，前中期目標
期間最終年度値等にも
とづく基準に対して堅
調に推移している。 
 
・「（７）研究開発業務
と人材育成業務の相乗
効果の発揮」において，
学生に対して研究現場
における専門知識等を
提供したことは，水産
研究・教育機構の活動
として意義がある。 
 
 

 

４．その他参考情報 

（諸事情の変化等評価に関連して参考となるような情報について記載） 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第3 
  第 3-2(1)  

研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 
  研究開発業務（重点研究課題１．水産資源の持続的な利用のための研究開発） 

関連する政策・施策 水産基本計画 
農林水産研究基本計画 

当該事業実施に係る根拠（個
別法条文など） 

国立研究開発法人水産研究・教育機構（平成 11 年法律第 199 号）第 12
条 

当該項目の重要度、難
易度 

重要度：高 難易度：高  関連する研究開発評価、政策
評価・行政事業レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ（※(モ)モニタリング指標） 

①主な参考指標情報（評価対象となる指標） 

 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間最終年
度値等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、必要な 
情報  

国際的な水産資源評価機関
からの派遣依頼件数(モ) 

・派遣出張 
・国資出張 

  
45件 
106件 

60件 
167件 

56件 
139件 

   

国際的な水産資源評価機関等への報告
文書提出件数（モ） 

  119件 115件 101件    

論文発表件数（モ）   80件 87件 70件   
※他の重点研究課題との重複分を
含む 

共同研究等件数(モ) 
・国内共同研究 
・国際共同研究 

  
24件 
 7件 

27件 
6件 

30件 
12件 

   

漁海況情報等の発信件数（モ）   62件 53件 54件    

ＷＥＢサイトにおける漁海況情報等の
閲覧数（モ） 

  61,458件 59,630件 46,892件    

各種広報媒体等への掲載数（モ）   287件 397件 314件    

取材・記者レク等情報
提供回数（モ） 

・取材回数 
・ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ 
(うち記者ﾚｸ回
数) 

  
307回 
25回 
(3回) 

338回 
24回 

（4回） 

304件 
24件 
(3件) 

  
※ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ及び記者ﾚｸは、水産庁が
実施した分を含む 

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）  

 

 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

予算額（千円）  5,099,802 5,125,840 5,161,793   

決算額（千円）  5,080,332 4,889,354 5,112,018   

経常費用（千円）  5,089,075 4,848,882 5,093,225   

経常利益（千円）  ▲361,267 29,129 24,985   

行政サービス実施コスト（千円） 4,321,375 3,937,461 4,047,933   

行政コスト（千円）   －   

従事人員数  233 231 242   
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸
（評価の視
点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 
２ 研究開発業務 
 
「水産基本計画」に

即し、水産業が直面す
る課題に的確かつ効
率的に対処するため、
研究課題の重点化を
図り、課題の解決に当
たる。 
具体的には、水産資

源を適切に管理する
ために必要な研究開
発、漁業や養殖業の健
全な発達と安全な水
産物の安定供給に関
する研究開発、さら
に、それらの基盤とな
る技術開発、海洋・生
態系モニタリング、次
世代水産業の創成に
係る研究開発等の課
題を、以下に示すよう
な重点研究課題とし
てまとめ、水産業を支
える研究開発等を推
進する。 
（１）水産資源の持続
的な利用のための研
究開発 
（２）水産業の健全な
発展と安全な水産物
の安定供給のための
研究開発 
（３）海洋・生態系モ
ニタリングと次世代
水産業のための基盤
研究 
これらの研究開発

等については、国の施
策、地域・浜ごとの実
態、生産者・消費者の

 
２．研究開発業務 
 
 研究開発業務につ
いては、以下の３つの
重点研究課題のそれ
ぞれを一定の事業の
まとまりとして実施
する。また、３つの重
点研究課題を推進す
る上で、単独では完結
出来ない問題につい
ては、課題横断的に取
り組む。 
なお、本中長期目標

期間末（平成 32 年度
末）までに、各重点研
究課題に策定するロ
ードマップにおける
研究開発の水準を達
成する。 
 

重点研究課題１．水産
資源の持続的な利用
のための研究開発 
 
水産資源は再生可

能な食料資源であり、
適切に管理すれば持
続的に利用すること
ができる。そのため、
水産生物の分布や資
源量変動を詳細に解
析するとともに、海洋
環境の変動のメカニ
ズムや生態系の構造
と機能に関する研究
成果や漁業者からの
情報を積極的に活用
し、資源評価・予測・
管理手法の高度化を
進め、国内で管理され

 
２．研究開発業務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
重点研究課題１．水産
資源の持続的な利用
のための研究開発 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【評価軸１】 
✓研究や事
業の成果等
が国の政策
や社会のニ
ーズと適合
しているか 
 
（評価指標） 
✓資源評価
結果が国等
の施策に寄
与した具体
的な取組事
例 
 
（モニタリ
ング指標） 
✓国際的な
水産資源評
価機関等か
らの派遣依
頼件数 
 
✓国際的な
水産資源評
価機関等へ
の報告文書
提出件数 
 
【評価軸２】 
✓成果や取
組が国又は
アカデミア
における研
究の実用化
又は進展に
つながるも
のとなって
いるか 
 

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：A 
 
重点研究課題１において
は、「研究開発成果の最大
化」に向けた成果が得られ
るとともに、将来的な成果
の創出の期待、特に水産政
策の改革(漁業法改正)に
対応した新しい資源評価
及び資源管理の高度化に
向けた貢献等が認められ、
計画以上の業務運営がな
されたと判断したことか
らA評価とした。 
評定の根拠は以下のとお
り。 
 
評価軸１について 
・水産政策の改革(漁業法
改正)による新しい資源評
価と評価対象魚種の拡大
への対応は、現行の中長期
計画では想定し得なかっ
たものであり、31 年度以
降の実施のために必要な
準備作業をいち早く進め
たことは、国の新たな施策
の実施に必要不可欠な多
大なる貢献である。 
・地域漁業管理機関(RFMO)
の科学委員会等の国際会
議への対応は、科学者によ
る国際交渉として、国の国
際資源管理施策に直結す
るものである。 
・我が国周辺資源について
は「資源評価報告」、国際
資源については「国際漁業
資源の現況」と、あわせて
200篇以上の文書を作成・
公表した。また、資源評価

評定：Ａ 

＜評定に至った理由＞ 
 

本年度における主な業務実績

は、 

 

重点研究課題１． 

〇水産資源の持続的な利用の

ための研究開発 

 

【評価軸１】 

・我が国周辺資源の資源評価

を行い公表している。これら

の結果は、国内ＴＡＣ設定や

資源管理指針の策定など、国

の政策立案に貢献している。 

 

・国際水産資源の資源評価を

行い公表している。これらの

結果は、各種地域漁業管理機

関に報告され、科学委員会等

における議論の主導と国際資

源管理に貢献している。 

 

・国際資源管理施策に必要と

なる地域漁業管理機関等の国

際会議へ適切に対応した。 

 

・資源評価の精度向上などに

係る調査・分析、資源管理指

針の策定により、「資源管理の

高度化」に貢献している。 

 

・資源評価、漁場形成・漁況

予測などの情報収集や解析を

継続し、関係機関や漁業者へ

情報提供を行い、社会のニー

ズに適合している。 



H30 年度－22 
ニーズ等を踏まえ、基
礎から応用、実証・普
及までを一元的に研
究開発を行う我が国
唯一の総合的研究機
関としてのリーダー
シップを発揮しつつ、
国や関係機関と連携
を図り、研究開発成果
を最大限発揮できる
よう取り組む。そのた
めの各重点研究課題
の方針は別紙に掲げ
るとおりとする。な
お、これら３つの重点
研究課題を推進する
上で、単独では完結で
きない問題について
は、課題横断的に取り
組む。 
 

【別紙】研究開発業務
の重点研究課題 
（１）水産資源の持続
的な利用のための研
究開発 
（２）水産業の健全な
発展と安全な水産物
の安定供給のための
研究開発 
（３）海洋・生態系モ
ニタリングと次世代
水産業のための基盤
研究 
 
【重要度：高】【優先
度：高】 
国民の健康的な食

生活を支える水産物
を安定して供給する
ためには、水産資源の
適切な管理が必要不
可欠であり、国や国際
機関が推進する管理
施策を研究面から持
続的に支える必要が
あるため。 
 

る漁業資源やクロマ
グロ等国際的な枠組
みで管理される漁業
資源の持続的な利用
に資する研究開発を
行う。 
 
（１）漁業資源の適切
な管理のための研究
開発 
 
我が国周辺資源の

状況の調査結果等に
基づいて、漁業資源の
適切な管理のための
研究開発を行う。特
に、マダラ等について
はＴＡＣ管理の開始
に向けた資源評価手
法と管理手法の高度
化を進める。国際資源
については、加入量モ
ニタリングの強化、分
布・回遊変化の把握、
外国漁船の操業実態
の把握と影響評価、違
法・無報告・無規制（Ｉ
ＵＵ）漁業への対応
等、関係国とも連携し
て取り組む。ブリ等の
重要資源やトラフグ
等の種苗放流対象種
についても資源評価
の精度向上と管理手
法の高度化を進める。
水産生物の生息基盤
となる海洋環境や海
洋生態系が資源に及
ぼす影響の解明等を
進めるとともに、社会
経済状況等の視点も
含めて、国際的な枠組
みへも適切に対応で
きる資源管理手法に
関する研究開発を行
う。得られた成果を基
に、国が行う資源管理
政策の立案と推進に

 
 
 
 
 
 
 
（１）漁業資源の適切
な管理のための研究
開発 
 
・我が国周辺海域に生
息する資源及び国際
的な管理の対象とな
る資源について、TAC
管理への移行が想定
される種の資源量推
定精度の向上等を図
りつつ、主要資源の資
源評価を継続する。 
 
 
 
・資源評価手法の高度
化に向けて、漁獲努力
当たり漁獲量（CPUE）
の標準化、分布回遊調
査の拡大、新たな資源
評価モデルの作成等
を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（評価指標） 
✓資源評価、
資源管理に
寄与する具
体的な取組
事例 
 
✓研究成果
を情報発信
等のシステ
ムとして実
用化した具
体的な取組
事例 
 
✓ロードマ
ップの進捗
状況（各年度
の目標値の
達成率100％
以上） 
 
（モニタリ
ング指標） 
✓論文発表
件数 
✓共同研究
等件数 
 
✓共同研究
等の進捗 
 
【評価軸３】 
✓成果や取
組が産業、経
済活動の活
性化、高度化
に寄与する
ものである
か 
 
（評価指標） 
✓漁海況情
報等の発信
が産業活動
に貢献した
具体的な取
組事例 

 
 
 
 
 
 
 

（１）漁業資源の適切な管理のための研究開発 
 
 
 
・我が国周辺海域の漁業資源について、漁獲可能量
(TAC)を定めた対象種をはじめ、マダラなど TAC 管理
への移行が想定される魚種の資源量推定精度向上等
を図りつつ、50 魚種 84 系群以上の資源評価を継続し
た。さらに、水産政策の改革(漁業法改正)による新し
い資源評価を展望し、新たな生物学的許容漁獲量
(ABC)算定規則の策定や評価対象魚種拡大等の作業工
程の検討などを進めた。国際的な管理対象である太平
洋クロマグロ、サンマ、メバチやメカジキ等の資源評
価に主導的に関与し、関係国際会議に的確に対応し
た。 
 
・漁獲努力量管理を定量化する試みとして、まき網漁
業で漁獲されるマサバ、ゴマサバを対象として、漁業
動態/個体群動態モデルを用いて、努力量管理による
漁獲量削減効果を定量化した。スケトウダラ太平洋系
群では、沖合底びき網漁業（沖底）の CPUE 算出に標
準化手法を導入した。 
カツオ・マグロ類等における分布回遊調査の拡大と

して、太平洋共同体事務局（SPC）や大学等と共同で
熱帯まぐろ類の成長解析や、熱帯域と亜熱帯域におけ
る小型カツオの標識放流調査を実施した。太平洋クロ
マグロ0-1歳魚の生息域(ハビタット)推定、太平洋ク
ロマグロ等の安定同位体比の分析、太平洋クロマグロ
幼魚の記録型標識による太平洋横断回遊パターンの
解析、北太平洋ヨシキリザメ及びアオザメの成長式推
定を行った。 
新たな資源評価モデルの作成に向けて、マダラ日本

海系群加入量データの一般化線型モデルによる標準
化、加入量指標値の年トレンドの抽出、マダラ北海道
系群の資源量推定精度向上のためのコホート解析、ス
ケトウダラ日本海北部系群の統合型資源評価モデル
による解析を行った。伊勢・三河湾のトラフグの統合
型資源評価モデルを完成させ、資源量推定方法の VPA
と SCAA の性能評価を行った。また、マサバ太平洋系
群を対象として SCAA モデルの一つである SAM 手法を
導入した。 

精度向上や高度化された
資源管理手法、IQ 方式の
実証に係る調査･分析、資
源管理指針策定は、新水産
基本計画の「資源管理の高
度化」に貢献するものとな
っている。 
・生態系サービスの持続的
利用・保全の事例比較分析
は、内閣府の総合海洋政策
の推進に貢献する基盤的
知見を与えた。 
・SH“U”N プロジェクト
での情報発信や「浜の道具
箱」を用いた浜活プランの
改定は、新水産基本計画の
「水産エコラベルの推進」
「浜プランの確実な実施」
に貢献するものとなって
いる。 
・資源評価事業、漁場形
成・漁況予測事業などの高
度化に必要な情報収集と
解析を継続しつつ、研究成
果を基に水産関係研究機
関や漁業関係者へ情報提
供を行うとともに、漁海況
長期予報の継続公表や、中
短期漁海況予報の技術開
発を行ない一部公表した
ことで、社会のニーズに的
確に対応し、施策の実施等
に大きく貢献した。 
 
評価軸２について 
・資源評価報告書や地域漁
業管理機関(RFMO)への提
出文書は、水産行政や国際
資源管理に関連する様々
な会合で活用されており、
資源評価手法の高度化へ
の貢献度が高い学術論文
も多く発表されている。ま
た、調査研究によって得ら
れた情報や管理方策改善
案を、漁業関係者主催の各
種会合で積極的に提供す
るなどして、資源管理体制

 

【評価軸２】 

水産政策の改革による新しい

資源評価に向けて、新たな生

物学的許容漁獲量(ABC)算定

規則の策定などを行ってお

り、資源管理の高度化に大き

く貢献している。 
 
・資源評価の内容は、水産行
政や国際資源管理に関連する
様々な会合で活用され、資源
評価手法の高度化への貢献度
が高い学術論文も多く発表さ
れているなど、資源管理体制
の推進と改善にも大きく貢献
した。 

 

・トラフグのほか、年度計画

にないサワラについて、努力

量管理とＴＡＣ管理の効果

や、種苗放流と若齢魚漁獲規

制の相乗効果を評価した研究

成果は、ロードマップを超え

る進展である。 

 
・マイワシ・カタクチイワシ
の魚種交代について、生物学
的メカニズムに関して得た重
要な知見は、今後の資源評価
の進展に大きく寄与し、資源
評価の信頼性を向上させる顕
著な成果であると期待され
る。 

 

・研究の進捗状況はロードマ

ップにより管理が行われてお

り、目標資源水準の検討、SH

“U”Nプロジェクトの推進、

横浜で開催された北太平洋海

洋科学機関（PICES）の年次総

会における研究成果の発表に

よる我が国の地位向上への貢

献及び外国漁船の操業実態把

握の強化などは、年度計画を



 

H30 年度－23 

【難易度：高】 
水産資源の適切な

評価と有効な利用は、
海洋環境のみならず、
水産資源及び漁業活
動の状況を継続的に
把握し、得られた情報
を統合的に解析する
ことによって実現さ
れるが、最新のリモー
トセンシング技術を
持ってしても重要水
産資源の分布する水
中を広範囲に遠隔調
査することは難しく、
調査結果に対する不
確実性の存在は避け
られないため。また、
我が国にとって重要
な魚介類の分布回遊
範囲は広く、近隣諸国
の経済水域内への回
遊や近隣諸国による
漁獲量の増大が、水産
資源の評価を極めて
困難なものとしてい
るため。 

必要な、長期的かつ的
確な科学的根拠を提
供する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・小型浮魚類の生物特
性値と資源・海洋環境
との関係を解析し、加
入量変動の不確実性
を考慮した資源評価
手法を検討する。 
 
 
 
 
 
 
・東日本大震災による
水産資源への影響を
評価するため、震災前
後における底魚類資
源量、分布及び生物特
性の変化を分析する
とともに、東北沖南部
海域の生態系モデル
を構築し、震災前後の
挙動を比較検討する。 
 
 
・まぐろはえ縄漁業の
混獲について、海洋環
境要因から混獲リス
クの高い時期・対象魚
種を整理する。 
 
 
・また、天皇海山生態
系の定性的な構造把
握、北西太平洋の生態
系モデル作成に必要
な主要鯨類の生物学
的情報の整理・解析に
より生態系研究を進
める。 

 
（モニタリ
ング指標） 
・漁海況情報
等の発信件
数 
 
✓ＷＥＢサ
イトにおけ
る漁海況情
報等の閲覧
数 
 
✓各種広報
媒体等への
掲載数及び
取材・記者レ
ク等情報提
供回数 
 
 

その他の資源評価手法の高度化として、マダラ北海
道系群では 4 海域に分けた資源評価を新たに実施し
た。ホッケ道北系群を主対象に、沖合底びき網 CPUE
と水温を組み合わせ、機械学習法による資源量の時空
間変動予測を行い、予測精度を向上させた。マアジ、
イカナゴ、アカアマダイ、キジハタ、ハタハタ、スケ
トウダラを対象とした水槽飼育実験により、各種生物
学的パラメーターを明らかにした。 
 
・東シナ海・日本海におけるマイワシ卵や仔魚の出現
及びマサバ・ゴマサバ仔魚の成長速度について、海域
や年代による変化を評価した。太平洋のマイワシで
は、1978～2017年の肥満度、生殖腺指数に密度依存的
な変動が見られ、近年の成熟状況が良好であることが
示唆された。一方、太平洋のマサバでは、2013年級群
発生以降、成長が著しく低下していた。スルメイカに
ついて、資源の低水準期におけるABCの安定性を考慮
して、現行のABC算定ルールから「観測データが少な
い資源における手法」に変更した場合の資源管理方策
評価を実施した。 
 
・仙台湾において、近年のイカナゴ資源減少に対する
食性の変化の仕方が、ヒラメ、マガレイ、イシガレイ
で異なっていた。また、震災前後（2006～2017年）に
おけるカレイ類、タラ類、イカ類など主要 20 種の分
布量のピークは 2014 年前後に見られ、多くはその後
に減少していた。東北沖南部海域にEcopathモデルを
構築し、震災前後の挙動比較により、主要漁獲対象種
（マダラ等）の現存量の増加が、生態系の鍵種に変化
をもたらすことを確認した。また、震災後の漁獲圧の
低下が底魚群集の分布密度に与える影響に、生物相互
作用による時間遅れがあることが示唆された。 
 
・まぐろはえ縄漁業による海鳥の混獲について、海洋
環境と対象魚種別の操業海域及び海鳥分布の関係を
一般化加法モデル(GAM)で分析し、操業ごとに混獲リ
スクの高い時期と海域を整理するとともに、対象魚種
によっては、これらを避けることにより漁獲を維持し
つつ操業することが可能であることを示した。 
 
・天皇海山海域では、プランクトン組成及び、安定同
位体比分析の結果から食性図を作成し、定性的な生態
系構造として、マイクロネクトン、ベントスそれぞれ
を中心とする食物網の存在を確認した。さらに、北西
太平洋について、生態系モデル作成に必要な主要鯨類
8 種の既存の生物学的情報を、再生産・死亡・成長・
分布・生理・摂餌・食性の7項目に分類して整理し、
このうちコビレゴンドウとミンククジラについて、生

の推進と改善にも大きく
貢献した。 
・トラフグに加え、年度計
画にはないサワラも対象
に、努力量管理とTAC管理
の効果や、種苗放流と若齢
魚漁獲規制の相乗効果を
評価した研究成果は、ロー
ドマップを超える大きな
ものと言える。 
・11 月に当機構の主催に
より横浜で開催された
PICES 年次総会において
は、多くの成果発表を行う
とともに、生態系変動機構
に関するトピックセッシ
ョンを企画した。 
・黒潮生態系変動機構に関
す る 書 籍 が AGU 
Geophysical Monographか
ら 2019 年 4 月頃出版され
る予定である。さらに、水
塊分類ソフトウェアを知
的財産登録し、共通ツール
として一般に公開するこ
とで東北海域における海
況の理解が大きく進んだ。 
・マイワシ・カタクチイワ
シの魚種交代について、生
物学的メカニズムに関す
る重要な知見を得た。なか
でも、黒潮域において発見
したマイワシ産卵量にお
ける親魚密度依存性とカ
タクチイワシ産卵量にお
けるマイワシ親魚密度依
存性は、両種の再生産関係
に母性効果を組み込むこ
とにつながるものであり、
今後の資源評価の進展に
大きく寄与し、資源評価の
信頼性を向上させる顕著
な成果である。 
 
評価軸３について 
・資源評価会議における一
般傍聴の受入れ、評価結
果、来遊量、加入量等の情

上回る成果を上げている。 

 

【評価軸３】 

・主要水産資源の漁海況予報

については、漁業者による漁

場選択、水産加工業者による

加工原料の確保等に活用され

ている。 

 

等、中長期目標に照らし、「研

究開発成果の最大化」に向け

た取組が積極的に行われてい

る。 

特に、国が進める資源管理の

基礎となる資源評価を実施

し、その結果を水産庁に提出

し、国内のＴＡＣ設定や資源

管理指針の策定、各種地域漁

業管理機関における科学議論

を主導するなど、水産施策に

大きく貢献している。 
また、水産基本計画に示され
た資源管理の高度化に資する
目標資源水準の検討のほか、
SH“U”Nプロジェクトの推進、
北 太 平 洋 海 洋 科 学 機 関
（PICES）の年次総会における
研究成果の発表による我が国
の地位向上への貢献など顕著
な成果の創出や将来的な成果
の創出の期待等が認められる
ことから、「Ａ」とした。 
 
 
＜今後の課題＞ 
特になし 
 
 
＜その他事項＞ 
（審議会の意見） 
・大臣評価「Ａ」は妥当。 
 
・ＴＡＣ設定にあたっての管
理指針である ABC 設定をはじ
め、水産政策の改革と漁業法



H30 年度－24 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
・トラフグ伊勢三河湾
系群について、ふぐは
え縄漁業の漁家経営
をモデルにより分析
し、収益を最大化する
漁獲計画の現場への
適用策を立案する。 
 
 
 
 
・生態系サービスの持
続的利用と保全のあ
り方について、事例海
域の比較分析を実施
する。 
 
 
 
・水産物推奨リストに
ついて、漁獲実態が複
雑で評価の困難な多
魚種同時漁獲漁業（底
びき網等）の対象種に
ついて評価を開始す
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

物試料解析による性成熟年齢、最高年齢の推定を行っ
た。 
 
・三重県のふぐはえ縄漁家をモデルとして漁獲時期を
シフトさせることで総合所得を最大化するための分
析を行い、所得が約11％増加することを示した。また、
東海3県のふぐはえ縄漁業者に対して、操業実態、漁
場選択の判断、販路等についての面接調査を実施し
た。更に、サワラについても資源管理による資源造成
手法について検討し、資源管理が実施されなかった場
合との資源量の比較により、若齢魚保護単独では 5.3
倍、種苗放流単独では 1.5 倍、両方策の相乗では 7.1
倍の資源増大効果が期待できることを示した。 
 
・生態系サービスの持続的利用・保全の事例比較分析
を考察する生態系として、日本全国に分布するアマモ
場生態系に着目し、4 地域（能取湖、東京湾、瀬戸内
海、石西礁湖）について、利用と保全の比較結果をポ
ンチ絵で整理・分析した。また、能取湖と石西礁湖に
ついては、様々なステークホルダーの関係図や関係す
る法律、施策、省庁の整理も行った。 
 
・SH“U”Nプロジェクトでは、多魚種同時漁獲漁業（底
びき網等）も含めた評価を実施し、その結果を業界と
のサイエンス・コミュニケーションに活用した。さら
に、地域漁業の取り組みを系統立てて整理できるツー
ルとデータベースである「浜の道具箱」を用いた浜活
プランの改定や、IQ方式の実証に係る調査･分析事業、
資源管理指針策定、漁業認証、漁場利用の実態と阻害
要因の把握による養殖業への新規参入支援など、水産
政策の改革(漁業法改正)にも科学的に貢献した。 
 
〔アウトカム〕 
・TAC 制度の対象魚種を含む 50 種 84 系群の資源評価
報告書を国に提出し、ABC の提示等を通して、国が策
定する TAC 及び漁業管理指針等へ研究成果を反映し
た。 
・水産政策の改革(漁業法改正)に基づく新しい資源評
価に対応するため、評価手法等の検討を進めた。 
・また、マダラへのコホート解析導入など重要資源の
特性解明にかかわる成果は、資源評価の改善に貢献し
た。 
・Ecopath モデルを用いた漁獲量と資源動態変動の機
構解明など、生態系を考慮した水産資源研究を推進し
た。  
・本課題の成果に基づき、我が国沿岸資源の資源評価
結果詳細版及びダイジェスト版、国際漁業資源の現況
詳細版と要約版をホームページで公表するとともに、

報発信、業界団体への助言
と指導等を行い、国民への
情報提供を通して、産業と
経済活動の活性化に貢献
した。 
・東日本大震災の影響評価
と復元過程に関する一連
の調査研究では、震災前後
で底魚群集の分布密度の
変化を調べ、生態系モデル
によって生態系構成種の
食物網への震災の影響を
確認し、水産業の復興に有
効な知見を提供した。 
・トラフグに関する資源調
査、漁家経営調査、放流効
果調査、生態調査を精力的
に実施し、新たに得られた
知見を各種の研究会、検討
会等において発信するこ
とにより、関係者間の連携
強化が図られた。 
・SH“U”N プロジェクト
を通じた業界とのコミュ
ニケーションや、浜の道具
箱(地域漁業の取り組みを
系統立てて整理できるツ
ールとデータベース)を用
いた浜活プラン改定によ
って、地域産業活性化に直
接貢献できた。 
・水塊分類ソフトウェアは
東北海域の海況と漁場と
の関係把握に活用されて
おり、漁海況予報等の高度
化に寄与した。また、他の
海域への汎用性も高く、今
後の進展が期待される。 
・計画通り、長期漁海況予
報や、ビンナガ、カツオの
来遊量等についての情報
提供を行った。こうした情
報は水産関係者の経済活
動に貢献するものである。 
・黒潮大蛇行の最南下緯度
が南になるほど継続期間
が長期化する関係を確認
したことにより、大蛇行の

改正にあたっての資源評価手
法の見直しと科学的な評価へ
の移行期において、これまで
培ってきた水産研究・教育機
構の我が国水産資源研究の実
力が発揮されている。 
 
 



 

H30 年度－25 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）気候変動を考慮
した漁場の形成や資
源の変動に関する情
報を的確に提供する
ための研究開発 
 
漁業資源を適切に

管理し効率よく利用
することを目的に、漁
業資源の分布や移動
経路及び資源量の変
動を、地球規模での気
候変動や海洋環境と
の関連から明らかに
する。海洋・生態系調
査結果に加えて漁業
者からの現場情報に
ついても積極的に活
用し、環境変動を的確
に取り込むことによ
り、漁海況予報等の高
精度化を図る。成果と
して得られる、より確
度の高い漁海況情報
を迅速に水産現場に
発信する。特に、近年
分布・回遊の変化が指
摘されているマサ
バ・マイワシ・スルメ
イカ等については、従
来の長期漁海況予報

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）気候変動を考慮
した漁場の形成や資
源の変動に関する情
報を的確に提供する
ための研究開発 
 
・低次生態系モニタリ
ングを継続するとと
もに、整理した過去の
データも利用して、物
理・化学・生物環境の
時空間変動を解析す
る。物理環境について
は、気候変動との関係
についても検討を開
始する。 
 
 
 
 
・小型浮魚類の魚種交
替等の資源変動メカ
ニズムについて、異な
る海洋生態系との比
較を介して、その特性
を把握する。 
 
・これまでの成果、知
見を踏まえ、日本周辺
海域の海況と主要浮
魚類の漁況に関する

SH“U”Nプロジェクトを推進して、一般国民への情報
提供にも貢献した。 
・また、「浜の道具箱」は地域の「浜プラン」立案等
に寄与し、地域産業の活性化につながることが期待さ
れる。 
・各種国際会議に延べ100人以上を派遣し、科学委員
会等における議論の主導と国際資源管理への貢献に
努めた。 
・特に平成30年度は、北太平洋海洋科学機関（PICES）
の年次総会を横浜にて主催し、北太平洋における海洋
科学に関する各種調査研究成果を発表し、この研究分
野における我が国の地位向上に大きく貢献した。 
＜SH“U”NプロジェクトURL＞ 
http://www.jfa.maff.go.jp/j/sigen/sigen_hyouka.
html 
 
 

（２）気候変動を考慮した漁場の形成や資源の変動に

関する情報を的確に提供するための研究開発 
 
 
 
・北太平洋東北海域及び日本海において、海洋環境・
低次生態系モニタリング調査を実施するとともに、既
存データを用いた時空間変動解析を実施した。東北海
域においては、春季に発生する大規模珪藻ブルームの
形成メカニズムとして、低塩分である沿岸親潮水が大
きな役割を果たしていることが明らかとなった。日本
海においては、青森県津軽半島西方域における動物プ
ランクトン群集の季節・経年変動の解析を行うととも
に、山陰沖のマイワシの漁場形成に関係する環境要因
の抽出を行った。東北海域の水塊を自動的に分類する
ソフトウェアを開発・公開するとともに、それを用い
て各水塊の出現率の年変動を求め、親潮フロントの変
動や太平洋規模の海洋変動との整合性を確認した。 
 
・黒潮・フンボルト海流を対象海域として、マイワシ・
カタクチイワシの魚種交替に係る生物学的メカニズ
ムの解明に取り組んだ。黒潮域では、マイワシ・カタ
クチイワシの1個体当たりの産卵量はマイワシの産卵
親魚量と負の相関が見られ、同種間・異種間の密度効
果が見られることがわかった。 
 
・長期漁海況予報については、計画通り公表した。ビ
ンナガ、カツオの来遊量等については、機構から関係
者等に情報提供するとともに、6 月にはカツオ来遊
量・漁場予測を、8 月にはサンマ漁海況予報をプレス

継続時間を漁業者に説明
することが可能となった。
この成果は、漁業者の漁業
活動（漁獲計画、休漁など）
に重要な役割を果たすも
のであり、漁業の活性化に
大きく寄与する成果であ
る。 
 
以上により産業、経済活動
の活性化、高度化に大いに
寄与した。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
 
 



H30 年度－26 
に加え、高精度海洋動
態モデルの出力結果
を活用して、漁期中に
おける月一回程度の
中短期漁海況予報の
発信を実現する。 

長期漁海況予報を作
成し情報を提供する。 
 
・加えて海洋動態モデ
ルを活用し、漁期中に
おいて 1 ヵ月程度先
までの中短期漁況予
報を月１回程度の間
隔で発信するための
技術を開発する。 
 
 
 
 
・漁海況予報の利用状
況を調べ不足してい
る情報を収集し、適
宜、情報発信の方法を
改善する。 
 

リリースした。 
 
 
・さらに、太平洋マサバについては、中短期漁場予測
の試行的な取り組みとして、海洋動態モデルの海況予
測システム(FRA-ROMS)の該当年の5月 水温から同年8
から 10 月の東北沿岸のマサバまき網漁場形成域を予
測・検証するとともに、予測の公開方法を検討した。
マイワシ中短期予報についても、まき網データと水温
の年変動の解析を進めるとともに、定置網漁期につい
ても予測手法の検討を行った。太平洋のスルメイカに
ついては、漁期中に長期および中短期予報を漁期中に
月1回程度の間隔で発信した。 
 
・水試担当者等からの情報収集の結果、漁業者の最大
の関心は大蛇行の終息時期であることから、漁業者へ
の説明材料として、黒潮流軸の最南下緯度を元とした
大蛇行の継続期間に関する情報を水試担当者等に提
供した。また、黒潮大蛇行の水産業に与える影響とし
て、伊豆諸島から西進した暖水波及の影響により沿岸
定置網にカツオが大量入網したこと等が水産関係研
究機関関係者の間で共有され、漁業関係者への説明に
活用された。 
 
〔アウトカム〕 
・水塊構造解析、海況予報のためのモデルの高度化を
進め、水産関係研究機関が実施している定線調査結果
と統合することで海況変動と漁況の関係の解析・知見
の蓄積が進み、漁海況予報の高精度化を推進すること
ができた。 
・成果は研究会等で報告されるとともに、各県におけ
る漁海況情報の説明資料として活用された。 
・2017年秋に発生し、その後も漁場分布を変化させる
など漁海況に大きな影響を与えた黒潮大蛇行につい
て、日本南岸の漁業者、地方自治体に対して現況と動
向の情報提供を継続した。 
・水産資源変動にも大きな影響を与える気候変動と海
洋生態系変動の関係の解析を進め、世界的な重要政策
となっている地球温暖化対策や生物多様性変動対策
に貢献する学術的成果を国際会議や論文で発表して
した。 
・気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の活動に直
接的に関わり、国際的な気候変動の影響対策への取り
組みに貢献した。 
・横浜で開催された北太平洋海洋科学機関（PICES）
の年次総会において、様々な会合で成果発表を行い、
北太平洋の水産海洋学の発展に貢献した。 
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４．その他参考情報 

（諸事情の変化等評価に関連して参考となるような情報について記載） 

 



H30 年度－28 

 

様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第3 
  第 3-2(2)  

研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 
  研究開発業務（重点研究課題２．水産業の健全な発展と安全な水産物の安定供給のための研究開発） 

関連する政策・施策 水産基本計画 
農林水産研究基本計画 

当該事業実施に係る根拠（個
別法条文など） 

国立研究開発法人水産研究・教育機構（平成 11 年法律第 199 号）第 12
条 

当該項目の重要度、難
易度 

重要度：高 難易度：高  関連する研究開発評価、政策
評価・行政事業レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ（※(モ)モニタリング指標） 

①主な参考指標情報（評価対象となる指標） 

 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間最
終年度値等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、 
必要な情報  

技術指導、講習会、普及活動等の実施数(モ)   250回 248回 205回    

各種広報媒体等への掲載数（モ）   243件 192件 246件    

取材・記者レク等
情報提供回数（モ） 

・取材回数 
・ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ 
(うち記者ﾚｸ回数) 

  
468回 
6回 
4回 

461回 
4回 
1回 

397件 
5回 
2回 

   

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ･ﾏﾆｭｱﾙ･指針等への成果の反映数 
（モ） 

  7件 20件 18件    

現地実証試験実施数（モ）   60件 62件 73件    

外部資金の獲得件数、 
金額（モ） 

・件数 
・金額(千円) 

  
138件 

1,249,948千円 
154件 

1,243,427千円 
166件 

1,251,518千円 
   

論文発表件数（モ）   140件 125件 140件   
※他の重点研究課題との重
複分を含む 

共同研究等件数
（モ） 

・国内共同研究 
・国際共同研究 

  
64件 
14件 

73件 
12件 

85件 
12件 

   

公的機関等からの分析、鑑定等依頼数(ﾓ)   109件 146件 159件    

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）  

 

 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

予算額（千円）  11,870,516 11,866,365 11,917,300   

決算額（千円）  9,919,527 10,353,743 10,802,015   

経常費用（千円）  9,990,761 10,357,221 10,984,956   

経常利益（千円）  120,726 ▲75,165 ▲46,835   

行政サービス実施コスト（千円） 9,248,667 9,889,872 10,036,156   

行政コスト（千円）   －   

従事人員数 461 455 477   



 

H30 年度－29 

 
３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸
（評価の視
点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 
２ 研究開発業務 
 
「水産基本計画」に

即し、水産業が直面す
る課題に的確かつ効
率的に対処するため、
研究課題の重点化を
図り、課題の解決に当
たる。 
具体的には、水産資

源を適切に管理する
ために必要な研究開
発、漁業や養殖業の健
全な発達と安全な水
産物の安定供給に関
する研究開発、さら
に、それらの基盤とな
る技術開発、海洋・生
態系モニタリング、次
世代水産業の創成に
係る研究開発等の課
題を、以下に示すよう
な重点研究課題とし
てまとめ、水産業を支
える研究開発等を推
進する。 
（１）水産資源の持続
的な利用のための研
究開発 
（２）水産業の健全な
発展と安全な水産物
の安定供給のための
研究開発 
（３）海洋・生態系モ
ニタリングと次世代
水産業のための基盤
研究 
これらの研究開発

等については、国の施
策、地域・浜ごとの実
態、生産者・消費者の

 
２．研究開発業務 
 
 研究開発業務につ
いては、以下の３つの
重点研究課題のそれ
ぞれを一定の事業の
まとまりとして実施
する。また、３つの重
点研究課題を推進す
る上で、単独では完結
出来ない問題につい
ては、課題横断的に取
り組む。 
なお、本中長期目標

期間末（平成 32 年度
末）までに、各重点研
究課題に策定するロ
ードマップにおける
研究開発の水準を達
成する。 
 
重点研究課題２．水産
業の健全な発展と安
全な水産物の安定供
給のための研究開発 
 
沿岸及び内水面の

環境の悪化や水産資
源の減少、燃油の高
騰、飼料用魚粉の高
騰、漁業者の減少・高
齢化、気候変動問題の
顕在化等、生産現場が
抱える問題に迅速に
対応することが求め
られている。そのた
め、漁場環境や水産資
源の維持回復、養殖技
術の高度化、生産現場
の効率化、低コスト
化、省エネ化のための

 
２．研究開発業務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
重点研究課題２．水産
業の健全な発展と安
全な水産物の安定供
給のための研究開発 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【評価軸１】 
✓成果や取組
が産業、経済
活 動の活性
化、高度化や
社 会的価値
（安全・安心
で心豊かな社
会等）の創出
に寄与するも
のであるか 
 
（評価指標） 
✓沿岸域、内
水面の漁業振
興、漁場保全、
資源造成、漁
港漁場整備等
技術の高度化
に寄与する具
体的な成果 
 
✓安全な水産
物の安定供給
に寄与する具
体的な成果 
 
✓漁船漁業の
持続的な発展
に寄与する具
体的な成果 
 
（モニタリン
グ指標） 
✓技術指導、
講習会、普及
活動等の実施
数 
 
✓各種広報媒
体等への掲載

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
 
 重点研究課題２におい
ては、「研究開発成果の最
大化」に向けての成果が着
実に得られるとともに、滞
りなく業務運営がなされ
たと判断したことから B
評価とした。 
 評定の根拠は以下のと
おり。 
 
評価軸１について 
・イワガキ、アサリの幼生
拡散モデルを活用した増
殖手法を開発したこと、ア
マモ場ではカキ種苗の成
長率が良く生残率も 3 倍
になることを明らかにし、
養殖に適した環境の評価
をする上で重要な知見を
得たこと、干潟において瀬
戸内海の生産性を低下さ
せていると考えられる要
因（食害）の排除などを地
元漁業者などと連携して
進め、和歌浦干潟で 10 年
ぶりにアサリ販売が行わ
れたことなど、水産物の安
定供給に寄与する成果が
得られている。 
・サケについて沿岸域での
初期の成長速度が初期減
耗の回避に重要であるこ
とを明らかにしたこと、九
州西岸でのバイオテレメ
トリー調査によりノトイ
スズミの行動範囲が藻場
の衰退とともに変化する
ことを明らかにしたこと、
トラフグの標識技術とし

評定 ：Ｂ 

＜評定に至った理由＞  
 

本年度における主な業務

実績は、 

 

重点研究課題２． 

〇水産業の健全な発展と

安全な水産物の安定供給

のための研究開発 
 

【評価軸１】 

･イワガキ、アサリの幼生

拡散モデルを活用した増

殖手法を開発したこと、

アマモ場で飼育したカキ

種苗の成長率が良く生残

率も高いことを確認し、

重要な知見を得たこと、

干潟において瀬戸内海の

生産性を低下させている

と考えられる要因（食害）

の排除などを地元漁業者

などと連携して進め、和

歌浦干潟で 10 年ぶりに

アサリ販売が行われたこ

となど、経済活動の活性

化等に寄与しており、水

産物の安定供給に資する

成果が得られている。 

 

・サケについて沿岸域で

の初期の成長速度が初期

減耗の回避に重要である

こと、トラフグの標識技

術として有機酸が有効で



H30 年度－30 
ニーズ等を踏まえ、基
礎から応用、実証・普
及までを一元的に研
究開発を行う我が国
唯一の総合的研究機
関としてのリーダー
シップを発揮しつつ、
国や関係機関と連携
を図り、研究開発成果
を最大限発揮できる
よう取り組む。そのた
めの各重点研究課題
の方針は別紙に掲げ
るとおりとする。な
お、これら３つの重点
研究課題を推進する
上で、単独では完結で
きない問題について
は、課題横断的に取り
組む。 
 

【別紙】研究開発業務
の重点研究課題 
（１）水産資源の持続
的な利用のための研
究開発 
（２）水産業の健全な
発展と安全な水産物
の安定供給のための
研究開発 
（３）海洋・生態系モ
ニタリングと次世代
水産業のための基盤
研究 
 
【重要度：高】【優先
度：高】 
水産業の生産現場

は、生産量・金額が減
少し、漁業就業者の高
齢化・減少等構造的な
問題を抱えており、そ
れらに対応するため
に生産性向上に関す
る研究成果とその実
用化が強く求められ
ているため。 
 

技術の開発など、水産
業を健全に発展させ
るための研究開発を
行う。また、生産物の
安全性の確保や付加
価値を向上させるバ
リューチェーンの構
築や改善等、需要と供
給をつなぐ技術開発
等を進め、水産物の安
全・安心と輸出促進に
資する研究開発を行
う。 
 

（１）沿岸域における
漁場保全と水産資源
の造成のための研究
開発 
 
沿岸域における、藻

場・干潟・サンゴ礁等
を含む漁場環境の変
化の把握と保全・修
復、赤潮プランクトン
等有害生物や有害化
学物質等の影響解明
と漁業被害低減に関
する研究開発を行う。
また、沿岸域の重要資
源については、効果的
な種苗生産・放流技術
や合理的な利用法、生
息環境創出等に関す
る研究開発を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）沿岸域における
漁場保全と水産資源
の造成のための研究
開発 
 
・増殖技術について、
幼生拡散モデルを導
入したイワガキ・アサ
リ増殖技術の有効性
確認 
 
 
・二枚貝類が生息する
海域の生物生産力を
有効利用する手法の
調査 
 
・新たな種苗標識有効
性のトラフグによる
検証、 
 
・ホシガレイ、キジハ
タの種苗放流量・場所
が成長・食性に及ぼす
影響の調査 
 
 
 
 
・閉鎖循環飼育法を用
いたホシガレイ種苗
生産のコスト評価 
 
 

数及び取材・
記者レク等情
報提供回数 
 
【評価軸２】 
✓研究や事業
の成果等が国
の方針や社会
のニーズと適
合しているか 
 
（評価指標） 
✓研究開発成
果が国等の施
策に寄与した
具体的な事例 
 
✓水産資源保
護 法に基づ
く、さけます
の個体群維持
のためのふ化
放流実績 
 
（モニタリン
グ指標） 
✓ガイドライ
ン・マニュア
ル・指針等へ
の成果の反映
数 
 
✓現地実証試
験実施数 
 
【評価軸３】 
✓成果や取組
が国又はアカ
デミアにおけ
る研究の実用
化又は進展に
つながるもの
となっている
か 
 
（評価指標） 
✓知的財産創
出の質的状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（１）沿岸域における漁場保全と水産資源の造成のための

研究開発 
 
 
 
・イワガキでは、幼生拡散モデルの結果から、舞鶴湾周辺
海域での幼生到達地点（採苗場）候補の特定できた。アサ
リでは、広島県松永湾の湾奥部の母貝集団が重要であるこ
とが幼生拡散モデルで推定され、地元漁協と連携した調査
を行い、保護網が母貝の生残率向上と成熟促進に有効であ
ることを確認した。 
 
・アマモ場を利用したカキ種苗成育実験では、アマモ場で
飼育した実験区で有意に種苗の成長率が良く、生残率もア
マモ場が無い海域の3倍良いことが確認できた。 
 
 
・トラフグの標識技術では食品添加物の有機酸と増粘剤で
体表を標識する手法により、愛媛県等が種苗放流した個体
の再捕が確認された。 
 
・宮古湾奥部のアマモ場・干潟域で天然魚類の成長・食性
調査を実施した結果、ホシガレイの人工種苗と競合する天
然魚類の摂餌状況及び成長に、ホシガレイ大量放流の影響
は認められなかった。キジハタは放流後，速やかに魚礁内
に滞留するのに対し、魚礁を設置していない海域では直ち
に逸散すること、再捕された個体は同海域に生息する天然
魚と同程度に成長することを確認した。 
 

・ヒラメ・ホシガレイの閉鎖循環飼育及びウイルス性疾病
対策に関する調査を実施した。寒冷地閉鎖循環飼育に適し
たろ過細菌相の把握とその培養技術の開発により海水利
用及び加温に掛かるコストの削減が見込まれ、30％の経費

て有機酸が有効であるこ
と、放流したキジハタの魚
礁の利用・成長について明
らかにしたこと、さらにタ
イラギにおいてレチノイ
ン酸処理による人工受精
に成功するなど、沿岸域の
漁場保全、資源造成の高度
化に寄与する成果が得ら
れている。 
・コクチバスの大型個体が
冬季に水深 3m 以深の緩流
域（淵）に蝟集することを
明らかにしたこと、カワウ
対策として、ドローンの汎
用機を用いてドライアイ
スをカワウの巣に投入す
る装置を開発したほか、ド
ローンの自立飛行機能を
用いた追い払い等のマニ
ュアルを作成したことな
ど、外来種、害鳥対策にお
ける知見が得られたこと
は、内水面の漁業振興の高
度化に寄与する成果であ
る。 
・有害赤潮プランクトンで
あるシャットネラの活性
酸素レベルを調べること
によって、赤潮の魚毒性動
態の推定・予測が期待でき
る成果が得られたこと、下
痢性貝毒認証標準物質の
開発がホタテガイの水揚
げ額の増加等に貢献した
こと、さらに、麻痺性貝毒
簡易測定キット市販品の
開発やブリの褐変防止技
術など、安全な水産物の安
定供給に寄与する大きな
成果を得ている。 
・マダコの種苗生産技術を
進展させたこと、ホシガレ
イの閉鎖式循環飼育にお
けるコスト削減技術を開
発したこと、育種分野で
は、ハダムシ抵抗性家系ブ
リの養殖適性の提示した

あること、さらに、放流

したキジハタの魚礁の利

用・成長について、明ら

かにしたことなど、沿岸

域の漁場保全、資源造成

の高度化に寄与する成果

を得ている。 

 

･カワウ対策として、ドロ

ーンの汎用機を用いてド

ライアイスをカワウの巣

に投入する装置を開発等

したことなど、内水面の

漁業振興の高度化に寄与

する成果を得ている。 

 
・有害赤潮プランクトン
であるシャットネラの活
性酸素レベルが魚毒性と
関係し、赤潮の魚毒性動
態の推定・予測が期待で
きる成果が得られたこ
と、また、ブリの褐変防
止技術の向上など、安全
な水産物の安定供給に寄
与する大きな成果を得て
いる。 

 
・マダコ幼生時のエサに
ついて飼育密度の有効性
を確認するなど種苗生産
技術を進展させたこと、
ホシガレイの閉鎖式循環
飼育におけるコスト削減
技術を開発したこと、育
種分野では、ハダムシ抵
抗性家系ブリの養殖適性
を提示したこと、ヒラメ
においてレンサ球菌症抵
抗性家系がレンサ球菌と
エドワジエラ菌双方に対
する抵抗性が観察された
こと、ニジマス親魚用低
魚粉飼料を与えて養成し
た選抜 F1 ニジマスより



 

H30 年度－31 

【難易度：高】 
水産業の健全な発

展を図るために、仔稚
魚期の生態解明が不
十分なニホンウナギ
の人工種苗の量産技
術開発を目指すなど、
チャレンジングなテ
ーマに取り組み、新た
な革新的技術を開発
し社会実装を行う必
要があるため。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
・クルマエビの集団構
造把握 
 
 
 
 
・サンゴ礁と重要魚種
に密接な関係を持つ
生物群集調査等を実
施する。 
 
・また、人工漁礁や増
殖礁について、周辺で
の生物相や食物網の
変化を解析するとと
もに、有効性を評価す
る手法を改良する。 
 
・環境と水産資源の関
係について、水温等の
環境変化がコンブ、イ
ワガキ、アナゴの資源
生態に及ぼす影響の
調査及び飼育実験に
よる検証 
 
 
 
 
 
 
・藻場に対する植食動
物の捕食圧評価 
 
 
 
 
 
 
 
・干潟・内湾の低次生
産生物に影響を与え
る環境因子の抽出、ア
サリ、タイラギの資源

 
✓ロードマッ
プの進捗状況
（各年度の目
標値の達成率
100％以上） 
 
（モニタリン
グ指標） 
✓外部資金の
獲得件数、金
額 
 
✓論文発表件
数 
 
✓共同研究等
件数 
 
✓公的機関等
からの分析、
鑑定等依頼数 
 
 

削減が可能となる見込みを得た。エゾアワビの親貝養成に
閉鎖循環飼育を導入し、従来よりも加温コストを削減でき
ることを確認した。また、従来法と同等の受精率と採卵数
が得られることを確認した。 
 
・瀬戸内海周辺におけるクルマエビの着底稚エビは主に8
月以降に出現し、豊後水道以外では着底期の短縮化と着底
開始の遅延が認められた。稚エビの血縁度調査ではDNA分
析の結果、遺伝的差異は認められないことを確認した。 
 
・石西礁湖のサンゴ礁域における主要魚種の分布特性を調
査し、ブダイ類について正準対応分析を行なった結果、そ
れぞれの種が独特の分布特性を持ち、種によってサンゴ類
への依存度が違うこと等が明らかにした。 
 
・投石礁周辺での底生生物の密度、体サイズ等に関する調
査データの解析を行った結果、投石礁周辺においてイセエ
ビの捕食によりウニの生息密度が減少し、海藻の被度が増
加するなどの投石の有効性を確認した。 
 
 
 
・天然コンブ生育の違いから北海道東岸の漁場を分類し、
GISを用いて、その環境特性を景観スケールで把握した。
イワガキ稚貝と食害生物（レイシガイ）の共存飼育の影響
に関する室内実験を行った結果、レイシガイと共存した場
合、イワガキの成長は対象区に比べて劣り、軟体部組織の
増大や雌化する傾向が明らかになった。また、殻の密度や
厚みが増大する傾向も認められたが、レイシガイによる食
害を防ぐ為には十分な厚みではないことが示唆された。東
東京湾における 2004 年までのマアナゴ漁獲量と前年の東
京湾湾口部の冬季水温は逆相関の関係性があるが、2005
年以降は同関係が見られず、湾内における生産力の低下が
マアナゴの成長・生残に影響していることが示唆された。 
 
・藻場では、三浦半島でカジメ消失後にアワビ等が大きく
減少し、微細藻類を食べるウラウズガイが増加しているこ
と、瀬戸内海のアマモ場が餌料供給によって水産生物育成
に重要な役割を持ち造成・天然のいずれも高い生物生産力
を有すること、九州西岸でノトイスズミの行動範囲が藻場
の衰退とともに変化したことなどを把握した。五島市にお
いて、高齢者に優しい駆除装置として、魚養殖いけすを改
良した植食魚トラップを開発した。 
 
・干潟では、瀬戸内海の生産性を低下させていると考えら
れる要因として、魚類やナルトビエイ、肉食性貝類等によ
るアサリへの食害を抽出し、保護網を掛けることによる排
除などを地元漁業者などと連携して進めた。 

こと、ヒラメにおいてレン
サ球菌症抵抗性家系がレ
ンサ球菌とエドワジエラ
菌双方に対する抵抗性が
観察されたこと、ニジマス
親魚用低魚粉飼料を与え
て養成した選抜 F1 ニジマ
スより F2 を得たことな
ど、養殖分野における安定
生産の高度化に寄与する
成果が得られている。 
・まき網漁船における漁船
員の動線を明らかにし遠
隔操作の導入及び作業分
担の見直しで 2 名程度の
省人化の可能性を示した
こと、漁業用軽労化支援ス
ーツについて、漁業者に試
着してもらうことによる
実用性や問題点に関する
情報収集、定置網漁業をモ
デルとした効率的な漁獲
手法の提案、省エネ対策と
して活餌飼育艙への閉鎖
循環システムの導入の検
討、遠洋かつお一本釣りに
おける自動釣り機につい
て民間企業により実証機
を作製した実証試験、まき
網漁業におけるシミュレ
ーションモデルによる不
合理漁獲へ対応する漁具
の開発など、漁船漁業の持
続的な発展に寄与する成
果を得ている。 
・漁場施設の設計につい
て、波の不規則性と非対称
性を考慮できる流体力の
新算定式を構築すること
によって沈設魚礁の安定
性の評価法が高度化され、
台風などの高波浪による
被災防止につながること
が期待されるなど、漁港・
漁場整備等の高度化に寄
与する成果を得ている。 
・漁場の保護管理や増殖技
術に関して、県、漁協、民

F2を得たことなど、養殖
分野における安定生産の
高度化に寄与する成果が
得られている。 
 
・まき網漁船の船体動揺
に関するデータを解析
し、安全性確保技術であ
る転覆警報装置を開発し
て実用化に必要な知見を
得たこと、まき網漁船の
船員の動線を明らかに
し、網まき作業にかかる
操作レバー最適化により
２名程度の省人化の可能
性を示したこと、漁業用
軽労化支援スーツについ
て、漁業者に試着しても
らうことによる実用性等
にかかる情報収集を行っ
たこと、定置網漁業をモ
デルとした効率的な漁獲
手法を明らかにしたこ
と、また、遠洋かつお釣
漁業における電動自動釣
機の実証試験による釣獲
性能の向上を確認したこ
と、まき網漁業における
シミュレーションモデル
による不合理漁獲へ対応
する漁具を開発したこと
など、漁船漁業の持続的
な発展に寄与する成果を
得ている。 
 

 

【評価軸２】 
・ニホンウナギについて
は、ロンドン、ジュネー
ブで開かれたワークショ
ップに専門家として参加
し、これまで得られた資
源や生態関係の知見につ
いて発表している。 
 
・大型クラゲのモニタリ
ング調査及び出現予測を
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変動に関与する環境
因子の推定を行う。 
 
 
 
 
 
・有害生物の被害等に
ついて、大型クラゲ、
赤潮、貝毒原因種のモ
ニタリング調査を継
続し、赤潮及び貝毒原
因種の生理特性を把
握し、動態に影響する
環境因子を絞り込む。 
 
 
 
 
・化学物質の海産甲殻
類を用いた慢性毒性
試験法を確立し、貝類
を用いた新規毒性試
験法の検討を開始す
るとともに、 
 
 
 
・動植物の複合利用に
よる底質浄化手法の
現場実験を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

内湾では、瀬戸内海で海洋環境と低次生産の空間分布と季
節変動を把握して両者の関係を解析し、有明海湾奥で貧酸
素水塊や浮泥輸送に影響する底層流の形成要因を解析し
た。その結果、長期減少しているタイラギとアサリの長期
減少に、貧酸素、濁り、餌料密度が影響している可能性を
確認した。 
 
・大型クラゲのモニタリング調査及び出現予測を実施し、
有害生物漁業被害防止総合対策基金により実施する大型
クラゲ関連事業に反映させた。カレニア赤潮の発生した宇
和島湾、シャットネラ赤潮の発生した八代海で緊急調査を
実施した。シャットネラ赤潮の活性酸素レベルが魚毒性と
関係しており、マダイの飼育液や光の強さで活性が上がる
ことを明らかにした。瀬戸内海東部海域では貝毒原因種で
あるアレキサンドリウム属のシスト調査を実施するとと
もに、春季に大規模発生したアレキサンドリウム・タマレ
ンセの分布拡大要因を解析し、流れによる物理的な輸送が
関与していたことが示唆された。 
 
・シオダマリミジンコ幼生の変態速度等を指標とし、慢性
毒性試験法をほぼ確立した。カキ幼生の変態異常、着底成
功率等を指標とする毒性試験法について、毒性物質（シー
ナイン）の濃度に対する感度を検討し、変態異常の方が高
感度指標であることを示す結果を得た。瀬戸内海東部およ
び中央部海域、35 地点より海水をサンプリングし、人為
活動由来の化学物質の濃度を分析した。 
 
 

・底質浄化法の現場実証試験については、試験開始から1
年後の底質サンプリングを実施した結果、ゴカイ等の底生
動物及び付着珪藻の繁茂によって、硫化物含量の低下、多
環芳香族炭水素類による汚染の抑制及び化学物質分解菌
の増加が認められ、本手法の有効性が実証された。 
 
〔アウトカム〕 
・有機酸によるトラフグ標識は簡易で安全安価であり、瀬
戸内海・東京湾等で数万尾単位での放流調査に利用されて
いる。 
・寒冷地におけるエゾアワビの閉鎖循環飼育に関するろ材
の実証試験を開始した。 
・ヒラメのアクアレオウイルス症対策の技術講習会を開催
するとともに、技術指導を岩手県で実施・継続中である。 
・マアナゴに関して東京湾の漁業者を対象に資源生態に及
ぼす影響の調査及び実験による検証についての取り組み
を説明し、内湾漁業の持続的発展について意見交換を実施
した。 
・イスズミの駆除を対象として開発された植食魚トラップ
は、壱岐市における駆除対策として予算化の検討材料とな

間団体等への技術指導、講
習会、普及活動等を多数実
施した。 
以上、産業、経済活動の

活性化、高度化や社会的価
値（安全・安心で心豊かな
社会等）の創出に寄与する
成果が十分得られている。 
 
評価軸２について 
・ニホンウナギについて
は、2019 年 5 月の開催予
定の CITES 締結国会議に
向けて付属書掲載提案が
行われる可能性がある中
で、ロンドン、ジュネーブ
や東京で開かれワークシ
ョップに参加し、これまで
得られた資源や生態関係
の知見について発表した。
ワシントン条約事務局は、
19 年 1 月の付属書への掲
載提案を見送った。 
・大型クラゲのモニタリン
グ調査及び出現予測を実
施し、大型クラゲ関連事業
に反映させた。また、第
15 回日中韓大型クラゲ国
際ワークショップを主催
し中国・韓国の出現状況、
研究進展状況等を共有し、
日中韓の協力体制を強化
した。 
・さけ・ます類について、
水産庁が実施する協議会
や国際対応（NPAFC及び日
ロ交渉）に情報提供し、国
の施策（水産行政、条約実
行、対外交渉）に大いに貢
献した。 
・OIEリファレンスラボラ
トリー活動を適切に実施
し、国の施策に沿った国際
貢献を行った。 
・国際海事機関(IMO)の第
6回船舶設計建造小委員会
へ提出された日本からの
提案文書に貢献した。 

実施し、大型クラゲ関連
事業に反映させている。 
 
・さけ・ます類について、
水産庁が実施する協議会
や国際対応（NPAFC 及び
日ロ交渉）に情報提供し、
国の施策（水産行政、条
約実行、対外交渉）に貢
献している。 
 
・OIE リファレンスラボ
ラトリー活動を適切に実
施し、国際的な魚類防疫
貢献している。 
 

･水産資源保護法に基づ

く、さけ・ます類のふ化

放流を確実に実施してい

る。また、民間への技術

普及びモニタリングが着

実に行われている。 
 
以上のように、研究や

事業の成果等は国の方針
や社会のニーズと適合し
ている。 

 

 

【評価軸３】 

・魚病関係で1件の特許

公開、スジアラでは4件

の商標登録を行ってお

り、研究の実用化が期待

される。 

 

・研究の進捗状況はロー

ドマップにより管理が行

われており、30年度の達

成率は 100％以上と認め

られる。 

 

等、中長期目標に照らし、

「研究開発成果の最大



 

H30 年度－33 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）内水面漁業の振
興とさけます資源の
維持・管理のための研
究開発 
 
内水面の水産資源

を持続的に利用する
ため、環境の保全・修
復、外来魚対策、資源
変動要因の解明や放
流技術の高度化に関
する研究開発を行う。
特に、ニホンウナギに
ついて、シラスウナギ
の来遊量変動要因を
解明するとともに、資
源管理のための技術
を開発する。また、さ
けます資源の個体群
維持のためのふ化放
流と気候変動や環境
変化の影響を考慮し
た資源の維持・管理の
ための研究開発等を
一体的に実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）内水面漁業の振
興とさけます資源の
維持・管理のための研
究開発 
 
・ニホンウナギについ
て、各国漁獲量解析に
より資源動向を把握
するとともに標本収
集と分析を行い、近縁
他種の動態把握と比
較検討を通じて、資源
変動要因を抽出する。 
 
 
 
 
・湖沼河川の重要種に
ついて、環境変化が資
源動態、生理・生態特
性に与える影響の把
握 
 
 
 
 
 
 
 
・アユの早期産卵群の
生育場所調査 
 
 
 
・河川・水路系におけ
るコイ科、外来種の生
活史のパターンの把
握を行う。 

った。 
・地元漁業者などと連携し、抽出した生産性低下要因の排
除を進めたことで、和歌浦干潟で 10 年ぶりにアサリ販売
が行われた。 
・有害生物について、大型クラゲや赤潮のモニタリング情
報の迅速な発信を行った。 
・各種研究会や講演等を通じて都道府県の試験場、種苗生
産機関や漁協、漁業者への普及が行われた。 
 
 
（２）内水面漁業の振興とさけます資源の維持・管理のた
めの研究開発 
 
 
 
・日本沿岸へのシラスウナギの来遊動向は、黒潮流速との
間に正の相関が認められた。一方、日本及び台湾の黄ウナ
ギの漁獲量データを、多変量時系列モデルを用いて資源動
向解析を行ったところ、負の相関が認められた。河口内湾
域のニホンウナギ標本を採集して耳石分析を行い、雄が河
口域を中心に分布するのに対し、雌は河口域から離れるほ
ど高い割合で分布することが示された。近縁種のマアナ
ゴ、オオウナギとの比較により、ニホンウナギ仔魚の産卵
場からの回遊に影響する環境指標として、南方振動指数、
北赤道海流の位置・強度の指標、中規模渦の活性を抽出し
た。 
 
・湖沼河川重要種について、2011 年の原発事故による採
捕規制以降、中禅寺湖のヒメマス資源量は大きく増減し、
近年は2年周期が見られる。ヒメマスの多くは満2歳で成
熟・死亡するため、湖内での餌を巡る種内の世代間競合が
資源変動の一つの要因と考えられた。アユの濁りに対する
応答は、孵化後の日数によって異なるほか、継代養殖個体
は天然個体よりも鋭く反応し、ストレスに弱い可能性が示
唆された。濁りの試験に使用したカオリンの濃度500mg/L
まではアユの生残率や成長率、肥満度に影響をもたらさ
ず、鰓のラメラ構造も物理的な損傷を受けにくいことが分
かった。 
 

・アユの早期遡上群及び早期産卵群の生育場所調査を行っ
た結果、早期に最上流部まで遡上する個体は少なく、時期
を追うごとに上流域に至る個体が増えることが示唆され
た。 
 

・コイ科魚類(ウグイ、オイカワ、モツゴ)の成長パターン
を調査し、春繁殖で、餌が最も多いブルーム期に成長する
種だけでなく、遅れて比較的餌の少ない時期に繁殖する種
もまた適応的であることを理想自由分布理論に基づき示

・さけ・ます類の個体群維
持のためのふ化及び放流、
技術普及、モニタリングに
ついては、水産資源保護法
に基づき着実に実施した。 
以上のように、研究や事

業の成果等は国の方針や
社会のニーズと適合して
いる。 
 
評価軸３について 
・魚病関係で1件の特許公
開、スジアラでは4件の商
標登録（内３件は国際商
標）を行った。 
・麻痺性貝毒の簡易分析キ
ットは 2 月から市販を開
始しており、既に関係府県
からの購入注文があるな
ど、成果の実用化に至って
いる。 
・イスズミの駆除を対象と
して開発された植食魚ト
ラップは、壱岐市が駆除対
策として予算化を検討し
ている。 
・得られた成果について、
報告書や学術論文の公表、
シンポジウムや学会等で
の発表を積極的に行い、国
及びアカデミアの研究の
進展をリードする大きな
役割を果たした。 
・ロードマップの進捗は、
目標の100％以上を達成し
た。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 

化」に向けた取組が積極

的に行われている。 

各種の技術開発等の多数

の研究成果を創出し、そ

れらの成果の実用化への

取組を強化しており、将

来的な成果の創出の期待

等が認められ、着実な業

務運営がなされているこ

とから、「Ｂ」とした。 

 

 
＜今後の課題＞  
特になし 
 
 
 ＜その他事項＞  
（審議会の意見） 
・主な業務実績等によれ
ば，年度計画に記されて
いる研究開発業務のすべ
ての項目が実施されてい
ることから，自己評価及
び大臣による評価の「Ｂ」
は妥当。 
 
・主要魚種についての技
術開発研究、漁具漁法開
発及び病理学、代謝機能
有害物質の研究を通じて
水産物の安定供給の確保
に引き続き活動としてお
り、評価「Ｂ」は妥当。 
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・カワウ対策としての
ドローンによる繁殖
抑制手法等について
検討し、対策マニュア
ルを作成する。 
 
・また、内水面漁協組
合員の減少軽減策を
検討し、内水面の遊漁
振興策の検討に着手
する。 
 
 
 
 
・サケについて、卵・
仔魚期の減耗に関与
する生物環境要因の
探索、成長変動の初期
生残に関する分析、そ
の他の資源変動要因
の抽出、シミュレーシ
ョンによる放流様式
改良策の検討を行う。 
 
 
 
 
 
・サケ、カラフトマス、
サクラマス等の野生
魚と放流魚について、
生物特性データの収
集、漁業資源への寄与
の実態把握調査、広域
的な遺伝的特性の評
価を行う。 
 
 
 
・カラフトマスの実証
放流試験を継続する
とともに当該年度の
降河状況と回帰実態

した。那珂川中流域において、外来種のコクチバスの大型
個体が冬季に水深 3m 以深の緩流域(淵)に集まることを明
らかにした。 
 

・カワウ対策として、ドローンの汎用機を用いてドライア
イスをカワウの巣に投入して、卵のふ化を阻害する装置を
開発したほか、ドローンの自立飛行機能を用いた追い払い
等のマニュアルを作成した。 
 
 

・内水面漁協組合員の減少軽減策として、地元以外からの
准組合員の呼び込み、一般市民向けに幼時から内水面に関
わる機会を提供する試みが有効である。また、魅力的漁場
の維持・増進のためには、補助事業等の活用やボランティ
アの呼び込みが考えられた。遊漁者増の方法として、すで
に各地の漁協で実施されている方法に関する情報を収集
するとともに、新規振興策として、子供の遊漁料無料化な
どの案をリスト化して整理した。 
 
・サケの卵・仔魚期の減耗に関与する生物環境要因として
ミズカビ症原因菌を同定し、卵期の発生状況および受精卵
への細菌感染の確認、水腫症発症仔魚の組織学的観察を行
った。沿岸域で採集したサケ稚魚の初期成長の比較から、
初期の成長速度が初期減耗の回避に重要であることが示
唆された。また、本州太平洋域では、サケ稚魚の沿岸生活
期である3月下旬から5月末の最低・最高水温の差と、そ
れらの 4 年魚としての河川回帰率の間に負の相関が見ら
れ、近年の稚魚期の沿岸水温の差が大きいために減耗が大
きくなっている可能性が示された。石狩川のサケを対象
に、飼育開始から放流までの種苗生産のシミュレーション
を行い、シミュレーション結果と実際の放流実績から期待
された河川回帰数を比較検討した。 
 

・水流を受容する感丘数をサクラマスの野生魚・放流魚・
継代飼育魚で比較した結果、継代飼育魚で明らかに少ない
ことを確認した。釧路川支流で河川捕獲したサケに占める
野生魚の割合が、捕獲場が下流側に移った 2011 年以降増
加していることを明らかにするとともに、カラフトマスの
漁獲量動態の分析によって野生魚の漁業資源への貢献を
確認した。サケの野生集団と放流集団の遺伝的特性を比較
し、遺伝的多様性は同等もしくは野生集団の方がやや高い
こと、両者の間で遺伝的分化が生じていることが示され
た。 
 
・カラフトマスの実証放流試験を継続し、今年度は、2017
年 9 月と 10 月に採卵した 2群の降河状況や親魚回帰実態
を把握した。その結果、2017 年級の沿岸滞泳期の水温環
境に問題は無く、2015 年級の回帰状況は前期群で他河川
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を把握する。 
 
 
・サケのALC標識を施
した発眼卵放流と稚
魚の健苗性評価を継
続する。 
 
・サケ、カラフトマス
の放流実態と海洋環
境に関する情報を収
集する。個体群維持の
ためのふ化及び放流、
技術普及、モニタリン
グ調査等を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

への迷入が多い傾向が見られた。 
 
 
・富山県庄川でALC標識を施したサケの発眼卵放流を行っ
た。健苗性の指標として浮上魚期での干出耐性を試験した
ところ、稚魚放流群と差がない可能性が示唆された。 
 
 
・サケとカラフトマスの放流実態と海洋環境に関する情報
を北海道の地区増殖団体および気象庁から収集し、報告書
を北海道さけます増殖事業協会に提出した。さけ・ます類
の個体群維持のため、水産資源保護法に基づいて、サケ1
億2千9百万尾、カラフトマス720万尾、サクラマス270
万尾、ベニザケ 15 万尾の放流を実施した。加えて、民間
ふ化場への技術普及並びにモニタリングを実施した。 
 
〔アウトカム〕 
・ニホンウナギについては、2019年 5月開催予定のCITES
締結国会議に向けて付属書掲載提案が行われる可能性が
あった中、水産庁からの依頼のもとロンドンやジュネーブ
で開かれた国際ワークショップに専門家として協議に参
加し、関係国間の連携推進につなげた。東アジア鰻学会
(East Asia Eel Society)での講演内容や、2017-2018年シ
ラスウナギ漁の不漁要因に関する情報を、水産庁に提供し
た。この情報は養鰻業界等への説明に活用された。 
・地方自治体・漁連に対して内水面漁業・アユ放流に関す
る講演会を行い、効果的な放流方法の普及に努めた。 
・都道府県や漁連、漁協、遊漁者団体から依頼された講習
会において、漁協の経営改善、遊漁振興、外来魚対策、カ
ワウ対策に関する講演を複数回行った。 
・さけ・ます類について、水産庁が実施する協議会や国際
対応（NPAFC 及び日ロ交渉）へ情報提供を行い、国内・国
際資源管理に貢献した。 
・富山県においてサクラマスALC標識の施標方法や適切な
発眼卵放流の方法の指導、洗卵試験等防疫に関する講習を
実施した。 
・水産資源保護法に基づくさけ・ます類の個体群維持のた
めのふ化放流として放流計画に則り種卵の確保を行い、さ
け・ます資源の安定供給に寄与した。 
・民間ふ化場への技術普及と講習会を実施し、ふ化放流技
術の向上に貢献した。 
・さけ・ます類の各種モニタリング調査及び道県の協力を
得て取得した河川捕獲、沿岸漁獲、年齢組成データ、回帰
率等を機構ホームページにて公表し、一般・研究者向けに
情報提供した。 
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（３）養殖業の発展の
ための研究開発 
 
持続的な養殖業の

発展のため、クロマグ
ロやニホンウナギに
ついて人工種苗の量
産技術の開発を行い、
天然種苗への依存を
軽減し人工種苗との
バランスを図る。ま
た、高温耐性ノリやハ
ダムシ耐性ブリ等養
殖生産に有利な優良
形質を持つ家系を作
出するとともに、養殖
対象となる水産生物
の病害の防除技術、飼
養技術、養殖環境管理
技術、生産コスト低減
技術等、養殖経営の安
定化、高収益化のため
の技術を開発する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（３）養殖業の発展の
ための研究開発 
 

・クロマグロについ
て、継代親魚の繁殖特
性の解明、海上飼育初
期の人工種苗の主減
耗要因の抽出を継続
する。 
 
 
・ニホンウナギについ
て、サメ卵代替飼料、
高生産性量産水槽の
改良を進め、好適な水
槽内環境を明らかに
する。 
 
 
 
 
 
・また、実証機関にお
いて採卵・ふ化管理、
人工シラス養殖試験
を行い、技術普及上の
問題点を抽出する。 
 
・育種分野では、ブリ
について、ハダムシ抵
抗性家系由来F2（継代
した2代目）の養殖適
性評価及び抵抗性遺
伝子座領域保存個体
の選抜と保有、3 倍体
の養殖特性の確認を
行う。 
 
・ヒラメについて、レ
ンサ球菌症抵抗性家
系と市販種苗の後代
の種苗生産を再度試
みる。 
 
・ニジマスについて、
親魚用超低魚粉飼料
で養成した親魚から
F2を得る。遺伝子編集

（３）養殖業の発展のための研究開発 
 
 
・クロマグロについて、天然種苗由来と同様、継代飼育さ
れた雌は3歳で初回成熟をむかえた。人工種苗由来の雌の
成熟率は7割程度であり、天然種苗由来魚と比較して高か
った。一般化線形モデル(glm)を用いて、海上飼育初期(飼
育開始後７日)における人工種苗の生残率に及ぼす主要減
耗要因を解析し、腹脊椎骨の角度、生簀網の容積と汚れ、
クロロフィル濃度並びに降水量が抽出された。 
 
・ニホンウナギのサメ卵代替飼料において、低脂質飼料は
変態完了時のシラスウナギの全長が短くなり、乳タンパク
質を除いた飼料では変態期の奇形発生が低減することが
示唆された。新規高生産性水槽で初期仔魚（60日齢まで）
を飼育したところ、従来の大型水槽より良好で小型水槽と
同程度の成長を示し、生残性も良好であった。半海水飼育
には、初期飼育時の成長と卵質が悪い場合の初期生残を向
上させる効果が認められた。レプトケファルスの疾病病原
菌であるビブリオ・ハーベイの至適増殖条件、薬剤感受性
等の性状を明らかにした。 
 
・愛知水試、宮崎水試へ親魚養成技術を移転し、大量の採
卵とふ化仔魚の確保に成功した。鹿児島県水産技術開発セ
ンターにおける人工生産シラスウナギと天然シラスウナ
ギによる養殖試験では、両者で体型が異なることが判明し
た。 
 
・育種分野では、ハダムシ抵抗性家系ブリは生残、成長も
良好で、ハダムシ寄生数についても家系によっては天然魚
の半分程度の寄生数であったことから、ブリ養殖にも利用
できる適性を有していることが示唆された。ハダムシ抵抗
性に関する遺伝子座が保存されたブリＦ2 を 162 尾作出･
保有した。3 歳の 3 倍体ブリは、2 歳の成熟時期と同様に
卵母細胞を形成しない不妊であることが確認された。 
 
 
 
・ヒラメにおけるレンサ球菌症抵抗性家系の親魚候補とは
別の抵抗性候補群（市販×抵抗性クローン）を用いて小規
模交配を実施し、稚魚（約 30mm、正常率 93.5%、白化率
6.5%）を約1,000尾作出した。抵抗性評価試験を実施し、
エドワジエラ菌に対し抵抗性を持つことが示唆された。 
 
・ニジマス親魚用低魚粉飼料を与えて養成した選抜 F1 ニ
ジマスよりF2を得た。マダイを用いた不妊化に係るdead 
end遺伝子のアンチセンスモルフォリノオリゴ処理では、
孵化後日齢 50 日において生殖細胞数が減少していること
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等を用いた海産養殖
魚の不妊化のための
研究を実施する。 
 
・魚病分野では、サケ
のレッドマウス病に
ついて、国内分離菌株
の性状及び主要養殖
対象種に対する病原
性の調査を継続する。 
 
 
 
・ヒラメのアクアレオ
ウイルス感染症につ
いて、卵消毒の有効性
を調査するとともに、
天然魚からの感染経
路を調査する。 
 
・増殖種苗等の病原体
のモニタリングを実
施する。 
 
 
 
 
・ブリ類の細菌性溶血
性黄疸について、ワク
チンへの抗原性増強
剤の添加効果を明ら
かにする。 
 
・既存の報告を基に原
生生物等のPCRによる
診断法をまとめ公表
する。マダイイリドウ
イルス病及びコイヘ
ルペスウイルス病の
OIE（国際獣疫事務局）
リファレンスラボラ
トリー活動を行う。 
 
・飼餌料分野では、低
魚粉飼料がブリ稚魚
の消化生理に及ぼす
影響および栄養代謝
機能に関して検討す

を確認した。 
 
 
 
・レッドマウス病について、国内分離菌株の血清学的諸性
状を調べたところ、シロザケ稚魚から分離した菌株の血清
型及び遺伝型は初発株と同じであったが、その他の菌株は
初発株と異なり複数のタイプがあった。レッドマウス菌株
のシロザケへの感染試験では、初発株と同じ血清型・遺伝
型のシロザケ稚魚由来株で病原性が認められたが、その他
の菌株では病原性が認められなかった。アマゴには、強毒
株を含めた全ての菌株の病原性は認められなかった。 
 
・ヒラメのアクアレオウイルス症について、電解海水によ
る卵消毒が本症の防除に有効であった。天然ヒラメからウ
イルスが分離されたため、親魚候補の天然ヒラメが種苗生
産場の感染源になるものと推察された。 
 
 
 
・増殖種苗等の病原体のモニタリングでは、アカアマダイ
親魚（♂）5個体中1個体からウイルス性神経壊死症原因
ウイルス（NNV）が検出され、さけます類遡上親魚のサク
ラマス、カラフトマス、ベニザケの体腔液の内、1河川の
サクラマス(4 個体)からサケ科魚類のヘルペスウイルス
(OMV)が検出された。 
 

・ブリ類の細菌性溶血性黄疸症について、抗原性増強剤4
種類をそれぞれ添加したホルマリン不活化試作ワクチン
を作製した。ブリに接種したところ、４種類の抗原性増強
剤は、いずれも抗体価を有意に上昇させたが、感染防御効
果の増強は認められなかった。 
 
・原生生物と粘液胞子虫のPCRによる診断法をまとめ、増
養殖研究所ホームページに掲載・公表した。OIEリファレ
ンスラボラトリー活動として、マダイイリドウイルス
(RSIV)病については海外へのサンプル配付を行い、コイヘ
ルペスウイルス病(KHV病)については、国内分離株3株を
EUリファレンスラボラトリーへ分与した。 
 
 
 
 
・低魚粉飼料に腸管変性抑制に効果が報告されているレシ
チン及びリジンとメチオニンを添加してブリ幼魚の飼育
試験を行った結果、対照区に比べて成長が劣ったが、アミ
ノ酸添加により成長やタンパク質保留率などが改善する
傾向が見られた。マダイ幼魚の腸管では、キモトリプシン
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（４）漁船漁業の安全
性確保と持続的な発
展のための研究開発 
 
漁船漁業の安全性

る。マダイの消化管に
おけるキモトリプシ
ンの活性存在箇所を
同定する。 
 
・養殖技術高度化、新
規対象種開発として、
二枚貝類と藻類の生
残・成長に及ぼす養殖
場の影響を試験する。 
 
・マダコ幼生の飼育の
効率化のための餌料
とその給餌方法を検
討する。 
 
 
 
 
・スジアラの成長段階
ごとの適正な給餌方
法、タイラギの早期採
卵法を検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）漁船漁業の安全
性確保と持続的な発
展のための研究開発 
 
・安全性の経年変化を

とトリプシンは幽門後方の一部でのみ強い活性が確認さ
れ、マダイの膵臓組織が腸の後方に位置することが明らか
になった。 
 
 
・五ヵ所湾のマダイ養殖施設では、タイラギの餌の指標と
なるクロロフィル濃度が高い傾向がみられたが、生物付着
が激しくタイラギの成長は劣っていた。ヒトエグサでは、
生長と色味はマダイ養殖場よりもマガキ養殖イカダで良
好であった。 
 
・マダコ幼生のエサとなるガザミゾエアの高密度短期飼育
試験では、ワムシ 20 尾/ml の密度飼育がマダコにとって
栄養的に有利であった。マダコ幼生へのクルマエビ幼生の
給餌では、初期飼育への有効性を確認した。アルテミア給
餌では、マダコ 20 日齢程度までは、成長は緩やかである
ものの生残率は70%程度と高かった。また、マダコ幼生水
槽内の水流シミュレーションのための基礎データを得た。 
 
・スジアラの胃内容物重量が半分になるタイミングは、3g、
30g、100gサイズでは、それぞれ3時間、8時間、16時間
であったことから、適正な一日当たり給餌回数は順に 3
回、1～2回、1回と考えられた。タイラギの早期採卵法を
開発するため、海中垂下と陸上加温飼育を組み合わせた親
貝養成を行い、自然産卵誘発及びレチノイン酸処理による
人工受精を試みた結果、従来よりも 1～2 か月早い採卵に
成功した。人工受精法では、得られた受精卵を飼育して着
底稚貝の生産に成功した。 
 
〔アウトカム〕 
・魚病関係で1件、スジアラで4件の特許等の申請中であ
り研究の実用化が期待される。 
・疾病関係では、開発した技術をブロック推進会議傘下の
研究会等で都道府県に紹介し現場で応用されている。 
・また、診断法の研修を行い、特定疾病マニュアルをホー
ムページで公開して普及に努めることで養殖業の振興に
貢献した。行政機関とも密接に連携して、得られた成果の
受け渡しを着実に行っている。 
・飼育関係では、養殖マニュアルの作成や種苗生産・養殖
技術の指導講習、新聞への掲載等社会への情報提供、現地
実証試験等を活発に実施している。 
 
 

（４）漁船漁業の安全性確保と持続的な発展のための研究

開発 
 
・建造後年数の異なるまき網漁船に搭載した動揺センサー
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と経済性を兼ね備え
た持続的な発展を目
指して、生産現場の安
全性確保に関する研
究や、生産性・収益性
の向上のための省エ
ネ、低コスト化、軽労
化、操業の効率化及び
省エネ技術のシステ
ム化などに関する研
究開発を行う。特に、
省エネ技術のシステ
ム化による最適化技
術を開発し、当該シス
テムを搭載した漁船
において５％以上の
省エネ化を実現する。
また、漁業が与える生
態系や資源へのイン
パクトや地球環境へ
の負荷を低減し、適切
に資源を利用するた
めの技術を開発する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

考慮した漁船の安全
性確保技術を開発す
る。 
 
 
 
 
・軽労化に向け、調査
対象漁業における労
働実態及び特徴を引
き続き把握する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・放置漁具について、
サイドスキャンソナ
ーで発見された漁具
の回収データを用い
て、単位漁具あたりの
混獲生物量を算出す
る。 
 
・新たな地域でのビジ
ネスモデルに関する
調査実行の可能性を
検討し、課題を整理す
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・まき網漁業等につい
て、選択漁法を改良
し、漁業現場への運用
方法を検討する。 
 

を用いて航行及び漁労中の動揺を計測し、定性的な船体動
揺に関するデータを解析した。その結果、旋回時は右旋回
を行うため外方傾斜(左舷傾斜)が起こり、揚網時には網の
引き込み力により右舷傾斜が発生していることが確認で
きた。これらの結果より安全性確保技術である転覆警報装
置を開発し、実用化に必要な知見を得た。 
 
・軽労化に向けた調査対象としたかき養殖業について、収
獲期の作業の特徴と地域による違いを整理した。加えて、
船びき網漁業、定置網漁業、まき網漁業について、労働実
態に関する知見を収集した。漁業用軽労化支援スーツにつ
いて、開発したサロペット一体型タイプの実用性や問題点
に関する情報収集を行った。まき網漁船における漁船員の
動線を明らかにし、省人化のためのボトルネックとなって
いるのが網捌きであることと、操作レバーの配置を最適化
することで、2名程度の省人化の可能性があることを明ら
かにした。また、遠洋かつお釣漁業において加速度センサ
を搭載した電動自動釣機の実証試験を行い、船体動揺に応
じた竿動作が可能になり、釣獲性能が対人比率62.9%に向
上することを示した。 
 
・サイドスキャンソナーの調査データ及び回収した漁具と
罹網生物に関するデータを解析した。回収した単位漁具あ
たりのズワイガニの罹網数を、底刺網1mあたり0.2個体、
かご漁具1個あたり0.9個体と算出した。 
 
 
 
 
・定置網漁業の収益性改善モデル立案のための調査を行
い、高知県鈴地区における海底地形の把握、潮流・網深度
計測を行い、潮流と網成りの関係等を明らかにした。定置
網の沖出し大型化についても、費用対効果等を推算した。
新潟県上越地区小型底びき網漁業を対象に、ICT技術を活
用した生産から流通販売を通したビジネスモデルの検討
を行い、船上での漁獲情報を流通業にリアルタイムにつな
ぐ ICT を活用した操業支援システムの基本設計書を作成
した。 
トラフグ漁業の管理構造や漁獲状況などの実態調査に

基づいた資源経済モデルを構築してシミュレーションを
実行し、最適な管理政策の下で現状からどの程度利益が上
昇するか推定した。 
 
・まき網の目合拡大により小型魚を選択的に逃避させる効
果について試験を実施し、メバチを含む小型魚の混獲が大
目網では少ないことを示唆する結果を得た。漁業現場への
運用のために、シミュレーションモデルにより漁具各部の
網目の開きを計測し、小型魚逃避の条件を推測した。 



H30 年度－40 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・定置網漁業につい
て、収益性改善に向け
た具体策を提案する。 
 
 
 
 
・底びき網漁業につい
て、これまでの研究で
構築された網地抵抗
解析モデルに基づく
試験操業により、エネ
ルギー効率に関係す
る目合等の変更が漁
獲に与える影響を評
価する。 
 
・選択漁具の機能向上
を図るとともに、曳網
方法等の現状を把握
する。 
 
・いか釣り漁業につい
て、異なる波長や強度
の刺激光に対するス
ルメイカの行動応答
特性を検討し、試験操
業によりLED漁灯操業
の採算性について検
討する。 
 
 
・かつお・まぐろ漁業
について、漁場探索技
術の高度化に向けて、
無人機等による魚群
探索の有効性を検討
する。遠洋かつお釣り
漁船について、餌用イ
ワシ類の閉鎖循環飼
育方式の改良と導入
効果を精査する。 
 
 
 
 
 

 
・定置網の現行漁具の改善対策として、網容積が0.9以下
になると漁獲の減少になることを実証し、網容積が0.9以
上になるように網の形状を良好に保つ必要性を提言する
とともに、沖出しによる網規模増大が直ちに漁獲量増大に
は直結しないことから、漁具の沖出しは慎重に検討を行う
必要性を提言した。 
 
・底びき網の身網の目合を拡大することによる漁獲量の減
少を定量的に評価し、網地抵抗解析モデルに基づく燃油消
費量の試算と試験操業による漁獲量のバランスから、漁具
の仕様を判断するための資料を得た。 
 
 
 
 
 
 
・袖網目合の変更や吊り岩の取り付け範囲の拡大により、
選択漁具の不要物の入網抑制機能と漁獲対象生物の保持
機能の向上を図った。また、漁具の水中挙動の確認より、
網が着底する前に曳網を始めていることを明らかにした。 
 
・スルメイカを対象に発光波長や強度が異なるLED光源へ
の応答を検証する水槽実験を実施した結果、光源に対する
スルメイカの走光性の程度は、赤色を除き、波長や強度に
かかわらずほぼ一定であることなど、漁灯光源を置換した
場合の影響予測に資する情報を得た。いか釣りLED漁灯実
証試験では、メタルハライド漁灯を使用する当業船の平均
漁獲量に対して約9割の漁獲が得られること、燃油消費は
3 割削減できることが確認されたことから、LED 漁灯でも
採算が確保できることが示された。 
 
・遠洋・近海かつお釣りでは、漁場探索技術の高度化に向
けてドローンの予備試験を行った結果、当業船の船上での
発着試験に成功したほか、漁場での使用に向けた課題が整
理された。遠洋かつお釣りで、活餌艙への閉鎖循環システ
ム導入に関し実用化に向けて良好な水質維持のための取
水条件を検討し、消費電力データによる試算では、海水冷
却用冷凍機とポンプの稼働を抑えることによって、全体で
約6％の省エネルギー効果が見込まれた。 
 
 
 
〔アウトカム〕 
・国際海事機関(IMO)において開催される第 6 回船舶設計
建造小委員会へ提出された日本からの提案文書の基礎情
報として、船舶の安全性に関する実験データが活用され
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（５）漁業インフラ整
備のための研究開発 
 
水産業の生産基盤

である漁港・漁場イン
フラに対して、現場ニ
ーズを的確に反映し
た整備、高度化、強靱
化を図るための技術
を開発するとともに、
漁港施設の老朽化対
策を計画的に実施す
るために低コストで
長寿命化を実現する
技術を開発する。ま
た、東日本大震災の経
験を踏まえ、漁港・漁
村の防災・減災機能を
強化するための研究
開発を行う。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）漁業インフラ整
備のための研究開発 
 
・漁場施設の設計につ
いて、海底設置型魚礁
の波や流れに対する
安定性に関する評価
手法の高度化を検討
する。 
 
・漁港施設のうち防波
堤の設計について、上
部構造や被覆ブロッ
ク等の工夫により、設
計津波（レベル1津波）
を超える大規模な津
波に対しても防波堤
の効果が粘り強く発
揮できるようにする
設計手法の基本形を
提示する。 
 
・岸壁の設計につい
て、鋼構造に木材・土

た。 
・漁船員の動線解析の結果が新型の199GT一層甲板旋網漁
船の基本設計に活かされることとなった。また、動線解析
ソフトを用いた解析結果は優れた事例の一つとして評価
され、ソフトウエアを開発した企業からの要請でVPS事例
セミナーにて講演を行った。 
・水産業振興に繋がる成果として、遠洋かつお一本釣り調
査において、操業時の省力化対策として開発した自動釣り
機については、平成 29 年度より、これらの試験結果に基
づいて、水産庁補助事業を活用して民間企業が実証機を作
製して実証試験を行うと共に、更なる釣獲技術向上に向け
て共同研究を実施中である。 
・高知県鈴地区定置網漁業をモデルとした調査結果に基づ
き、年間を通しての漁海況情報に基づいた生産体制につい
て提案を行った。 
・トラフグ漁業において、構築した最適資源管理シミュレ
ーションモデルを用いて、利害関係各県の担当者に最適な
管理政策に関する情報を提供した。 
・活餌飼育艙への閉鎖循環システムの導入は、省エネ対策
に大きく貢献することから、「もうかる漁業創設支援事業」
を活用した検討がなされている。 
 
 
 

（５）漁業インフラ整備のための研究開発 
 
 
・漁場施設の設計について、不規則な波に加え、流れの影
響も考慮できる流体力の新算定式を構築し、海底設置型魚
礁の調査法を高度化した。 
 
 
 
 
・粘り強さを有する上部構造（パラペット）付きの防波堤
を対象に、設計津波を超える津波が防波堤を越流する場合
に、防波堤に作用する津波の波圧・波力を水理模型実験等
により把握した。また、圧力分布モデルに基づく防波堤の
設計手法の基本形を提示した。 
 
 
 
 
 
 
 
・鋼材と土のう・木材を併用して岸壁の耐震性を高める方
法について、平成 29 年度の土のうの効果の試算に引き続



H30 年度－42 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）水産物の安全・
安心と輸出促進を含
めた新たな利用のた
めの研究開発 
 
海洋生物毒、食中毒

原因微生物及び有害
化学物質等の危害要
因を高精度で評価・定
量するための技術、表
示偽装に対応するた
めの原産地等を判別
する技術及びトレー
サビリティーを実現

のうを併用して耐震
性を高める新しい設
計手法の有用性を模
型実験等により検証
する。 
 
・漁港施設の老朽化対
策として、施設の水中
部分の欠損等を陸上
から探知するのに有
効な振動測定・解析方
法と、陸上部分等を対
象とした従来の点検
技術と組み合わせに
より、個々の施設の老
朽化の程度を評価す
る手法を試作する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）水産物の安全・
安心と輸出促進を含
めた新たな利用のた
めの研究開発 
 
・下痢性貝毒について
有毒藻類の二枚貝へ
の給餌により、個体ご
との毒化動態を把握
する。 
 
・麻痺性貝毒につい
て、新たな発色方式を
導入した簡易分析キ

き、模型を使った振動実験によって木材の有用性を見出す
とともに、実用化に向けて要改良点を明らかにした。 
 
 
 
 
・水中の基礎部分の欠損等の老朽化を検出する手法とし
て、陸上から強制加振で防波堤の固有振動数を測定・解析
する方法を提示するとともに、陸上部分を対象とした従来
の点検技術を組み合わせることにより、個々の防波堤の老
朽化の程度を評価する手法を試作した。 
 
 
 
 
 
 
 
〔アウトカム〕 
・流体力の新算定式は、特に非対称性の強い浅海域での波
動流速による最大流体力について、簡便かつ精度よく評価
できるため、今後の漁場施設の設計手法の高度化に寄与す
ることが期待される。 
・防波堤の成果は、上部構造の工夫が耐津波性を高めるこ
とを力学的データに基づいて整理しており、今後の施設設
計における応用が期待される。 
・強制加振で防波堤の固有振動数を特定することにより防
波堤基礎部の機能を診断する手法に係る成果については、
水産庁漁港漁場整備部により作成が進められている「漁港
施設における固有振動及び透過弾性波を用いた基礎部と
堤体内部欠陥の診断手法適用マニュアル（案）」へ活用さ
れる予定であり行政政策に貢献。    
 
 

（６）水産物の安全・安心と輸出促進を含めた新たな利用

のための研究開発 
 
 
 
・下痢性貝毒については、原因となる渦鞭毛藻を培養し、
ホタテガイへの給餌を行った。その結果、高毒化個体を得
ることができ、また、毒化特性には個体差があることを明
らかにした。 
 
 
・新たな発色方式である OLFIA 法を導入したキットを開
発・製造して従来型と比較したところ、マトリクスにより



 

H30 年度－43 

するための技術を開
発する。また、水産物
の品質保持・向上や機
能性物質の探索等に
よる高付加価値化を
進め、バリューチェー
ンの構築に利活用す
るとともに、未利用・
低利用水産物の利用
技術を開発する。さら
に、消費者が正しい知
識の下で安心して水
産物を購買できるよ
う、食品の安全性や信
頼性にかかる適切な
情報提供手法を開発
する。 
 

 
 
 

ットを作成し、従来型
と比較する。 
 
・好塩性乳酸菌を種菌
として利用する生産
について、ヒスタミン
蓄積及びヒスタミン
生成菌数を産業規模
においても抑制でき
る技術を開発する。 
 
・蓄養中のアサリ殻の
微量元素組成の変化
が原産国判別分析に
及ぼす影響を調査す
る。ヒジキ乾燥加工品
の元素分析による判
別分析を行う。 
 
・セレノネインの生理
活性を調べるため、培
養細胞を用いて抗酸
化能を評価する。機能
性成分の脂質代謝関
連機能について検証
する。様々な魚介類の
味と匂いに関するデ
ータを取得するため
の計測条件を明らか
にし、味センサを魚類
以外の生物に応用す
る。 
 
・ブリ類の貯蔵試験及
び品質評価試験を実
施し、褐変を防止する
技術を検討する。 
 
・軟骨魚類について、
付加価値への寄与が
期待される機能性成
分の含量を漁獲時期
別に調査するととも
に、貯蔵温度が鮮度及
び臭気生成に及ぼす
影響を明らかにする。 
 
 

発色阻害が認められたアサリ試料でも問題なく分析が可
能であることを確認した。この結果により、麻痺性貝毒簡
易分析キットを開発し、試験販売を開始した。 
 
・発酵スターター株を産業レベルの大規模タンクに添加
し、発酵試験を実施した。麹添加型魚醤油では発酵スター
ター無添加区でヒスタミン生成菌数の増加とヒスタミン
の蓄積が認められたが、発酵スターター添加区ではヒスタ
ミン生成菌数及びヒスタミン蓄積を抑制できることを確
認した。 
 
・蓄養中のアサリ殻の微量元素組成の変化が、原産国判別
分析に及ぼす影響を調査した。その結果、外国産のアサリ
殻は蓄養中に殻の元素組成が変化し、蓄養は原産国判別に
影響することが示唆された。また、ヒジキ乾燥加工品の微
量元素分析を行い、原産国ごとの特徴を調べた。 
 
 
 
・セレノネインの生理活性を調べるため、培養細胞を用い
て抗酸化能を評価した。その結果、セレノネインは培養細
胞の抗酸化能を上昇させた。また、脂質代謝関連機能の検
証のため高脂肪食マウスに海藻を与えた結果、血中総コレ
ステロールが低下し、脂質代謝を改善する可能性が認めら
れた。養殖アワビの可食部から熱水抽出エキスを調製し、
味センサで分析したところ、「旨味」「塩味」「旨味コク」
の 3 つの味質項目について推定値と呼ばれる味強度を求
めることができた。また、ノリについて味センサ分析の方
法を確立した。 
 
 
 
 
・ブリ褐変防止技術については、ブリ血合筋の酸素ガス置
換条件を検討し、酸素ガス浸透性と褐変抑制の観点から、
1℃もしくは 2℃での処理が最適な条件であることを見出
した。 
 
・銚子沖及び東京湾産アカエイのヒレ軟骨について、コン
ドロイチン硫酸の、肝臓について高度不飽和脂肪酸及びス
クワレンの分析を実施し、肝臓にはスクワレンは含まれな
いこと、高度不飽和脂肪酸が通年高含有含まれること、及
び軟骨中のコンドロイチン硫酸も通年高含量含まれるこ
とを明らかにした。また、アカエイについて、貯蔵温度と
鮮度低下（K 値）及び臭気生成（VBN）との関係を調べ、
氷蔵(0℃)貯蔵することにより鮮度低下と臭気生成を抑制
できることを明らかにした。 
 



H30 年度－44 
・採集地の異なるノリ
の遊離アミノ酸組成
を調査する。 
 
 
・GＩ（地理的表示）
等の安全・安心に係る
認証を取得した水産
物について、消費者の
購入意欲に影響を及
ぼす要因を明らかに
する。 
 

・アサクサノリ葉状体を採集し、遊離アミノ酸の分析を行
った結果、海苔の主要呈味成分とされているアラニンとグ
ルタミン酸については、地点による違いは最大でも約1.5
倍にとどまることを明らかにした。 
 
・水産食品の安全･安心に関連して、GI保護制度の認証を
取得した養殖ギンザケとシラス、AEL認証を取得した養殖
ブリを対象に消費者アンケートを実施した。Ordered 
Logit Model分析の結果、認証を取得した水産物に対し高
い購入意欲を示す消費者の特徴として、魚介類購入時に新
鮮さを重視する人、認証マークを安全性の認証として信頼
できる人等が示された。 
 
〔アウトカム〕 
・開発した下痢性貝毒認証標準物質は、わが国の貝毒検査
において国家標準物質として利用されて、機器分析法の導
入と合わせて、安全・安心な二枚貝の供給に貢献するとと
もに、結果的に生産者の収益増加にも貢献している。 
・また、開発した麻痺性貝毒簡易分析キットは、貝毒モニ
タリングの効率化・コストダウンを通して、二枚貝生産者
の収益増加に大いに貢献した。 
・セレノネインについては食品関係の会社と知財等で、平
成 28 年度に開発したバレニンについては水産会社と商品
化に向けて協議中である。 
・水産物における安全・安心に係る認証の取得が消費者の
購入意欲に影響を及ぼす要因の解明は、販売促進に寄与す
るとともに、生産者の収入向上につながる成果として評価
できる。 
・また、認証を取得した水産物に対して購入意欲の高い消
費者の特徴を定量的に明らかにしたことは、公的機関等が
行う認証制度の存在意義を支持する成果であり、行政施策
に貢献した。 
 
 

 

４．その他参考情報 

（諸事情の変化等評価に関連して参考となるような情報について記載） 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第3 

  第 3-2(3)  

研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

  研究開発業務（重点研究課題３．海洋・生態系モニタリングと次世代水産業のための基盤研究） 

関連する政策・施策 水産基本計画 

農林水産研究基本計画 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人水産研究・教育機構法（平成11年法律第199号）第12

条 

当該項目の重要度、難

易度 

重要度：高 難易度：高 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー  

行政事業レビューシート事業番号０１９２ 

 

２．主要な経年データ（※(モ)モニタリング指標） 

①主な参考指標情報（評価対象となる指標） 

 

評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間最終年
度値等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、必要な 
情報  

研究における連携機関数（モ）   134件 95件 136件    

外部資金の獲得件数（モ）   34件 35件 38件    

研究資金に対する論文発表件数（モ） 
(1千万円あたり論文数(ｴﾌｫｰﾄ算出)) 

  0.54件 0.71件 0.91件   
※論文数に課題寄与率を乗じて算
出 

モニタリング、予測情報の発信件数（モ）   8件 8件 8件   
※ﾘｱﾙﾀｲﾑ発信から不定期な発信ま
で、発信形態が様々なため、発信ｼ
ｽﾃﾑ数をｶｳﾝﾄ 

ＷＥＢサイトにおけるモニタリング、予
測情報の閲覧数（モ） 

  914,955件 1,517,050件 1,691,155件    

各種広報媒体等への掲載数（モ）   17件 6件 12件    

取材・記者レク等
情報提供回数(モ) 

・取材回数 
・ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ 
(うち記者ﾚｸ回数) 

  
22回 
0回 

(0回) 

9回 
0回 

（0回） 

21回 
1回 

(0回) 
   

遺伝資源の配布件数（モ）   88件 79件 97件    

②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）  

 

 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

予算額（千円）  1,528,905 1,530,932 1,542,256   

決算額（千円）  1,598,334 1,510,861 1,447,930   

経常費用（千円）  1,496,497 1,474,509 1,439,854   

経常利益（千円）  62,438 3,001 2,868   

行政サービス実施コスト（千円） 1,260,407 1,357,363 1,334,108   

行政コスト（千円）   －   

従事人員数  63 62 65   
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸（評
価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 
２ 研究開発業務 
 
「水産基本計画」に

即し、水産業が直面す
る課題に的確かつ効
率的に対処するため、
研究課題の重点化を
図り、課題の解決に当
たる。 
具体的には、水産資

源を適切に管理する
ために必要な研究開
発、漁業や養殖業の健
全な発達と安全な水
産物の安定供給に関
する研究開発、さら
に、それらの基盤とな
る技術開発、海洋・生
態系モニタリング、次
世代水産業の創成に
係る研究開発等の課
題を、以下に示すよう
な重点研究課題とし
てまとめ、水産業を支
える研究開発等を推
進する。 
（１）水産資源の持続
的な利用のための研
究開発 
（２）水産業の健全な
発展と安全な水産物
の安定供給のための
研究開発 
（３）海洋・生態系モ
ニタリングと次世代
水産業のための基盤
研究 
これらの研究開発

等については、国の施
策、地域・浜ごとの実
態、生産者・消費者の

 
２．研究開発業務 
 
 研究開発業務につ
いては、以下の３つの
重点研究課題のそれ
ぞれを一定の事業の
まとまりとして実施
する。また、３つの重
点研究課題を推進す
る上で、単独では完結
出来ない問題につい
ては、課題横断的に取
り組む。 
なお、本中長期目標

期間末（平成 32 年度
末）までに、各重点研
究課題に策定するロ
ードマップにおける
研究開発の水準を達
成する。 
 

重点研究課題３．海
洋・生態系モニタリン
グと次世代水産業の
ための基盤研究 
 
自然環境に依存し

た水産業を支える研
究開発を効率的かつ
着実に推進するため、
基盤となる海洋・生態
系の長期モニタリン
グを実施するととも
に、遺伝資源、標本等
の収集・評価・保存、
活用等に積極的に取
り組む。次世代水産業
と地域活力創造のた
め、異分野融合を促進
し、ゲノム情報と生命
現象を一体的に解析

 
２．研究開発業務 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
重点研究課題３．海
洋・生態系モニタリ
ングと次世代水産業
のための基盤研究 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【評価軸１】 
✓産業の将来
ニーズ等を反
映した研究テ
ーマの設定及
びそのための
取組が十分で
あるか 
 
（評価指標） 
✓チャレンジ
ングな研究開
発に取り組ん
だ具体的な事
例 
 
✓ロードマッ
プの進捗状況
（各年度の目
標値の達成率
100％以上） 
 
（モニタリン
グ指標） 
✓研究シーズ
の創出事例 
 
✓研究におけ
る連携機関数 
 
✓外部資金の
獲得件数 
 
【評価軸２】 
✓成果や取組
が国またはア
カデミアにお
ける研究の実
用化又は進展
につながるも
のとなってい

＜主要な業務実績＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞  
評定：Ｂ 
 
重点研究課題３において
は、「研究開発成果の最大
化」に向けた成果が得られ
るとともに、将来的な成果
の創出の期待等が認めら
れ、着実な業務運営がなさ
れたと判断したことからB
評価とした。 
 評定の根拠は以下のと
おり。 
 
評価軸１について 
・定線調査への新たなモニ
タリング手法として環境
ゲノム手法の導入、育種・
環境診断・環境修復等に関
わるオーミクス解析技術
の開発、今後さらに深刻化
するといわれる地球温暖
化や放射性物質の調査、ロ
ボット技術やビッグデー
タの利用による次世代水
産業のための研究開発、漁
業労働問題を客観的かつ
定量的に分析する研究な
ど、チャレンジングな研究
開発にも着手し、産業の将
来ニーズ等を反映した取
組により、赤潮対策に有効
な超高解像度内湾モデル
を開発するなど期待以上
の成果をあげた。 
・本重点研究課題のロード
マップにおける平成30年
度の目標を100％以上達成
しており、取組は十分と判
断した。 
 
評価軸２について 

評定：Ｂ  

＜評定に至った理由＞  
 

本年度における主な業務実績

は、 

 

重点研究課題３． 

〇海洋・生態系モニタリング

と次世代水産業のための基盤

研究 

 

【評価軸１】 

・環境モニタリングの定線調

査への新たな手法として環境

ゲノム手法の導入、オーミク

ス解析技術を導入した育種・

環境診断等の開発、地球温暖

化や放射性物質の調査、ロボ

ット技術等の利用による次世

代水産業のための研究開発、

再生可能エネルギーを活用し

た水素燃料電池漁船の開発な

ど、チャレンジングな研究開

発に取り組んでいる。 

 

・研究の進捗状況はロードマ

ップにより管理が行われてお

り、30 年度の達成率は 100％

以上と認められる。 

 

【評価軸２】 

・国際的に学術的関心の高い

気候変動や放射能の挙動につ

いて、科学的信頼度の高い成

果を公表している。 
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ニーズ等を踏まえ、基
礎から応用、実証・普
及までを一元的に研
究開発を行う我が国
唯一の総合的研究機
関としてのリーダー
シップを発揮しつつ、
国や関係機関と連携
を図り、研究開発成果
を最大限発揮できる
よう取り組む。そのた
めの各重点研究課題
の方針は別紙に掲げ
るとおりとする。な
お、これら３つの重点
研究課題を推進する
上で、単独では完結で
きない問題について
は、課題横断的に取り
組む。 
 

【別紙】研究開発業務
の重点研究課題 
（１）水産資源の持続
的な利用のための研
究開発 
（２）水産業の健全な
発展と安全な水産物
の安定供給のための
研究開発 
（３）海洋・生態系モ
ニタリングと次世代
水産業のための基盤
研究 
 
【重要度：高】 
「水産資源の持続

的な利用のための研
究開発」と「水産業の
健全な発展と安全な
水産物の安定供給の
ための研究開発」の基
盤であるため。 
 

【難易度：高】 
機構内の他の研究

開発の基礎基盤とな
るチャレンジングな

する技術（オーミクス
解析技術）やＩＣＴ技
術等の導入による基
盤研究に取り組む。 
 

（１）海洋・生態系モ
ニタリングとそれら
の高度化及び水産生
物の収集保存管理の
ための研究開発 
 
日本周辺海域で海

洋・生態系モニタリン
グを継続的に実施し、
気候変動に伴う海洋
と生態系の変動を把
握するとともに、生態
系の構造と機能に関
する理解の深化を進
め、得られた結果を取
りまとめて適切に発
信する。海洋・生態系
モニタリングの効率
化と高精度化のため、
メタゲノム解析の導
入や水中グライダー、
音響技術、自律型無人
潜水機（ＡＵＶ）観測
等の水産分野への適
合化等を進めてセン
シング技術の高度化
を図る。各種観測デー
タを一体的に統合し
て利活用できるデー
タ統合システムを開
発するとともに、統合
されたデータを同化
し北太平洋～日本周
辺沿岸域をシームレ
スに扱う海況予測可
能なシステムを実現
し、沿岸並びに回遊資
源の中短期漁海況予
報の基盤を構築する。
海洋環境データを適
切に収集・保存・管理
し、農林水産省の気候
変動適応計画推進の

 
 
 
 
 
（１）海洋・生態系
モニタリングとそれ
らの高度化及び水産
生物の収集保存管理
のための研究開発 
 
・海洋・生態系のモ
ニタリングを継続
し、既得データの整
理、解析を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・環境モニタリング
にゲノム情報を導入
する手法を確定し、
観測マニュアルに導
入する。 
 
 
・観測手法の高度化、
他課題と連携した成
果の発信を推進す
る。 
 

るか 
 
（評価指標） 
✓機構が実施
する他の研究
開発課題に受
け渡した具体
的な成果 
 
（モニタリン
グ指標） 
✓研究資金に
対する論文発
表件数 
 
【評価軸３】 
✓開発された
技術や収集さ
れた研究資源
が国や地方の
事業等に有効
に活用されて
いるか 
 
（評価指標） 
✓モニタリン
グ結果の国や
地方自治体の
事業における
活用状況 
 
（モニタリン
グ指標） 
✓モニタリン
グデータを適
切に蓄積・管理
していること
を示す具体的
事例 
 
✓モニタリン
グ、予測情報の
発信件数 
 
✓ＷＥＢサイ
トにおけるモ
ニタリング、予
測情報の閲覧

 
 
 
 
 

（１）海洋・生態系モニタリングとそれらの高度化及

び水産生物の収集保存管理のための研究開発 
 
 
 
 
・海洋・生態系及び放射能のモニタリングを継続し、
既得データの整理、解析を進めた。解析の結果、(1)
北海道厚岸沖の親潮を横切る定線(A-line)の南部で
は、黒潮続流流路の安定・不安定に連動して表層から
300m 深での塩分が変動する可能性があること、(2)静
岡県御前崎沖の黒潮を横切る定線(O-line)では、黒潮
流軸直下200m深の水温が50年前に比べて0.5度程度
上昇している可能性があること、(3)新潟県佐渡島沖の
定線(SI-line)では、新潟県定線観測データを用いるこ
とで佐渡島周辺域での対馬暖流の構造についての新知
見が得られる可能性があること、(4)鹿児島県甑島から
西方へ東シナ海を横切る定線(CK-line)では、栄養塩観
測結果から東シナ海大陸棚上で低塩分水が張り出すと
窒素不足からリン不足に変化し一次生産に大きな影響
を与える可能性があることなどが示された。放射能モ
ニタリングでは、福島県海域において海洋環境、水産
生物、海底土の調査を実施し、生態系を通じて放射性
物質がどのような挙動を示すのか、またその移行・減
衰プロセスについて研究を進めた。またヒラメなど底
生魚のセシウム低下速度が遅い要因について検討する
ため、新たな測器による海底直上水の採水等を行った。
引き続きストロンチウムの分析を継続し、トリチウム
分析手法の確立に向けて研究を進めた。 
 
 
・環境モニタリングにゲノム情報を導入するため、船
上でのサンプリング方法、分析項目や分析方法などの
手法を確定し、船上での観測作業マニュアルを作成し
た。 
 
 
 
・ネットワーク型計量魚群探知機、水中グライダー運
用システム、浅海域生態系観測システムなどの導入に
より観測手法の高度化を図り、他の重点研究課題にお
ける成果の活用を進めている。 

・気候変動や放射能の挙動
に関する研究は学術的に
も国際的に関心の高い分
野であり、科学的に信頼度
の高い成果を公表した 。 
・浅海域での調査手法改善
や、ドローン、水中グライ
ダー等による新しい観測
機器を用いた取り組み、ゲ
ノム研究など新しい知見
を用いた手法に取り組ん
だ。 
・保存している遺伝資源お
よび標本は、実験材料等と
して活用され、アカデミア
における様々な研究の進
展に貢献した。 
・モニタリング、オーミク
ス研究、メタゲノム研究、
漁船ビッグデータ活用等
で得られた成果や技術は、
基盤的な知見として水産
庁事業や開発調査事業な
ど、様々な研究課題の推進
に貢献した。 
 
評価軸３について 
・原子力発電所事故による
放射能汚染は全国民の不
安材料であるとともに、東
北地域の地域復興の大き
な障害となっている中、科
学的に正確な知見の提供
が、復興政策や風評被害対
策に貢献した。 
・小型船舶を活用した資源
調査に利用できることを
想定し魚探装置を開発し
ており、国や地方自治体の
調査事業に将来活用され
ることが期待される。 
・海況モデルの精度維持・
向上等を通じて、県水試等
の水産試験研究機関に有
益な情報提供に貢献した。 
・遺伝資源については、県
水試等への配布を通じて
国や地方の事業に有効に

・海洋・生態系モニタリング

データについては、漁業資源

の分布、移動経路、資源量の

変動に関する研究の基礎デー

タとなっている。 

 

・遺伝資源及び標本は各種の

実験材料として活用されてい

る。 

 

・モニタリング、オーミクス

研究、メタゲノム研究、漁船

ビッグデータ活用等で得られ

た成果や技術は、基盤的な知

見であり、様々な研究課題の

推進に貢献している。 

 

【評価軸３】 

・放射能汚染に関する科学的

な知見は、水産庁のホームペ

ージ等で国民向けに公表され

ており、復興政策や風評被害

対策に貢献している。 

 

・小型船舶を活用した資源調

査を想定した魚探装置を開発

しており、国や地方自治体の

調査事業に将来活用されるこ

とが期待される。 

 

・遺伝資源は県の水産試験研

究機関等への配布を通じて国

や地方の事業に有効に活用さ

れている。 

  

等、海洋・生態系モニタリン

グと次世代水産業のための基

盤研究を行っており、中長期

目標に照らし「研究開発成果

の最大化」に向けて成果の創



H30 年度－48 
課題に取り組むとと
もに異分野融合も視
野に入れて地域活性
化と次世代水産業の
基盤形成のために新
たな研究領域を開い
ていく必要があるた
め。 

基盤の強化と国が進
める海洋情報の一元
化に貢献する。海洋環
境データとともに標
本や遺伝資源、ゲノム
情報等の研究資源を
戦略的に収集・保存・
管理、活用するシステ
ムを構築し、水産研究
や産業への利活用に
取り組む。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・ネットワーク型計
量魚群探知機の設
計、水中グライダー
運用システムの構
築、浅海域生態系観
測システムの問題点
の改善等を継続し、
センシング技術の高
度化を図る。 
 
 
 
 
・新海況予測システ
ム及び漁海況情報解
析システム等の開
発・改良を継続する。 
 
・海洋及び内水面に
おける調査データの
収集・管理手法の問
題点を抽出し改善す
ることにより、収
集・管理体制を整備
する。 
 
・遺伝資源、標本の
収集・評価・管理と
その効率的な運用の
ための体制整備、技
術開発を継続する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・生殖細胞による優
良家系の保存手法確
立に必要な細胞移植
技術の高度化を目的
とし、薬剤処理によ
る被移植魚調整法に

数 
 
✓各種広報媒
体等への掲載
数及び取材・記
者レク等情報
提供回数 
 
✓遺伝資源の
配布件数 
 
 

 
・ネットワーク型計量魚群探知機の開発では、オキア
ミ分布を抽出対象とし、船上で自動解析したデータを
圧縮し、船舶電話等で陸上に転送するシステムの設計
を行い、生データを圧縮し、リアルタイム魚群探知シ
ステムとして実装可能であることを確認した。水中グ
ライダー運用システムの構築の１つとして、Seaglider
に対応したパラメータ自動設定システムの実装を行
い、グライダー制御に有効であることを確認した。浅
海域生態系観測システムの高度化については、野外撮
影画像から生物探知し、認識結果をメール通知するシ
ステムを開発し、実地テストを実施した。 
 
 
・新海況予測システムの開発・改良を継続した。特に、
伊万里湾を対象として、内湾スケールの海洋構造を表
現することが可能な超高解像度沿岸モデルの開発を進
めた。 
 
・調査データの収集・管理手法では、問題点を整理す
るとともに、問題点の１つである調査間で異なるデー
タ収集方法について、柔軟に対応できる体制を整えた。
平成29年度までの未収集データに対応するため、周知
徹底等により機構内の収集体制の継続強化を図った。 
 
 
 
・遺伝資源としての有用株の保存管理を計画通り実施
した。海藻類では新たに 4株をアクティブコレクショ
ン化した。微細藻類の保存法の改良については、微細
藻テトラセルミスの高密度細胞ペレットを緩慢凍結す
ることによって、凍結保護剤を使用せずに細胞を復元
できる新たな方法の開発を進めた。動物プランクトン
については、2017年度卵稚仔調査事業での新規採集標
本、他機関からの移管標本の合計 3万本分を整理、デ
ータベース登録し、関係者と共有した。卵稚仔につい
ては、過去及び当該年度の太平洋ブロック外を含む採
集標本約 160 ケース分を収集、整理、電子リスト化し
た。淡水魚標本については、日本産液浸標本全てのソ
ーティングと同定を終了した。魚類図鑑については、
手書き原稿24種分の電子入力を行った。 
 
・生殖細胞除去法として、Busulfan(抗がん剤の一種)
の投与法を検討した。異なるBusulfan濃度でブリへの
給餌試験をした結果、雌や雄の生殖腺重量が低下した。
また、親魚の小型化について、50％の制限給餌で成長
を抑制できることがわかったが、生残率の低下が課題
となった。 

活用された。 
・取得された海洋のCO2収
集量算定結果は、2019 年
度に刊行予定の IPCC の海
洋・雪氷圏に関する特別レ
ポートにも引用されたほ
か、環境省気候変動小委員
会「日本の気候変動とその
影響」等の広範な分野で行
政的に利用された。 
・富山湾における急潮予測
の精度向上、船越湾におけ
るワカメ養殖開始可能時
期の予測値の公表等、各地
域の漁業者に直接役立つ
情報発信を行い、地域漁業
の振興にも貢献した。 
・飼育技術の「匠の技デジ
タルアーカイブ」や「水産
業における高齢化対策と
女性の就業を促進するた
めの研究」の成果は、技術
講習会での資料や研修資
料にも使用された。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
 
 

出や将来的な成果の創出の期

待等が認められ、着実な業務

運営がなされていることか

ら、「Ｂ」とした。 

 
 
＜今後の課題＞  
特になし 
 
 
 ＜その他事項＞  
（審議会の意見） 
・評価対象となる指標が，今
年度はいずれも昨年度および
一昨年度に比べて遜色ないこ
とから，主務大臣による評価
「Ｂ」は妥当である。 
 
 



 

H30 年度－49 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）次世代水産業及
び他分野技術の水産
業への応用のための
研究開発 
 
オーミクス解析技

術を導入し、有用形質
とリンクした遺伝子
発現や代謝産物に関
する情報の蓄積と有
用な遺伝子や分子マ
ーカーの探索等によ
り、育種や環境診断、
環境修復、重要水産資
源の評価技術等の高
度化のための基盤と
なる技術を開発する。
また、次世代の水産業
に重要な気候変動へ
の適応化に資する研
究開発を行い、水産業
の気候変動へのレジ
リエンス（順応力）の

ついて、ブリを対象
として検討する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）次世代水産業
及び他分野技術の水
産業への応用のため
の研究開発 
 
・オーミクス情報の
データベース構築を
開始する。 
 
 
・また、オーミクス
技術に基づいた育種
や環境診断・修復等
に関する技術開発を
進めるとともに、必
要に応じて基礎とな
る情報等の収集、予
備試験を実施する。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
〔アウトカム〕 
・放射性物質に関する研究は、震災後8年経過しても
なお社会的関心の高い問題であるため、メディアおよ
び水産庁を通じた多くの問い合わせがあり適切に対処
した。一般向けのパンフレット、シンポジウムへの対
応など多くの著作物を通じて成果を発信した。 
・水中グライダー観測を容易にするシステム開発が進
んでおり、グライダーを使った沖合観測データの充実
が、海況予報等に広く活用されている海洋予測システ
ム(FRA-ROMS)の精度向上に貢献した。 
・新海況予測システムの開発・改良が確実に進んでお
り、その成果が水産庁事業での今後の活用が期待でき
る。 
・遺伝資源は機構内外に配布され、育種、魚病対策な
どの研究開発に役立っており、ワムシ類に関しては餌
料として種苗生産技術開発に寄与した。 
・保存している各種標本は国や地方の事業で行われる
研究開発の材料として用いられ、科学的成果の創出に
貢献している。 
 
 

（２）次世代水産業及び他分野技術の水産業への応用

のための研究開発 
 
 
・オーミクス情報のデータベースの管理・利用方針を
作成し、データ閲覧・ダウンロードが可能なインター
フェースを構築した。また、一部のオーミクスデータ
を格納し、機構内部での試験運用を開始した。 
 
・育種に関しては、(1)配布用クロマグロDNA多型情報
データベースを完成し、(2)ニホンウナギの大規模交配
家系の遺伝解析により仔魚期間が遺伝することを明ら
かにするとともに、15,917の SNP座についてジェノタ
イピングデータを得て、変態開始時日齢に関するゲノ
ムワイド相関解析及びゲノム育種価の推定を行い、(3)
アコヤガイについて真珠のRGB 画像を用いた品質推定
アルゴリズムを開発した。その他、ブリ全予測遺伝子
配列情報の公表、スジアラドラフトゲノム配列の構築、
天然ウナギ仔魚の餌料構成要素リスト化などの成果を
あげている。環境診断に関しては、(1)統合オーミクス
技術で基礎生産者である珪藻の活性診断技術を開発
し、(2)クロマグロ養殖場に調査定点を設け、メタゲノ



H30 年度－50 
強化に寄与する。卓越
した飼育技術や漁労
技術等のデジタルア
ーカイブ化を進め、技
術の継承並びに人手
不足対策とコスト削
減対応のためのロボ
ット技術の開発に貢
献する。さらに、ＩＣ
Ｔ技術や再生可能エ
ネルギー活用技術等
を取り込んで次世代
水産業のための基盤
技術の開発に取り組
む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・気候変動や酸性化
が生態系に及ぼす影
響予測、気候変動へ
の適応に関する研究
を継続する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・技術の伝承やロボ
ット技術の基盤構築
のため、引き続き「匠
の技」のデジタルア
ーカイブ化を進める
とともに、技術の鍵
となる部分を画像等
で確認する。 
 
・漁業労働力不足解
決の一環として、漁
業の担い手問題を定
量的に分析するため
の調査を本格的に実
施する。 

ム解析(真核・原核生物)の時系列モニタリングを実施
した。赤潮動態予測マーカーの探索に関しては、有害
赤潮藻カレニアの光ストレス応答遺伝子を特定した。
環境修復に関しては、野外水槽内で竹炭を底質に埋設
したところ電位低下が対象区に比べ小さくなるなど
(環境負荷が小さい)有効性が立証され、野外での自立
式電位測定装置を開発した。合わせて、基礎となる情
報等の収集や予備試験を実施し、底生動物の抽出液や
セルラーゼ(市販)を添加することで、有害・有毒プラ
ンクトンシストの発芽数が減少した。 
 
・岩手県船越湾においては、温暖化による沿岸域の水
温・栄養塩環境変化がワカメの生育に与える影響の評
価を開始した。また、将来の温暖化の生態系影響評価
に資する情報の取得を目的として、宮城県長浦湾にお
ける過去の長期的な気候変動と動植物プランクトンの
変遷に関する堆積物情報を取得した。日本周辺海域の
海洋表層二酸化炭素濃度(pCO2)と表層栄養塩濃度のモ
ニタリングを行い、国際データベースを通じて取得デ
ータを公表すると共に、取得データを用いた海洋 CO2
吸収量の高精度算定結果と栄養塩の経年変動に関する
解析結果をそれぞれ論文・国際シンポジウム等により
公表した。また、海洋中層における酸性化の進行状況
と、それに対応した中層浮遊性有孔虫の分布および殻
厚の変化に関する調査結果をとりまとめ、刊行図書と
して公表した。岩礁生態系の酸性化応答に関する 5年
間におよぶ飼育実験の結果をとりまとめ、国際学会を
含む複数の学会報告として公表した。急潮について、
リアルタイム急潮予測システムで採用している「急潮
指数」を日本沿岸の潮流近未来予測モデル出力結果に
適用し、将来における急潮現象の頻度・継続時間等の
増減傾向の評価を行った。 
 
・「匠の技」については、ワムシ培養やタイラギの飼育、
珪藻培養について、熟練者による作業のデジタルアー
カイブ化を進めた。要所やコツを肉声で説明してもら
い動画と共に記録し、鍵となる技術について調査協力
者と確認し、整理した。また、航海シミュレータを使
って、漁船操船技術のデジタル計測を実施した。 
 
 
 
・担い手問題については、定量的に分析するための調
査を実施した。6 次産業化による問題解決のため、フ
ィールド調査や既存報告のメタ解析を行った。高鮮度
高付加価値商品は水揚げから消費までの時間が価値を
決定するため、地場で消費できる 6次産業化の事例が
多いことを明らかにした。また、低・未利用魚介類に



 

H30 年度－51 

 
 
 
 
 
 
 
・離島漁業振興策と
して再生可能エネル
ギーの利用促進を図
るため、水素燃料電
池漁船の最善な設計
案を確定する。 
 
・漁船ビッグデータ
を活用するために必
要な技術課題を整理
するとともに、ウェ
ザールーティングの
効果を検証する。 
 

付加価値を付けて 6次産業化する事例も多く、これは
地域内の既存ステークホルダーとの軋轢を回避するた
めと推察された。 
水産業就業者不足に対する直接的な解決策として高齢
化対策と女性の就業を促進するため、北海道と協力し
て研究を実施し、道庁職員の研修で情報提供を行った。 
 
・水素燃料電池養殖作業船については、離島で使用中
の養殖作業船の性能を模型試験等で評価した上で、複
数の一般配置案を地元漁業者に提示し、出された意見
を参考にして試設計案を作成した。 
 
 
 
・調査船たか丸を沿岸漁船に見たてたビッグデータ運
用実験を通年実施し、活用に必要な技術的課題を整理、
解決すると共に、ウェザールーティングによる「安全
かつ最短時間」航路の沿岸漁船への有用性を確認した。 
 
 
 
〔アウトカム〕 
・ブリのドラフトゲノム作成と遺伝子予測を行い、こ
れらの塩基配列と予測遺伝子を論文として公表すると
ともに、中央水産研究所のホームページで公開した。 
・天然ウナギ仔魚餌料の構成要素物質のリスト化や、
餌料要素と考えられる微生物の単離培養の成功、餌料
環境の理解など、ニホンウナギ仔魚の種苗育成技術開
発に資する知見・資料などの蓄積が着実に進んでいる。 
・三陸沿岸の栄養塩供給モデルを使用したワカメ養殖
場における栄養塩濃度の 50 日間予報の公表を開始し
たことは、ワカメ養殖の芽落ちの回避に役立っている。 
・海洋のCO2収集量算定結果については、2019年度に
刊行予定のIPCCの海洋・雪氷圏に関する特別レポート
に引用されているほか、環境省気候変動小委員会「日
本の気候変動とその影響」等の広範な分野で行政的に
利用されている。 
・冨山湾における急潮発生機構が解明されたことによ
り、同湾における急潮予測の精度が向上した。 
・飼育技術のビデオ画像は、技術講習会資料として使
われ始めている。 
 

 

４．その他参考情報 

（諸事情の変化等評価に関連して参考となるような情報について記載） 



H30 年度－52 
 

様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式 

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 
第3 

  第3-3 
研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

  人材育成業務 
関連する政策・施策 水産基本計画 

 
当該事業実施に係る根拠（個別

法条文など） 
国立研究開発法人水産研究・教育機構法（平成11年法律第199号）第12条 

当該項目の重要度、難易

度 
重要度：高 難易度：高 関連する研究開発評価、政策評

価・行政事業レビュー 
行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 
２．主要な経年データ（※(評)評価指標、(モ)モニタリング指標、(定)定量的指標） 
 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

 達成目標 基準値等 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度   ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
水産業及びその関連分
野への就職割合(定) 75％以上 75％以上 86.2％ 83.4％ 85.5％    予算額（千円） 3,966,449 3,977,000 2,062,500   

二級海技士免許筆記試
験受験者の合格率(定) 80％以上 80％以上 83.3％ 85.7％ 84.2％    決算額（千円） 4,158,000 4,207,926 2,376,698   

          経常費用（千円） 2,210,923 2,288,799 2,415,415   
          経常利益（千円） 31,238 26,129 5,897   
          行政サービス実施コスト（千円） 3,181,175 2,166,562 2,198,268   
          行政コスト（千円）   －   
          従事人員数 158 160 163   
 
３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価軸
（評価の視
点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 

 
３ 人材育成業務 

 
「水産基本計画」に

即し、水産業が直面す
る諸課題に的確かつ
効果的に対処すべく、
水産業を担う人材の
育成を図るため、水産
に関する学理及び技
術の教授並びにこれ
らの業務に係る研究

 
３．人材育成業務 

 
「水産基本計画」に

即し、水産業が直面す
る諸課題に的確かつ
効果的に対処すべく
水産業を担う人材の
育成を図るため、水産
に関する学理及び技
術の教授並びにこれ
らの業務に係る研究

 
３．人材育成業務 
 
「水産基本計画」に

即し、水産業が直面す
る諸課題に的確かつ
効果的に対処すべく
水産業を担う人材の
育成を図るため、水産
に関する学理及び技
術の教授並びにこれ
らの業務に係る研究

 
【評価の視
点】 
✓水産業を
担う中核的
な人材を育
成する教育
が持続的に
行われてい
るか 
 
（その他の

＜主要な業務実績＞ 
３．人材育成業務 
 
教育の質の向上及び教育機関としての認定等の維持

に努め、水産業及びその関連分野への就職割合 75%以
上の確保、二級海技士免許筆記試験受験者の合格率
80%以上を確保するなど、水産業を担う中核的な人材を
育成する教育を持続的に実施した。 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞ 
評定：B 
 
数値目標である水産業

及びその関連分野への就
職割合並びに、二級海技士
免許筆記試験受験者の合
格率を達成するとともに、
教育機関としての認定等
の維持に努めた結果、再審
査となるような重要な変
更等もなく、人材育成教育

評定：Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

本年度における主な業務実績

は、 

 

 

 

 

 

 

 



 

H30 年度－53 

を行う。 

 
（１）教育機関として
の認定等の維持 
 
水産の専門家とし

て活躍できる人材を
育成するため、独立行
政法人大学改革支
援・学位授与機構によ
る教育課程の認定及
び一般社団法人日本
技術者教育認定機構
（ＪＡＢＥＥ）による
技術者教育プログラ
ムの認定並びに国土
交通大臣による船舶
職員養成施設として
の登録を維持する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を行う。 

 
（１）教育機関として
の認定等の維持 
 
水産の専門家とし

て活躍できる人材を
育成するため、独立行
政法人大学改革支
援・学位授与機構によ
る教育課程の認定及
び一般社団法人日本
技術者教育認定機構
（ＪＡＢＥＥ）による
技術者教育プログラ
ムの認定、並びに国土
交通大臣による船舶
職員養成施設として
の登録を維持する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

を行う。 
 
（１）教育機関として
の認定の維持 
 
水産の専門家とし

て活躍できる人材を
育成するため、独立行
政法人大学改革支
援・学位授与機構によ
る教育課程の認定及
び一般社団法人日本
技術者教育認定機構
（ＪＡＢＥＥ）による
技術者教育プログラ
ムの認定、並びに国土
交通大臣による船舶
職員養成施設として
の登録を維持する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

指標） 
✓独立行政
法人大学改
革支援・学位
授与機構に
よる教育課
程の認定状
況 
 
✓一般社団
法人日本技
術者教育認
定機構（ＪＡ
ＢＥＥ）によ
る技術者教
育プログラ
ムの認定状
況 
 
✓国土交通
大臣による
船舶職員養
成施設の登
録状況 
 
（主な定量
的指標） 
✓二級海技
士免許筆記
試験受験者
の 合 格 率
80％を確保
しているか 
 
✓水産業及
びその関連
分野への就
職 割 合 が
75％以上確
保している
か 
 
 
 
 
 

 

 
 
（１）教育機関としての認定の維持 
 
 
①独立行政法人大学改革支援・学位授与機構による教
育課程の認定を維持するため、以下のファカルティ
ー・ディベロップメント（FD：教員が授業内容・方法
を改善し向上させるための組織的な取組の総称）活動
を通じて教育の質の向上を図った。 
・学生による授業評価アンケートを実施し、授業の改
善に反映した。 
・教員による授業参観及び勉強会を実施し、教員間で
意見交換を行い、授業の進め方について知見を共有し
た。 
・各学科においても一般社団法人日本技術者教育認定
機構（JABEE）の基本的な考え方を理解するための取り
組みを通じ、授業改善を行った。 
・山口大学開催の講演会（テーマ：大学教育とアクセ
シビリティ）を、遠隔講義システムを用いて水産大学
校で受信・受講した。 
 
 また、水産学研究科履修規程の一部改正に伴い、学
位授与機構へ変更の届け出を行った。 
 
 平成30年度において、再審査となる重要な変更はな
かった。 
 
②JABEEによる認定を維持するため、上記①のFD活動
に加え、以下の取り組みを行った。 
・2019年度JABEE認定基準改定に対応するため、JABEE
認定基準改定説明会に参加し収集した情報を踏まえ、
情報科学に関連する科目についてはシラバスの学習・
教育到達目標欄に「C」（数学、自然科学及び情報技術
に関する知識とそれらを応用できる能力）の記載を行
った。 
・学生が卒業論文、卒業研究において、ラボノートを
作成する際の参考図書を蔵書として整備するなど、図
書館を学生が積極的に活用出来るよう配慮した。 
 
 平成30年度において、再審査となる重要な変更はな
かった。 
 
③国土交通大臣による船舶職員養成施設に係る取組と
して、以下を実施した。 
・資質基準に適合した教育システム（資質基準システ
ム（Quality Standard System）（以後、QSSという））
について、国土交通省から委託を受けた日本海事協会

の持続性を維持するなど、
所期の目標を達成できた
ことからB評価とした。 
 
＜課題と対応＞ 
特になし。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（１）教育機関としての認定

の維持 

 

・大学改革支援・学位授与機

構による本校の教育課程の認

定維持に必要な取組を適切に

実施している。 

 

・日本技術者教育認定機構

（JABEE）による本校の教育課

程の認定維持に必要な取組を

適切に実施している。 

 

・国土交通大臣による船舶職

員養成施設認定の登録維持に

必要な取組を適切に実施して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



H30 年度－54 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

による監査を受け、「水産大学校の海技士教育は国際
基準を十分に満たしている。」、「JABEE 認定、FD活
動、ECDIS(電子海図情報表示装置)講習の教育向上、外
部コミュニケーションとして保護者との懇談会や企業
との意見交換の実施並びにQSS に関する記録及び書類
の作成・保管が適切である等が主な長所として優れて
いる。」との評価を受けた。 
・STCW条約改正に伴う設備及び講習等に対応して、船
舶職員及び小型船舶操縦者法施行規則第4条の4の規
定に基づくECDIS 講習を実施するとともに、船舶職員
及び小型船舶操縦者法施行規則第 3 条の 6 第 1 項第 2
号、第4号及び第5号の規定に基づく救命講習として、
専攻科授業科目の「応用海技演習」で、救命艇及び進
水装置を使用しての救命講習を実施した。このことに
より、海洋生産管理学科及び専攻科船舶運航課程、海
洋機械工学科及び専攻科舶用機関課程は、それぞれ三
級海技士（航海）第一種養成施設及び三級海技士（機
関）第一種養成施設としての登録船舶職員養成施設、
海技免許講習登録機関、船舶衛生管理者適任証書の登
録機関、第一級海上特殊無線技士長期型養成課程及び
登録小型船舶教習所等において登録認定機関を維持し
た。 
・船舶職員養成施設の登録申請等要領第9条の1の規
定により、教員人事異動等に伴う変更届出を行った。 
・漁業練習船「耕洋丸」と「天鷹丸」については、練
習船として国土交通省より認定を受けており、三級海
技士免許取得に必要な乗船実習を行った。また、２隻
体制での各学科のカリキュラムに沿った乗船実習を維
持した。 
・「天鷹丸」では調査船としての設備・機能を活かし
て、日本海区水産研究所の調査を専攻科乗船実習期間
中にも 3航海実施することにより、最新の調査体験や
調査員による講義を実施した。 
・漁業練習船「天鷹丸」については、調査機能を併せ
持つ新しい漁業練習船（船舶職員及び小型船舶操縦者
法施行規則別表第六備考 2における国土交通大臣が別
に定める基準に適合する練習船で、登録船舶職員養成
施設の教育の内容の基準等を定める告示別表第五練習
船による実習の基準における「練習船の設備」として
必要な設備を搭載）として平成29年 10月に竣工し、
平成30年 7月 13日に公益社団法人日本船舶海洋工学
会が授賞するシップ･オブ･ザ･イヤー2017の「漁船･作
業船部門賞」を受賞した。 
・水産庁補助事業（水産高校卒業生を対象とした海技
士養成事業（海技士養成のための実習計画、指導マニ
ュアル策定事業））を実施し、実習計画と指導マニュ
アルを作成した。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

H30 年度－55 

 
（２）水産に関する学
理及び技術の教育 
 
水産資源の持続的

な利用、水産業の担い
手の確保、安全な水産
物の安定供給など、水
産業の課題や水産政
策の方向性を踏まえ、
水産に関連する分野
を担う有為な人材を
供給するため、水産大
学校の本科、専攻科及
び水産学研究科にお
いて、広く全国から意
欲ある学生を確保す
る。また、裨益する水
産業界との取組や機
構の各研究所等への
インターンシップの
充実や機構の研究開
発に携わった学生に
対する単位認定の仕
組みの構築を検討す
ることなどにより教
育内容の高度化等を
図り、水産業、水産政
策の重要課題に的確
に対応する幅広い見
識と技術、実社会での
実力を発揮するため
の社会人基礎力を有
する、創造性豊かで水
産の現場における問
題解決能力を備えた
人材の育成を行う。 
 
ア 本科 
 
本科では、水産全般

に関する基本的な知
識の上に、各学科の専
門分野の教育・研究を
体系的に行い、水産の
専門家として活躍で
きる人材を育成する。 
この場合、諸分野が

 
（２）水産に関する学
理及び技術の教育 
 
水産資源の持続的

な利用、水産業の担い
手の確保、安全な水産
物の安定供給など、水
産業の課題や水産政
策の方向性を踏まえ、
水産に関連する分野
を担う有為な人材を
供給するため、水産大
学校の本科、専攻科及
び水産学研究科にお
いて、広く全国から意
欲ある学生を確保す
る。また、裨益する水
産業界との取組や機
構の各研究所等への
インターンシップの
充実や機構の研究開
発に携わった学生に
対する単位認定の仕
組みの構築を検討す
ることなどにより教
育内容の高度化等を
図り、水産業、水産政
策の重要課題に的確
に対応する幅広い見
識と技術、実社会での
実力を発揮するため
の社会人基礎力を有
する、創造性豊かで水
産の現場での問題解
決能力を備えた人材
の育成を行う。 
 
ア 本科 
 
本科に、水産流通経

営学科、海洋生産管理
学科、海洋機械工学
科、食品科学科及び生
物生産学科の５学科
を置き、水産全般に関
する基本的な知識の
上に、各学科の専門分

 
（２）水産に関する学
理及び技術の教育 
 
本科、専攻科、水産

学研究科の定員確保
に努めながら、教育内
容の高度化を図るこ
とにより、水産に関す
る幅広い見識と技術、
実社会でその実力を
発揮するための社会
人基礎力を身に付け
させ、創造性豊かで水
産の現場での問題解
決能力を備えた人材
を育成するため、以下
を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ア 本科 
 
水産全般に関する

基本的な知識の上に
各学科の専門分野の
教育・研究を体系的に
行い、水産の専門家と
して活躍できる人材
を育成する。その際、
練習船・実験実習場に

 
（２）水産に関する学理及び技術の教育 
 
 
本科、専攻科、水産学研究科の定員確保に努めなが

ら、水産に関する幅広い見識と技術、実社会でその実
力を発揮するための社会人基礎力を身に付けさせ、創
造性豊かで水産の現場での問題解決能力を備えた人材
を育成するため、以下を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ア 本科 
 
新入学生の学力差を緩和させるため、リメディアル

教育の実施による基礎学力の向上に配慮するととも
に、水産全般に関する基本的な知識の上に各学科の専
門分野の教育・研究を体系的に行い、水産の専門家と
して活躍できる人材育成を以下のとおり実施した。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（２）水産に関する学理及び

技術の教育 

 

・１年次の水産学概論におい

て、機構の役員等による講義

を行うほか、水産物を取り扱

う産地市場や水産物の加工場

等の水産関連施設の見学、魚

市場での新鮮な魚の調理実習

などの水産への動機付け教育

を行っている。 

 

・練習船による乗船実習、水

産現場体験、各研究所でのイ

ンターンシップ等の実地体験

型教育を実施している。 

 

・自治体、漁業協同組合、水

産関連企業等の幹部等による

特別講義等を実施し、最新の

情勢・動向等を学生に理解さ

せる教育を行っている。 

 

・教育対応研究で得られた最

新の知見等を講義に積極的に

取り入れるほか、問題解決型

教育として、エンジニアリン

グデザイン能力を取得する教

育を実施するなど教育内容の

高度化を図っている。 

 

・平成30年度の専攻科修了生

の海技士免許取得及び試験の

合格実績は、３級海技士免許

取得率は 96％（航海 100％、

機関93.3％）、２級海技士免

許筆記試験合格率は 84.2％

（航海78.6％、機関87.5％）、

１級海技士免許筆記試験には

10 名（航海：3 名、機関：7

名）が合格しており、計画の 

二級海技士免許筆記試験合格



H30 年度－56 
総合的・有機的に関連
する水産業・水産学の
特徴に鑑み、低学年で
の動機付け教育から
高度の専門教育まで
を体系的かつ総合的
に実施し、練習船、実
験実習場等を活用し
た実地体験型教育の
充実を図りつつ、水産
に関する最新の行
政・産業ニーズ等の動
向を的確に反映した
教育を実施する。その
際、問題解決に向けた
企画から実施、解決に
至る一連の取組を主
導できる能力を育む
教育を実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

野の教育・研究を体系
的に行い、水産の専門
家として活躍できる
人材を育成する。 
この場合、諸分野が

総合的・有機的に関連
する水産業・水産学の
特徴に鑑み、低学年で
の動機付け教育から
高度の専門教育まで
を体系的かつ総合的
に実施し、練習船、実
験実習場等を活用し
た実地体験型教育の
充実を図りつつ、水産
に関する最新の行
政・産業ニーズ等の動
向を的確に反映した
教育を実施する。その
際、問題解決に向けた
企画から実施、解決に
至る一連の取組を主
導できる能力を育む
教育を実施する。 
 
 
(ｱ) 水産に関する総
合的な教育の推進 

 
水産大学校は、我が

国で唯一、諸分野が総
合的・有機的に関連す
る水産業・水産学を包
括的に扱っている水
産専門の高等教育機
関であり、水産への志
向性を低学年から動
機付ける教育から高
度の専門教育までを
他学科の科目の履修
等を含め体系的に実
施し、水産に関する学
理及び技術の総合的
な教育を推進する。 
 
 
 
 

加え、調査船、研究施
設の活用を図るべく、
教育内容の検討を行
う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ｱ) 水産に関する総
合的な教育の推進 
 
水産に関する学理

及び技術の総合的な
教育を推進するため、
水産への志向性を低
学年から動機付ける
教育から高度の専門
教育までを他学科の
科目の履修等を含め
体系的に実施する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ｱ) 水産に関する総合的な教育の推進 
 
 
①水産への志向を動機付ける教育として、1 年次前期
に開講する水産学概論において、機構役員、水産大学
校幹部職員が講義を行い、水産に関する興味と幅広い
知識を持たせたほか、慣海性を養うために、1 年次の
海技実習で行う「遠泳」のための個人指導の実施や、
魚食に慣れ親しむために、水産物を取り扱う産地市場
や加工工場等の見学を積極的に実習に取り入れた。ま
た、魚市場で新鮮な魚の調理実習を行うなど、実地体
験型教育を引き続き実施した。 
②水産に関する総合的知識を身に付けさせるため、以
下を実施した。 
・4 学科で他学科の学生向けの専門教育科目を必修科
目として開講。 
・他学科が開講する専門教育科目の履修を認め、自由
選択科目として一定の条件のもとに修得した単位を自
学科の卒業に必要な単位として認める。 
・共通教育科目の水産一般科目で各学科が他学科のた
めの必修科目を開講。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

率の80%を上回っている。 

 

・大学改革支援・学位授与機

構において、平成30年度研究

科修了生4名、平成29年度研

究科修了生 7 名に、修士の学

位が授与されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

H30 年度－57 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
(ｲ) 練習船、実験実習
場等を活用した実地
体験型教育の推進 
 
水産業・水産学への

理解の促進と現場対
応能力の養成のため、
水産大学校の練習船、
実験実習場等の施設
及び市場や漁村など
といった水産現場を
活用した実地体験型
教育を、座学との効果
的な組み合わせによ
り推進する。さらに、
グローバル産業であ
る水産業の特徴を踏
まえ、国際共同調査や
公海域等での漁業実
習等を通じ、国際的視
野での水産資源管
理・利用教育を実施す
る。その際に、機構の
各研究所等との連携
を図りつつ教育内容
の高度化を図る 
 
 
(ｳ) 水産に係る最新
動向の教育への的確
な反映と問題解決型
教育の推進 
 
水産庁をはじめと

する水産行政機関、試
験研究機関、水産団
体・企業等の幹部等現
場の第一線で活躍す
る者による講義等を
学内の授業や水産現
場などで体系的に実
施し、水産業の課題や
水産に係る最新動向
を理解させるほか、教
育職員自らの研究成
果も含め、内外の最新
の研究・技術情報を取

 
(ｲ) 練習船、実験実習
場等を活用した実地
体験型教育の推進 
 
座学と実験、実習を

組み合わせたカリキ
ュラムの下で、授業に
おいて、練習船、実験
実習場等の施設及び
市場や漁村などとい
った水産現場を活用
するほか、国際共同調
査や公海域等での漁
業実習等を可能な範
囲で実施する。 
また、機構の各研究

所等との連携を図り、
共同調査航海の実施
や研究施設を活用し
た教育内容の検討を
行う。 
 

 
 
 
 
 
 
(ｳ) 水産に係る最新
動向の教育への的確
な反映と問題解決型
教育の推進 
 
水産庁をはじめと

する水産行政機関、試
験研究機関、水産団
体・企業等の幹部等に
よる講義等を学内の
授業や水産現場など
で体系的に実施する。 
また、教育職員自ら

の研究成果も含め、内
外の最新の研究・技術
情報を取り入れた講
義及び演習等により、
企画から実施、解決に
至る一連の取組を主

 
(ｲ) 練習船、実験実習場等を活用した実地体験型教育
の推進 
 
 
①カリキュラム編成において、共通教育科目を 1、2
年次に開講して基礎的な事項を理解させ、その後に高
度な専門教育科目を開講するようにカリキュラム編成
を行った。特に海技士教育は本科及び専攻科までを通
じた 5カ年一貫教育を意識し、座学と乗船実習を組み
合わせた効果的・効率的なカリキュラム編成の下で実
施した。 
②練習船を用いた実習では、海洋観測、海洋調査、漁
業操業等を洋上で行い、その手法やスキルを学ばせた。
また、遠洋航海実習では、外国の寄港地における国際
交流を通じて、国際感覚を養うとともに、国際貢献及
び国際交流の重要性を認識させた。 
③水産現場（市場、施設など）の見学やそこで働く人
との対話を通じて水産現場の状況や問題点を認識させ
た。 
④機構の各研究所等との連携による教育現場への対応
として、機構本部及び研究所職員が特別講義や集中講
義を行った。また、機構の各研究所を対象に、従来の
インターンシップに加え、2 年次の春期休業日に参加
できるインターンシップを設け、多様な体験が可能に
なるよう制度の充実を図った。 
 
 
 
(ｳ) 水産に係る最新動向の教育への的確な反映と問題
解決型教育の推進 
 
水産関連有識者による講義について、水産研究所か

ら講師を積極的に招いて統合効果の発揮に努めたほ
か、問題解決型教育として、「技術者倫理」において
学科混成のグループ学習により適切な解決策や方法を
見つけていく能力（エンジニアリングデザイン能力）
を習得するための授業を実施するなど、以下のような
教育の推進に努めた。 
 
①各学科共通専門科目の「水産特論」を水産庁幹部職
員、機構職員等を講師として行った。また、自治体、
漁業協同組合、水産関連企業等の幹部・担当責任者に
よる特別講義等を実施し、最新の情勢・動向、最先端
の技術情報及び産業界や消費者ニーズ等について理解
させた。 
②各学科で実施している教育対応研究で得られた最新
の知見や研究・技術開発情報を積極的に講義に取り入

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



H30 年度－58 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

り入れた講義及び演
習等により、企画から
実施、解決に至る一連
の取組を主導できる
能力を育む問題解決
型の教育（エンジニア
リングデザイン教育）
を推進する。さらに、
裨益する水産業界と
の取組や機構の各研
究所へのインターン
シップの充実等によ
り教育内容の高度化
等を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ｴ) 社会人基礎力の
強化 

 
乗船実習や水産現

場での実習、問題解決
型教育等を積極的に
実施していく中で、社
会人基礎力の涵養を
図る。これに対する評
価については、就職先
等への調査を実施し
把握する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ｵ) 各学科の専門分
野の教育・研究 
 

導できる能力を育む
問題解決型の教育（エ
ンジニアリングデザ
イン教育）を実施す
る。 
さらに、裨益する水

産業界との取組や機
構の各研究所等への
インターンシップの
充実等により教育内
容の高度化等を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(ｴ) 社会人基礎力の
強化 

 
乗船実習や水産現

場での実習、問題解決
型教育等において、①
前に踏み出す力（アク
ション）、②考え抜く
力（シンキング）、③
チームで働く力（チー
ムワーク）を身に付け
るための教育を行う。
また、就職先の企業に
対し、水産大学校（水
大校を含む）出身者が
こうした力を発揮し
ているかについて調
査する。 
 
 
 
 
 
(ｵ) 各学科の専門分
野の教育・研究 
 

れたほか、2 年次に開講する技術者倫理においては、
問題解決型教育（PBL）として、学科混成のグループ学
習によるアクティブラーニング形態を取り入れ、適切
な解決策や方法を見つけていく能力（エンジニアリン
グデザイン能力）を習得できる授業を行った。これら
により、最新の研究等に触れる機会を増やすとともに、
実社会における対応力の向上につなげた。 
③学生のインターンシップ参加を促進し、機構内の研
究所において計12名が参加したほか、地方自治体の水
産関連部署、水産関連企業、団体等で合計44名の学生
がインターンシップに参加した。なお、水産研究・教
育機構でのインターンシップは夏期（従来型）が7名、
春期（平成30年度新規）が5名参加した。参加した学
生においては、それぞれの業務で実情を理解し、高い
職業意識が培われるとともに、自己の努力すべき点を
見出し、学習意欲が喚起された。また、インターンシ
ップ先において水産大学校の学生は水産関連の職場に
おける課題や問題に対する姿勢、解決能力に対し高い
評価を受けるなど、問題解決型教育としての成果が反
映される結果が得られた。 
 
 
(ｴ) 社会人基礎力の強化 
 
 
・乗船実習や水産現場での実習等を行ったほか、問題
解決型教育としては、2 年次に開講する全学科共通の
「技術者倫理」において、問題解決型教育（PBL）とし
て、学科混成のグループ学習によるアクティブラーニ
ング形態を取り入れ、適切な解決策や方法を見つけて
いく能力（エンジニアリングデザイン能力）を習得す
る授業を実施したほか、卒業研究・論文において、研
究課題決定、計画立案、資料収集等の実践と成果発表
等を組み合わせて実施した。また、キャリアガイダン
ス等の実施により、社会人基礎力を養った。 
・社会人基礎力が身に付いているかを調査するため、
合同企業説明会に参加した企業に対して、水産大学校
を卒業した従業員の能力についてアンケートを実施
し、①積極的に仕事に取り組む力（アクション）、②
考え抜く力（シンキング）、③チームで働く力（チー
ムワーク）について5 段階中の上位2段階である「十
分評価」、「ほぼ評価」と評価された割合は 3項目で
8割を超えた。 
 
 
(ｵ) 各学科の専門分野の教育・研究 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

H30 年度－59 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 専攻科 
 
水産の現場で不可

欠な水産系海技士の
育成を図るため、船舶
運航、漁業生産管理、
舶用機関及び水産機
械等に係る知識と技
術を備えるための専
門教育と、水産に係る
広範な知識と技術を
取得させるための教
育を、本科関連学科の
段階から一貫教育で
実施することにより、
上級海技士資格を有
する水産系海技士と
して活躍できる人材
を育成する。その際、
三級海技士資格取得
を前提に、二級海技士

水産全般に関する
基本的な知識ととも
に、各学科の専門分野
の教育・研究を体系的
に行い、水産の専門家
として活躍できる人
材を育成する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 専攻科 
 
水産の現場で不可

欠な水産系海技士の
育成を図るため、船舶
運航、漁業生産管理、
舶用機関及び水産機
械等に係る知識と技
術を備えるための専
門教育と、水産に係る
広範な知識と技術を
取得させるための教
育を、本科関連学科の
段階から一貫教育で
実施することにより、
上級海技士資格を有
する水産系海技士と
して活躍できる人材
を育成する。その際、
三級海技士資格取得
を前提に、二級海技士

水産全般に関する
基本的な知識ととも
に、各学科の専門分野
の教育・研究を体系的
に行い、水産の専門家
として活躍できる人
材を育成する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
イ 専攻科 
 
船舶運航、漁業生産

管理、舶用機関及び水
産機械等に係る知識
と技術を備えるため
の専門教育と、水産に
係る広範な知識と技
術を取得させるため
の教育を、本科関連学
科の段階から一貫し
て実施し、上級海技士
資格を有する水産系
海技士として活躍で
きる人材を育成する。
その際、三級海技士資
格取得を前提に、二級
海技士免許筆記試験
受験者の合格率 80％
を目指す。 
 

水産全般に関する基本的な知識を身に付けるととも
に、水産の専門家として活躍できる人材を育成するた
め、各学科の専門分野の教育・研究について、以下を
実施した。 
・水産流通経営学科においては、社会学的なアプロー
チによって水産業（漁業、水産流通業、水産加工業等）
の経営分野と水産物流通分野において、現場に根ざし
た実践的な教育と研究を行った。 
・海洋生産管理学科においては、水産資源－海洋環境
－生産管理に関わる分野を科学的手法によって解明
し、船舶の最新技術をもって水産資源を持続的、計画
的に利用するとともに、新しい水産業を展開するため
に必要な基礎的な学理をはじめ、幅広い理論や応用技
術に関する教育・研究を行った。 
・海洋機械工学科においては、物理を中心に生物や化
学もとり入れた海洋・水産技術と機械工学との融合を
図り、新たな技術分野を切り拓くための教育・研究を
行った。 
・食品科学科においては、水産物の健康増進機能や、
水産食品に由来する危害、さらには水産物の高度利用
技術についての教育・研究を行った。 
・生物生産学科においては、自然環境との調和を図り
つつ水産資源を持続的に利用する方法及び水産動植物
の増養殖に必要な基礎学理から最新の応用技術までの
総合的な教育・研究を行った。 
 
 
イ 専攻科 
 
船舶運航、漁業生産管理、舶用機関及び水産機械等

に係る知識と技術を備えるための専門教育と、水産に
関する広範な知識と技術を有する水産系海技士の育成
に関して、以下の取組を実施した。 
①本科関連学科（海洋生産管理学科・海洋機械工学科）
の入試段階より積極的な高校訪問を行い、海技士免許
取得希望者を対象とした本科推薦入試制度を実施した
ほか、本科生に対する海技士の魅力、就職状況、メリ
ット等の説明、個別の進路指導等を行った結果、専攻
科定員の充足率は 100%（50 名）となった。なお、31
年度専攻科生については、51名（船舶運航課程23名、
舶用機関課程28名）を確保した。 
②座学（講義）、実験棟及び練習船における実務（実
習）を通じた水産系海技士養成のための教育を実施し
たほか、上級の海技士免許筆記試験の受験を促進する
ため、一級海技士免許筆記試験合格者に対する表彰を
行った。また、漁業監督官・司法警察員としての経歴
を持つ練習船航海士等による、法令遵守等の講義と実
見（実習）実施や漁業取締り実務等に必要な生きた外

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



H30 年度－60 
免許筆記試験受験者
の合格率 80％を目指
すものとする。 
 
 
 
 
 
ウ 水産学研究科 
 
水産学研究科では、

本科又は大学で身に
付けた水産に関する
専門知識と技術を基
盤に、水産業及び水産
政策の重要課題解決
に向け、更に専門性の
高い知識と研究手法
に関する教育・研究を
行い、水産業・水産行
政・調査研究等におい
て、高度な技術指導や
企画・開発業務で活躍
できる人材を育成す
る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）水産に関する学
理及び技術の教授に
係る研究 
 
高等教育機関とし

て、研究は、教育と一
体かつ双方向で実施
すべき業務であり、

免許筆記試験受験者
の合格率 80％を目指
すものとする。 
 
 
 
 
 
ウ 水産学研究科 
 
水産学研究科では、

本科又は大学で身に
付けた水産に関する
専門知識と技術を基
盤に、水産業及び水産
政策の重要課題解決
に向け、更に専門性の
高い知識と研究手法
に関する教育・研究を
行い、国内外の学術交
流に積極的に参加す
ることによって、高度
な技術指導や企画・開
発業務で活躍できる
人材を育成する。特
に、水産業・水産行
政・調査研究等で求め
られる現場での問題
解決、水産施策、研究
等の企画、遂行、取り
まとめ等に係る高度
な能力と組織におけ
る指導者としての行
動のあり方を修得さ
せるほか、専門分野外
も含めた水産の総合
力を養い、広い視野を
持たせる。 
 
 
（３）水産に関する学
理及び技術の教授に
係る研究 
 
高等教育機関とし

て、研究は、教育と一
体かつ双方向で実施
すべき業務であり、

 
 
 
 
 
 
 
 
ウ 水産学研究科 
 
本科又は大学で身

に付けた水産に関す
る専門知識と技術を
基盤に、更に専門性の
高い知識と研究手法
に関する教育・研究を
行うとともに、教育・
研究面での指導力を
養成し、組織における
指導者としての行動
のあり方を修得させ
るために、研究科生を
ティーチングアシス
タントとして活用す
る。 
また、専門外の科目

を必要な修了単位と
して認め、専門分野外
も含めた水産の総合
力を養い、広い視野を
持たせる。 
このほか、研究論文

の対外的な発表や英
語を用いた学術交流
会への参加を積極的
に推進する。 
 
 
 
 
（３）水産に関する学
理及び技術の教授に
係る研究 
 
高等教育機関とし

て、研究は、教育と一
体かつ双方向で実施
すべき業務であり、

国語の修得等を図った。 
③平成 30 年度の専攻科修了生の海技士免許取得及び
試験の合格実績は、三級海技士免許取得率は96.0%（航
海 100%、機関 93.3%）、二級海技士免許筆記試験合格
率は84.2%（航海78.6%、機関87.5%）、一級海技士免
許筆記試験には10名（航海：3名、機関：7名）が合
格した。 
 
ウ 水産学研究科 
 
①ティーチングアシスタントとして延べ 11 名の研究
科生を活用し、組織における指導者としての役割につ
いて教授した。 
②専門分野外も含めた水産の総合力を養い広い視野を
持たせるため、他専攻の授業科目 8単位を限度に履修
単位として認めることとし、平成 30 年度は研究科 1
年次生12名全員が専門外科目を履修した（計34単位）。 
③2 年次生を対象に修士論文発表会と同一型式の中間
発表会を行い、発表方法、質疑応答の様子等を学習さ
せた。また、1、2年次生を対象に学内競争的資金の応
募教員 6名によるプレゼンテーションに参加させ、そ
の技法を学習させた。 
④大学改革支援・学位授与機構において、平成30年度
研究科修了生のうち年度内審査を希望した 4名が修士
の学位を授与された。残りの修了生 6名も修士の学位
申請を行った。なお、平成29年度研究科修了生のうち、
修士の学位申請を行っていた7名については、平成30
年 6月に全員が合格し、修士の学位が授与された。 
⑤研究科生による研究成果の外部への公表を推進し、
学会誌等への論文発表を2件、口頭発表を36件行った。
なお、研究科生の学生 3名が、それぞれ学会賞を受賞
した。 
⑥研究科生の国際的な研究対応能力を高めるために、
釜慶大学校との学術交流では計 10 名がポスター発表
を、上海海洋大学との学術交流においては計 3名が口
頭発表を行った。 
 
 
 
 
（３）水産に関する学理及び技術の教授に係る研究 
高等教育機関として、研究は、教育と一体かつ双方

向で実施すべき業務であり、「水産業を担う人材を育
成する」教育にとって重要な役割を担うものであるこ
とを踏まえて、以下を実施するとともに、裨益する水
産業界等からの意見を聴取しつつ、求められる人材育
成に資する研究を意識的に取り入れた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）水産に関する学理及び

技術の教授に係る研究 

 

・教育対応研究として、各学

科の研究課題に応じて計 60

の小課題に取り組み、その成

果を教育に反映している。 
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「水産業を担う中核
的な人材を育成する」
教育にとって、その基
盤として重要な役割
を担うものであるこ
とを踏まえたものと
する。 
なお、水産の現場で

活躍できる人材の育
成を目的としている
ことから、その研究
は、水産業が抱える課
題への対応を十分意
識したものとし、それ
に携わった卒業生に
より、水産の現場にお
ける問題解決が図ら
れるものとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「水産業を担う中核
的な人材を育成する」
教育にとって重要な
役割を担うものであ
ることを踏まえたも
のとする。 
なお、水産の現場で

活躍できる人材の育
成を目的としている
ことから、その研究
は、水産業が抱える課
題への対応を十分意
識したものとし、それ
に携わった卒業生に
より、水産の現場にお
ける問題解決が図ら
れるものとする。 
 
 

ア 教育対応研究 
 
水産大学校に所属

する練習船、その他の
施設等教育及び研究
のための資源を活用
し、各学科等の特性を
活かして研究を推進
する。 
 

イ 行政・産業・地域
振興対応研究活動 
 
現下の水産業が抱

える課題を踏まえ、水
産の現場での問題解
決能力を有する人材
の育成を図るため、行
政・産業・地域振興へ
の貢献につながる対
外的な活動を各学科
において実施すると
ともに、学内横断プロ
ジェクトとして、「地
域特産種を核とした
産業振興」、「里海の
保全、活用による漁村
振興」、「省エネや循
環型社会に向けた技

「水産業を担う人材
を育成する」教育にと
って重要な役割を担
うものであることを
踏まえて、以下を実施
する。 
なお、水産の現場で

活躍できる人材の育
成を目的としている
ことから、その研究
は、水産業が抱える課
題への対応を十分意
識したものとし、それ
に携わった卒業生に
より、水産の現場にお
ける問題解決が図ら
れるものとする。 
 
 

ア 教育対応研究 
 
練習船を含め、教育

及び研究のための施
設等の資源を活用し、
各学科等の特性を活
かして研究を推進す
る。 
 
 

イ 行政・産業・地域
振興対応研究活動 
 
現下の水産業が抱

える課題を踏まえ、水
産の現場での問題解
決能力を有する人材
の育成を図るため、行
政・産業・地域振興へ
の貢献につながる対
外的な活動を各学科
において実施すると
ともに、学内横断プロ
ジェクトとして、「地
域特産種を核とした
産業振興」、「里海の
保全、活用による漁村
振興」、「省エネや循
環型社会に向けた技

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ア 教育対応研究 
 
第 4期中長期目標期間における水産大学校各学科等

の研究課題に応じて、練習船や、校内の実験棟・研究
棟等も活用しつつ、計60の小課題に取り組み、その研
究成果を教育に反映させた。 
 
 
 
 
イ 行政・産業・地域振興対応研究活動 
 
 
行政・産業・地域への貢献として、研究成果を上げ

るとともに、国や地方公共団体、業界等が開催する委
員会等に参画し、得られた知見を授業に反映した。ま
た、学生に対しても行政・産業・地域への貢献活動を
促している。 
 
①行政への貢献活動として、天皇海山における国際資
源調査、国や地方自治体関連の委員会や協議会等への
委員等メンバーとしての参画、各種技術開発調査等を
実施した。 
②産業への貢献活動として、漁業関係者の研修会等で
の講演、企業との共同研究、産学官連携のフク研究会
の主催等を実施した。  
③地域への貢献活動として、下関市立しものせき水族
館（海響館）オープンラボでの啓発普及活動、地域の
専門委員会への委員としての出席、地域住民の学習会、

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・行政・産業・地域振興への

貢献活動として、国際資源調

査、国や地方自治体等の各種

委員等への参画、漁業関係者

の研修会での講演等、しもの

せき水族館（海響館）オープ

ンラボでの啓蒙普及活動等を

実施している。また、地域振

興対応研究として、学内横断

プロジェクト３課題を実施す

る等、地域への貢献に取り組

んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



H30 年度－62 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）就職対策の充実 
 
水産大学校で学ん

だ水産に関する知識
や技術を就職先で活
かせるよう、就職対策
の実施に当たり、水産
関連企業、地方自治体
等との連携・取組を充
実させ、水産業及びそ
の関連分野への就職
割合が 75％以上確保
されるよう努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）学生生活支援等 
 
経済面やメンタル

面を含めて学生生活
全般にわたる助言・指
導等の学生支援及び

術開発・実用化」を推
進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）就職対策の充実 
 
水産大学校で学ん

だ水産に関する知識
や技術を就職先で活
かせるよう、就職対策
の実施に当たり、水産
関連企業、地方自治体
等との連携・取組を充
実させ、水産業及びそ
の関連分野への就職
割合が 75％以上確保
されるよう努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）学生生活支援等 
 
成績優秀者及び課

外活動等で水産大学
校の名声を高めたと
認められる者を表彰

術開発・実用化」を推
進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）就職対策の充実 
 
水産大学校で学ん

だ水産に関する知識
や技術を就職先で活
かせるよう、就職対策
の実施に当たり、水産
関連企業、地方自治体
等との連携・取組を充
実させ、水産業及びそ
の関連分野への就職
割合が 75％以上確保
されるよう努める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（５）学生生活支援等 
 
成績優秀者及び課

外活動等で水産大学
校の名声を高めたと
認められる者を表彰

水産大学校で開催された「日本さかな検定（愛称：と
とけん）」の受検会場での研究成果のPRや併催された
地域イベントへの協力、一般公開等を実施した。 

 
また、学内横断プロジェクトとして次の 3つの課題

に取り組んだ。 
・「地域特産種を核とした産業振興」 
・「里海の保全、活用による漁村振興」 
・「省エネや循環型社会に向けた技術開発・実用化」 
さらに、水産共同研究拠点（山口連携室）の共同研

究課題に参画し、山口県との連携を図った。 
 
 
（４）就職対策の充実 
 
教職員を挙げた就職促進のための取組として、以下

を実施した。 
水産大学校後援会と連携した合同企業説明会を3月

2、3日に開催したほか、就職統括役による学生への助
言・指導対応、電子掲示装置を用いた就職関連情報の
掲示、就職対策検討委員会の設置、外部講師及び学生
部長を講師とした就職ガイダンス、公務員試験対策等
に学校全体で取り組んだ。 
就職率（就職希望者のうち、就職内定を受けた者）

は、98.3%となり、このうち水産業及びその関連分野へ
の就職割合（就職内定者ベース）は85.5%となった。 
全卒業・修了者に占める、水産関連分野への進学も

しくは就職した者の割合は、89.6%であった。この他、
企業48社による個別企業研究会を開催し、水産関連企
業への就業意欲、動機付けの向上に努めた。 
また、水産関連分野への就職促進、就職につながる

活動への支援として以下の取組を実施した。 
①動機付けのための教育・指導による水産に係る分野
への就業・就労意識の向上を図った。 
②学生への就職関連情報の効果的・効率的な提供と就
職担当教職員間での情報の共有化を行った。 
③就職担当教職員による水産関連企業等の訪問による
情報収集及びその結果を就職指導へ反映させた。 
④合同企業説明会に参加した企業へのアンケート等実
施及び結果を学生教育、就職支援に活用した。 
 
 
（５）学生生活支援等 
 
学生のインセンティブ向上及び学生生活支援のた

め、以下を実施した。 
①表彰制度による学業成績優秀者の表彰、水産大学校
のPR に貢献した部活動の表彰を行った。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）就職対策の充実 

 

・水産関連分野への就労の動

機付けのための教育・指導に

注力しており、教職員を挙げ

た取組が認められる。 

 

・就職率は、98.3％となり、

このうち水産業及びその関連

分野への就職割合は、全体で

85.5％となっており、計画の

75％を大きく上回っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）学生生活支援等 

 

・経済状況及び学業成績を勘

案した授業料免除制度を運用

しているほか、成績優秀者の
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成績優秀者等の表彰
を進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）自己収入の拡大
と教育内容の高度化
及び学生確保の強化 
 
ア 裨益する水産業界
等を含めた取組によ
り、事業者等の要請に
的確に応えつつ、質の
高い教育が行われる
よう、教育内容の高度
化を図るとともに、企
業等からの寄附受入
れや研究費受入等の
推進を通じた自己収
入の拡大に向けた適

するなど、学生のイン
センティブの向上を
図るとともに、経済的
理由により授業料の
納付が困難であり、か
つ学業優秀と認めら
れる者及び成績優秀
者として推薦された
者に対して授業料免
除制度を適用し、支援
する。クラス担当教員
等や看護師、校医及び
臨床心理士による相
談体制の下で、学生の
生活改善、健康増進、
メンタルヘルスケア
に努めるとともに、修
学支援を求める学生
に対し適切に配慮す
るなど、健全な学生生
活を送るための支援
を行う。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）自己収入の拡大
と教育内容の高度化
及び学生確保の強化 
 
ア 裨益する水産業界
との取組 
 
裨益する水産業界

等を含めた取組によ
り、事業者等の要請に
的確に応えつつ、質の
高い教育が行われる
よう、教育内容の高度
化を図るとともに、企
業等からの寄附受入

するなど、学生のイン
センティブの向上を
図るとともに、経済的
理由により授業料の
納付が困難であり、か
つ学業優秀と認めら
れる者及び成績優秀
者として推薦された
者に対して授業料免
除制度を適用し、支援
する。 
また、健全な学生生

活を送るための支援
として、クラス担当教
員等や看護師、校医及
び臨床心理士による
相談体制の下で、学生
の生活改善、健康増
進、メンタルヘルスケ
アに努めるとともに、
修学支援を希望する
学生に対し合理的配
慮を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（６）自己収入の拡大
と教育内容の高度化
及び学生確保の強化 
 
ア 裨益する水産業界
との取組 
 
裨益する水産業界

等を含めた取組によ
り、事業者等の要請に
的確に応えつつ、質の
高い教育が行われる
よう、教育内容の高度
化を図るとともに、企
業等からの寄附受入

②経済状況及び学業成績を勘案し、公平・妥当性のあ
る審査の上、授業料免除制度を適用したほか、学生の
勉学意欲を高めるため、本科 4年次生及び専攻科と水
産学研究科へ入学する者を対象とした成績優秀者授業
料免除規程による前期または後期の授業料半額免除を
実施した。 
また、経済的支援としての奨学金制度について、説

明会を開催し制度の内容を学生に理解させ、有効活用
するよう指導した。 
③修学支援室において、学生の相談に関する窓口を明
確にして、多様化する学生相談への対応力を強化した。 
学生生活のサポートとして、各学科クラス担当教員

相談体制を確保し、学生の相談を随時受けた。また、
学生相談室では年間289 件の相談を受けたほか、障害
者対策に備えた支援体制の充実、臨床心理士によるカ
ウンセリングの紹介やメンタルヘルス相談、メンタル
ヘルス対策についての学生へのパンフレットの配付、
ハラスメントに関する相談員の配置及び新入生オリエ
ンテーションガイダンスの実施並びにポスターによる
注意喚起など、相談体制の周知徹底を図りつつ、悩み
を抱えた学生に対する早期対応に努めた。 
④平成 30 年度末に竣工した学生サポート棟の建設に
あたり、内部設計等関する意見・要望を提出し、今後
の修学支援体制の充実に関する準備を行った。 
⑤課外活動支援としては、学生自治会の学内外での自
主的活動に対して、適宜助言や協力を行った。 
また、部活動の活性化に向けた支援を行ったほか、

学生自らの危機管理意識を高めるため、学生大会や日
常の窓口対応の場において、事故発生時の連絡体制、
部員の健康管理の重要性など、健全な部活の運営につ
いて助言・指導等を行った。 
 
 

（６）自己収入の拡大と教育内容の高度化及び学生確
保の強化 
 
 
ア 裨益する水産業界との取組 
 
 
裨益する水産業界等を含めた取組を行うに際して、

事業者等の要請を的確に把握し、また、教育内容の高
度化と自己収入の拡大を図るため、以下を実施した。
①平成30年 7月に「人材育成に係る業界との意見交換
会」を開催し、「中長期的展望を踏まえた水産大学校
のあり方について」業界関係者からの意見聴取を行っ
た。また、当該会議を含めた業界関係者が参加する会
議において「水産大学校のあり方に関するアンケート」

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

前期または後期の授業料を半

額免除するなど、学生生活へ

の支援を講じている。 

 

・看護職員の配置、臨床心理

士によるカウンセリング、メ

ンタルヘルス対策などの相談

体制の学生への周知を図り、

年間 289 件の学生からの相談

に応じるなど、学生支援の充

実を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）自己収入の拡大と教育

内容の高度化及び学生確保の

強化 

 

・業界関係者等の要望等を把

握するため、各種の機会を捉

えた事業者等からの意見聴

取、アンケート調査を行って

いる。 

 

・平成31年度入試における募

集定員 185 名に対する倍率は

4.8倍となっている。 



H30 年度－64 
切な措置を講ずる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 少子化の影響から
大学進学者数が減少
する中、水産業を担う
中核的な人材を育成
するための教育が持
続的に行えるよう、意
欲ある学生の確保対
策を強化する。 
 

れや研究費受入等の
推進を通じた自己収
入の拡大に向けた適
切な措置を講ずる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 学生確保の強化 
 
少子化の影響から

大学進学者数が減少
する中、水産業を担う
中核的な人材を育成
するための教育が持
続的に行えるよう、意
欲ある学生の確保対

や研究費受入等の推
進を通じた自己収入
の拡大に向けた適切
な措置を講ずる。 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
イ 学生確保の強化 
 
少子化の影響から

大学進学者数が減少
する中、水産業を担う
中核的な人材を育成
するための教育が持
続的に行えるよう、意
欲ある学生の確保対

を配付し意見聴取に努めた。 
②平成31年 3月に（一社）海洋水産システム協会開催
の月例懇談会の場を借りて、水産大学校研究成果報告
会を開催し、参加した業界関係者へ「水産大学校のあ
り方に関するアンケート」を配付し意見聴取に努めた。 
③水産関連企業 140 社が参加する合同企業説明会の開
催に際して、参加した水産関連企業に対し、水産大学
校が育成する人材に対する意見交換およびアンケート
調査を実施した。  
④平成30年 6月に開催された滄溟会（水産大学校同窓
会）の懇話会に出席し、水産業界等に勤務する水産大
学校卒業生と水産大学校の人材育成に関する意見交換
を行った。 
⑤裨益する業界等のひとつである山口県と締結した、
「水産業の持続的発展に向けた包括連携に係る協定
書」の「水産業を担う人材の育成に関すること」及び
「社会貢献に関すること」の項目において、漁業士、
新規漁業者等の研修会への積極的な教員の派遣、漁業
者活動に対する指導助言、県職員による地方水産行政
の視点を取り入れた学生への講義、県の施設等におけ
る学生の実習等の受入等を実施した。 
また、社会貢献活動として学生が地域活動へ参加す

ることにより、地域の活性化が図られると共に学生の
社会人基礎力が高められた。 
⑥その他、山口県内の大学や公設試験機関との共同研
究を推進するため、山口県型共同研究開発・教育プラ
ットホーム（県内各地に分散する関係機関を結ぶ高
速・大容量でかつセキュリティの高い通信ネットワー
ク）に参画し、テレビ会議システムの運用を開始した。 
⑦自己収入の拡大については、水産関連業界からの受
託研究費や科研費等のほか、山口連携室で実施する山
口県からの受託研究にも参画し、外部資金の獲得を推
進した。また、山口県との包括連携協定における連携
協力項目として定めた「試験研究の高度化」及び「産
学公連携の推進」の内容を実施するため、山口県から
の委託事業として「平成30年度地域を牽引する中核的
漁業経営体育成推進事業（収益性向上の取組・経営基
盤強化対策支援）」を受託し、実施した。 
 
イ 学生確保の強化 
 
①教員による計 231 校の高校訪問を実施するなど、意
欲の高い学生の確保に努めた結果、平成30年度中に実
施した平成31年度入試における募集定員185名に対す
る倍率は4.8倍となった。また、全学生定員740名に
対する在学生数は854名となり、全国47都道府県から
広く学生を確保することができた。 
②水産関係業界が求める人材を把握するため、「人材

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

また、全学生定員 740 名に対

する在学生数は 854 名となっ

ており、全国47都道府県から

広く学生を確保している。 

 

・現在のカリキュラムの内容

が学生や企業等のニーズに合

っているかの検証を行い、問

題解決型教育として、エンジ

ニアリングデザイン能力を習

得するための授業を行うな

ど、教育内容の充実を図って

いる。 

 

等であり、教育機関としての

認定が維持されている。 

２級海技士免許筆記試験合格

率は数値目標 80％を上回る

84.2％に達している。 

水産業及びその関連業界への

就職割合は数値目標75％を上

回る85.5％に達している。 

また、合同企業説明会に参加

した企業に対して、本校を卒

業した従業員の能力について

のアンケートを実施し、５段

階中の上位２段階である「十

分評価」、「ほぼ評価」と評

価された割合は平均で８割を

超えるなど、水産業界に十分

に認められる教育成果となっ

ており、中長期目標における

所期の目標を達成していると

認められるので「Ｂ」とした。 

 

 

＜今後の課題＞  

特になし。 

 

 
＜その他事項＞  
（審議会の意見） 

・大臣評価「Ｂ」は妥当。 



 

H30 年度－65 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ウ 輸出促進や６次産
業化等を進めること
で水産業の成長産業
化を実現し、水産日本
の復活を目指す政策
が推進されている状
況に鑑み、本科、専攻
科及び水産学研究科
において、現在のカリ
キュラムの内容が学
生や企業等のニーズ
に合っているか等を
不断に検証し、水産業
の現場への貢献を意
識したカリキュラム
の再編等を通じて、教
育内容の充実に向け
た取組を行う。 

 
【重要度：高】【優先
度：高】 
水産業を担う中核

的な人材を育成する
教育プログラムを持
続的に行い、水産に関
連する分野を担う有
為な人材を供給する
ことは、水産大学校の

策を強化することと
し、高校訪問等によ
り、水産大学校の紹
介、周知に努めるとと
もに、水産関係業界が
求める人材を把握し
つつ、学生の応募状
況、入学後の教育の実
施状況等を踏まえ、必
要に応じて推薦入試、
一般入試制度等の改
善を図る。特に、漁業
就業者等の確保を図
るため、推薦入試制度
等を活用することに
より、水産業を担って
いく後継者等の育成
を図る。 
 
 
ウ 教育内容の充実 

 
輸出促進や６次産

業化等を進めること
で水産業の成長産業
化を実現し、水産日本
の復活を目指す政策
が推進されている状
況に鑑み、本科、専攻
科及び水産学研究科
において、現在のカリ
キュラムの内容が学
生や企業等のニーズ
に合っているか等を
不断に検証し、水産業
の現場への貢献を意
識したカリキュラム
の再編等を通じて、教
育内容の充実に向け
た取組を行う。 

策を強化することと
し、高校訪問等によ
り、水産大学校の紹
介、周知に努めるとと
もに、水産関係業界が
求める人材を把握し
つつ、学生の応募状
況、入学後の教育の実
施状況等を踏まえ、必
要に応じて推薦入試、
一般入試制度等の改
善を検討する。 
特に、漁業就業者等

の確保を図るため、推
薦入試制度等を活用
することにより、水産
業を担っていく後継
者等の育成を行う。 
 
 
ウ 教育内容の充実 

 
輸出促進や６次産

業化等を進めること
で水産業の成長産業
化を実現し、水産日本
の復活を目指す政策
が推進されている状
況に鑑み、本科、専攻
科及び水産学研究科
において、現在のカリ
キュラムの内容が学
生や企業等のニーズ
に合っているか等に
つき検証を行う。ま
た、水産業の現場への
貢献を意識し、必要に
応じてカリキュラム
の再編等を検討する
など、教育内容の充実
に向けた取組を行う。 
 
 

育成に係る業界との意見交換会」、及び「水産大学校
同窓会との意見交換会」による、水産関係有識者や水
産関連企業に就職する卒業生との意見交換を積極的に
行い、水産関連企業が大学卒業者に求める人材の動向
を把握した。また、各学科と学生部の就職担当者によ
り38の水産関連企業等を訪問し、意見交換を行ったほ
か、合同企業説明会に参加した企業に対しアンケート
を実施した。 
③水産業を担っていく後継者等の育成の一環として、
水産系高校の卒業生や水産業後継者を目指す者等を対
象とした推薦入試制度を引き続き実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ウ 教育内容の充実 
 
水産基本計画の改訂を受け、教育体制のあり方に関

する検討会の結果を踏まえ、教務協議会（5月22日、
6月19日、9月21日、2月4日の計4回開催）におい
て、1 年生が広く水産について学べるようカリキュラ
ムの見直しを進めている。なお、同カリキュラムにつ
いては、令和2年度入学生から対象とする予定。また、
業界から求められている現場での課題を解決できる人
材が育成されているか、合同企業説明会に参加した企
業に対しアンケートを実施するなど検証を行った。 
また、教育内容の充実に向けた取組として、以下の

とおり実施した。 
①FD 活動において、教育職員の人材育成を目指すた
め、学生による授業評価アンケート（講義、演習、実
験）及び教員による授業参観と勉強会を実施した。ま
た、大学リーグやまぐちが主催する講演会等に参加し、
他大学等の取組状況を取材できた。 
②問題解決型教育として、2 年次に開講する技術者倫
理において、エンジニアリングデザイン能力の習得を
目指し、学科混成のグループ学習によるアクティブラ
ーニング形態の授業を実施した。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

・人材育成業務において工夫

ある活動が多岐にわたること

から、学生が水産業の可能性

を広く感じていることが読み

取れた。高く評価したい。資

格試験の合格率が高く維持で

きていることは研究機関と教

育機関が統合した良い効果が

表れと思われる。大臣評価

「Ｂ」となっているが、「Ａ」

に近いものと評価したい。 

 

・水産業界への就職割合の確

保、海技士免許受験者の合格

率いずれも高比率を確保、目

標達成するとともに、適切な

人材育成、教育指導と、学生

生活の支援に努め、所期の目

標を達成したものと評価す

る。 



H30 年度－66 
最大の任務であるた
め。 
【難易度：高】 
水産分野への就職

や海技士免許の合格
は、教育等を通じて学
生が成果をあげるも
のであり、かつ、高い
数値目標を掲げてお
り、達成が困難な目標
と位置づけられるた
め。 

 
４．その他参考情報 

人材育成セグメントにおいては、決算額が予算額を15％程度上回っている。これは、船舶用燃油の単価上昇、外部資金の増加等が主な要因となっている。なお、これらの要因は、人材育成セグメント

における所期の業務目標の達成に影響を及ぼしておらず、他のセグメントや機構全体にも特段の影響は及ぼしていない。 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第4 

   第 4-1  

業務運営の効率化に関する事項 

  業務運営の効率化と経費の削減 

当該項目の重要

度、難易度 

（必要に応じて重要度及び難易度度について記載） 

なし 

関連する政策評価・行政事業

レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ（※(定)定量的指標、(他)その他の指標） 

 評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間
最終年度値等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、必要な情報  

 
一般管理費の抑制比率
(定) 

本中長期期間中、平成27年度予算額を
基準として、毎年度平均で少なくとも
対前年度比3％の抑制 

千円 
883,091 

千円 
(856,598) 
856,598 

千円 
(830,900) 
830,898 

千円 
(805,973) 
805,971 

千円 
() 

千円 
() 

上段：目標額(毎年度平均抑制率3％) 
下段：当該年度予算額 
対前年度抑制率：3％ 

 業務経費の抑制比率(定) 
本中長期期間中、平成27年度予算額を
基準として、毎年度平均で少なくとも
対前年度比1％の抑制 

千円 
6,305,466 

千円 
(6,242,411) 
6,242,412 

千円 
(6,179,987) 
6,179,985 

千円 
(6,118,187) 
6,118,185 

千円 
() 

千円 
() 

上段：目標額(毎年度平均抑制率1％) 
下段：当該年度予算額 
対前年度抑制率：1％ 

 
施設・機械の外部利用件数
(他) 

 

H27年度実績 
(旧水研ｾ実績) 

施設 94件 
機械 27件 

施設 68件 
機械 38件 

施設 101件 
機械  17件 

施設 100件 
機械  11件 

   

 

アウトソーシングの件数
(他) 

 － 1,107件 1,089件 1,125件    

調査船共同調査件数(他)  
H27年度実績 

(旧水研ｾ実績) 
48件 

55件 54件 47件    

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績等・自己評価 主務大臣に 

よる評価 業務実績 自己評価 

 

 
１ 業務運営の効率化と
経費の削減 
 
（１）一般管理費等の削
減 
 
運営費交付金を充当

して行う事業について

 
１．業務運営の効率化と
経費の削減 
 
（１）一般管理費等の削
減 
 
運営費交付金を充当

して行う事業について

 
１．業務運営の効率化と
経費の削減 
 
（１）一般管理費等の削
減 
 
「運営費交付金を充当
して行う事業について

 
【評価の視点】 
✓中長期目標（年
度計画）に掲げた
経費の削減に取
り組んでいるか 
 
✓調達等合理化
計画を策定し、着

＜主要な業務実績＞  
１．業務運営の効率化と経費の削減 
 
 
（１）一般管理費等の削減 
 
 
・平成30年度予算のうち、運営費交付金を充当して行う事
業については、平成27年度予算額を基準として一般管理費

＜評定と根拠＞  
評定：Ｂ 
 
年度計画に示した業

務を着実に実施し、所
期の目標を達成したこ
とからＢとした。 
評定の根拠は以下の

とおり。 

評定：Ｂ  

＜評定に至った

理由＞  

 

 自己評価書の

「Ｂ」との評価結

果が妥当である



H30 年度－68 
は、業務の見直し及び効
率化を進め、中長期目標
期間中、平成 27 年度予
算額を基準として、一般
管理費については、毎年
度平均で少なくとも対
前年度比３％の抑制、業
務経費については、毎年
度平均で少なくとも対
前年度比１％の抑制を
行うことを目標とする。 
 
 
 
（２）調達の合理化 
 
「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取
組の推進について」（平
成27年５月25日総務大
臣決定）等を踏まえ、公
正かつ透明な調達手続
による、適切で迅速かつ
効果的な調達を実現す
る観点から、毎年度策定
する「調達等合理化計
画」の中で、定量的な目
標や具体的な指標を設
定し、取組を着実に実施
する。 
特に短期間での納入

が必要な研究開発用品
について、調達に要する
時間の大幅な短縮が可
能となるよう、公正性を
確保しつつ、迅速な調達
方法の検討、導入を進め
る。 
アウトソーシングの

活用及び官民競争入札
等の積極的な導入を推
進し、業務の質の維持・
向上及び経費の削減の
一層の推進を図る。 
 
 
 
 

は、業務の見直し及び効
率化を進め、中長期目標
期間中、平成 27 年度予
算額を基準として、一般
管理費については、毎年
度平均で少なくとも対
前年度比３％の抑制、業
務経費については、毎年
度平均で少なくとも対
前年度比１％の抑制を
行う。 
 
 
 
（２）調達の合理化 
 
「独立行政法人にお

ける調達等合理化の取
組の推進について」（平
成 27 年５月 25 日総務
大臣決定）等を踏まえ、
公正かつ透明な調達手
続きによる、適切で迅速
かつ効果的な調達を実
現する観点から、毎年度
策定する「調達等合理化
計画」の中で、重点分野
の調達の改善、調達に関
するガバナンスの徹底
等の事項を定め、定量的
な目標や具体的な指標
を設定し、これらの取組
を着実に実施する。特に
短期間での納入が必要
な研究開発用品につい
て、調達に要する時間の
大幅な短縮が可能とな
るよう、公正性を確保し
つつ、迅速な調達方法の
検討、導入を進める。契
約情報については、適切
な公表を行い、契約業務
の透明性を確保する。 
研究標本等の分析・同

定や施設等の保守管理
業務等について、業務の
質に留意しつつ効率化
の観点から可能かつ有

は、業務の見直し及び効
率化を進め、中長期目標
期間中、平成 27 年度予
算額を基準として、一般
管理費については、毎年
度平均で少なくとも対
前年度比３％の抑制、業
務経費については、毎年
度平均で少なくとも対
前年度比１％の抑制を
行う。」に基づき、引き
続き業務の見直し及び
効率化を進める。 
 
（２）調達の合理化 
 
「調達等合理化計画」

の策定に当たっては、前
年度の評価結果を反映
させるとともに、契約監
視委員会による点検を
実施し、審議結果を公表
する。さらに、競争入札
等推進委員会において
事前審査及び事後点検
を行い調達等合理化計
画の着実な実施を推進
する。 
特に短期間での納入

が必要な研究開発用品
の調達において、契約事
務の適正化を図るため、
単価契約の実施や発注
方法を見直しするなど
して、調達に要する時間
の大幅な短縮を図る。 
契約情報については

適切な公表を行い、契約
業務の透明性を確保す
る。 
研究標本等の分析･同

定や施設等の保守管理
業務等について、業務の
質に留意しつつ効率化
の観点から可能かつ有
効なものについて、アウ
トソーシングを推進す
る。また、施設等の保守

実に実施してい
るか 
 
✓各研究所等及
び水産大学校の
支援部門と本部
の役割分担を明
確にした上で組
織体制を整備し
ているか 
 
✓法人内におけ
る適切な情報シ
ステムの整備が
実施されている
か 
 
✓調査船及び練
習船の効率的な
運航体制を構築
しているか 
 
✓施設・設備等を
計画的に更新・整
備し、効率的な運
用を図っている
か 
 
（定量的指標） 
✓一般管理費の
抑制達成度（本中
長期期間中、平成
27年度予算額を
基準として毎年
度平均で少なく
とも対前年度比
３％の抑制を目
標（前期目標同）） 
 
✓業務経費の抑
制比達成度（本中
長期期間中、平成
27年度予算額を
基準として毎年
度平均で少なく
とも対前年度比
１％の抑制を目
標（前期目標同）） 

については毎年度平均で対前年度比3％の抑制、業務経費に
ついては毎年度平均で対前年度比 1％の抑制を行った場合
の目標額を踏まえた予算を作成し、これを基に、効率的かつ
重点的な資金配分を行うとともに、複数年契約の更なる推進
等、事務の効率化を図ることにより、抑制目標を確実に達成
した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）調達の合理化 
 
・平成30年度「調達等合理化計画」の策定に当たっては、
前年度の評価結果を反映させるとともに、外部委員4名と監
事によって構成する契約監視委員会による点検を受け、審議
結果をホームページで公表した。 
・調達等合理化計画を着実に実施するため、競争入札等推進
委員会において、少額随意契約以外の調達案件(580件)につ
いて事前審査・事後点検を行うとともに、契約監視委員会を
年 4 回開催し、外部委員により抽出された調達案件(31 件)
について事後点検を受けた。 
・締結した契約に関する情報は、ホームページで公表した。 
・短期間での納入が必要なDNA合成製品、試薬、餌料等の研
究開発用品の調達について単価契約を締結し、調達に要する
時間の大幅な短縮や契約事務の効率化を図った。 
・研究標本等の分析・同定、施設等の保守管理業務のほか、
情報セキュリティ研修業務など、業務の効率化の観点から可
能かつ有効なものについて、業務の質に留意しつつ、アウト
ソーシングを行った。 
・施設等の保守管理については、官民競争入札等のスキーム
を活用し、中央水産研究所横浜庁舎について、平成30年度
から建築保全業務、警備業務、清掃業務等、6つの業務を包
括した3年間の複数年契約を締結した。 
 
・調達等合理化計画の取組状況は、以下のとおりである。 
 
Ⅰ．平成30年度の調達の状況 
・契約件数は580件、契約金額は69.9億円。 
このうち競争性のある契約は509件(87.8％)、64.3億円

(92.0％)、競争性のない随意契約は71件(12.2％)、5.6億
円(8.0％)となっている。 
競争性のない随意契約の割合は、件数・金額とも前年度

と同程度となっている（件数は0.5 ﾎﾟｲﾝﾄの減、金額は0.7
ﾎﾟｲﾝﾄの増）。これは、会計規程等に基づき、随意契約の

 
評価の視点について 
・一般管理費及び業務
経費については、どち
らも抑制目標を達成し
た予算に基づき、執行
を行うことで経費の削
減や事務の効率化を図
った。 
・平成30年度調達等合
理化計画を策定して、
着実に実施し、計画で
定めた数値目標を達成
した。 
・法人統合後、役割分
担を整理して本部に業
務を一元化するなどし
て業務の効率化を図っ
た。 
・施設の合理化や本部
のスリム化により組
織・業務の効率化を図
るよう検討を進めたほ
か、機構に求められる
役割を果たすため、「資
源海洋分野」について、
資源評価対象種の拡大
や評価手法の高度化に
対応するため、従来の
海区割りの体制から全
体を統括する部署を中
心としたネットワーク
体制へ転換する方向性
をとりまとめた。これ
らにより将来へ向けて
組織・業務の効率化が
図られる。 
・テレビ会議の積極的
な利用により効率化が
図られた。 
・国公立研究機関等と
の相互利用を含めた利
用計画を策定し、効率
的な運用を図ってい
る。 
・天鷹丸の運航体制に
ついては人材育成及び
研究開発の双方の業務

と確認できた。 

 

 調達の合理化

については、平成

30 年 6 月に調達

等合理化計画を

策定し、競争入札

等推進委員会に

お い て 事 前 審

査・事後点検等を

行ったほか、単価

契約の締結によ

り納入までの期

間の短縮や事務

の効率化が出来

ており、計画で定

めた数値目標を

達成している。 

 

＜今後の課題＞  

平成30年4月に

「機構の研究体

制のあり方に関

する検討会」で取

りまとめられた

研究開発を効果

的・効率的に実施

するための組織

体制の導入や施

設の合理化等の

提言を踏まえ、施

設の合理化や組

織・業務の効率化

を図るよう取り

組む必要がある。 

 

 
＜その他事項＞  
（審議会の意見） 

大臣評価「Ｂ」は

妥当。 



 

H30 年度－69 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

効なものについて、アウ
トソーシングを推進す
る。また、施設等の保守
管理については、複数年
契約及び包括契約等、官
民競争入札等のスキー
ムを活用した効率化を
推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

管理については、複数年
契約及び包括契約等、官
民競争入札等のスキー
ムを活用した効率化を
推進する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
✓調達等合理化
計画の数値目標
の達成度（各年度
目標値の達成） 
 
（その他の指標） 
✓施設・機械の外
部利用件数 
 
✓アウトソーシ
ングの件数 
 
✓調査船共同調
査件数 

適切な実施に努めた結果によるものと考えている。 
・一者応札・応募は140件(29.2％)、28.5億円(46.4％)。
前年度と比較して、一者応札・応募の割合が件数・金額と
も小さくなっている（件数は2.5ﾎﾟｲﾝﾄの減、金額は6.5ﾎﾟ
ｲﾝﾄの減）。これは、発注時期の早期化、入札等公告期間
の延長、仕様書における業務内容の明確化など、入札等に
参加しやすい環境整備の取組が一定の効果をあげたもの
と考えている。 

 
Ⅱ．重点的に取り組む分野 
ⅰ）随意契約の適切な実施に向けた取組 
①「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」を踏ま
えて契約事務取扱規程に新たに規定した「随意契約に
よることができる事由」に該当する45件について随意
契約を締結した。 
②「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の
推進等に関する法律」の趣旨を踏まえ、障害者就労施設
等からの物品等の調達を随意契約により推進した（60
件、6,642千円）。 
③特殊な技術又は設備等が不可欠な事業であって、当該
技術又は設備等を有している者が特定の者だけとは言
い切れない調達案件については、調達の透明性・公平性
を確保するため「公募」手続を実施した（13件）。 

 
ⅱ）一者応札の低減に向けた取組 
①一者応札・応募の原因を究明するため、入札説明書等
受領者に対して入札等に関するアンケート調査を実施
(回収率53.1％)するとともに、発注時期の早期化、入札
等公告期間の延長、仕様書における業務内容の明確化、
電子メールによる入札説明書等の配布、調達案件に対す
る質疑・回答のホームページでの公表など、入札等に参
加しやすい環境整備を実施した。 
②事業者が計画的に入札等への参加準備ができるよう、
発注予定情報をホームページで公表した。情報内容は四
半期ごとに更新するとともに、情報提供時期の早期化に
努めた（年間契約件数580件のうち276件）。 
 

ⅲ）調達金額の節減と業務の効率化に向けた取組 
①各研究所等で共通して調達する価格情報誌、海洋観測
調査機器、汎用ソフトウェアライセンス、電力に加え、
平成30年度から新たにパソコンについて、機構全体をと
りまとめて一括調達を実施した（取りまとめない場合と
比較し、117,549千円(約18.3％)の節減）。 
②平成30年度から新たに国立研究開発法人海洋研究開
発機構(JAMSTEC)及び国立研究開発法人農業・食料産
業技術総合研究機構(農研機構)とそれぞれコピー用
紙を共同調達、当機構・国立研究開発法人森林研究･
整備機構(森林機構)・農研機構の三者で重油を共同調

に従事する運航計画を
策定した。 
・研究開発用高額機械
及び施設整備について
は、計画的に更新・整
備を行い効率的な運用
を図った。 
 
 

＜課題と対応＞  
 特になし。 

 

・法人統合の難し

さを克服し、組織

運営の効率化、経

費の削減につな

げていると評価

できる。 

 

・一般管理費、業

務経費の削減目

標、施設・機械の

外部利用増、アウ

トソーシングの

活用等着実に目

標を達成し、業務

の合理化・効率化

に努力されてい

る。 

 

 



H30 年度－70 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
（３）組織・業務の効率

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）組織・業務の効率

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（３）組織・業務の効率

達、合計3件の共同調達を実施した。また、これら法
人から調達等に関する情報収集を行い、共同調達案件
の拡大に向けて協議を行った。 
③施設の維持管理、設備・機器等の保守管理等の調達に
おいて、16件（うち新規案件9件）の複数年契約を締結
した（単年度契約の場合と比較し9,430千円(約7.9％)
の節減）。                    
④事業用車で高速道路を利用する際は、原則ETCカード
を利用することとし、平成30年度は726千円分のETCマイ
レージサービスによる還元額を高速道路通行料金とし
て使用し経費節減を図るとともに、ノンストップ走行に
より環境負荷の低減に努めた。 

 
ⅳ)人材の育成・調達等合理化の取組の推進に係る情報の

共有 
①契約事務の適正化に向けた取組には、人材の育成が
極めて重要であることを踏まえ、各研究所等の契約事
務担当者を対象に契約事務研修を実施(20名参加)する
とともに、外部機関が実施する積算講習、グリーン購
入研修会、会計事務職員契約管理研修に参加（計11名）
し、事務処理能力の向上を図った。 
②契約事務担当者会議を開催(65名参加)し、各研究所等
における調達等合理化の取組内容、契約監視委員会や本
部競争入札等推進委員会での委員の意見等について情
報共有を図った。 

                          
Ⅲ．調達に関するガバナンスの徹底 
ⅰ）競争性のない随意契約に関する内部統制の確立 
競争性のない随意契約のうち新規締結案件については、
本部の競争入札等推進委員会(総括責任者は理事(総
務・財務担当))において、会計規程等との整合性や、よ
り競争性のある調達手続の実施の可否の観点から、事前
審査を実施した（17件）。 
 

ⅱ）不祥事の発生の未然防止・再発防止のための取組 
①公的研究費の適正執行に向け、「研究費不正使用と
その対応」をテーマに、機構の全職員(1,757人)を対象
としたeラーニング研修を実施した(受講率99.3％)。 
また、本部契約事務職員が各研究所等の契約事務のモ
ニタリングを実施し、契約事務の適正化・効率化向上
のための助言等を行った。 
②研究･教育等部門の職員が実施した納品・検収につい
て、事務部門の職員による定期的な事後確認を実施した
（223 件）。また、契約・納入・検収事務に関する内部
監査を16事業所において実施した。 

 
 
（３）組織・業務の効率化 



 

H30 年度－71 

化 
 
法人統合を踏まえ、効

率的な業務の実施を図
るため各研究所等及び
水産大学校の支援部門
と本部の役割分担を明
確化した上で適切に組
織の合理化に取り組む。 
また、「国の行政の業

務改革に関する取組方
針～行政のＩＣＴ化・オ
ープン化、業務改革の徹
底について～」（平成 26
年７月 25 日総務大臣決
定）等を踏まえ、情報シ
ステム等の整備に取り
組む。 
 
 
 

 
（４）施設・設備等の適
正化と効率的運用 
 
法人統合を踏まえ、調

査船及び練習船の効率
的かつ効果的な運用を
推進する。また、建造す
る練習船「天鷹丸」の代
船については、人材育成
及び研究開発の双方の
業務に従事する運航体
制を構築するものとし、
効率的に運用するもの
とする。 
業務を円滑に実施す

るための環境の維持・向
上を目的として、効率性
を重視した施設・設備等
の計画的な更新・整備を
行う。また、国公立研究
機関、大学等との相互利
用を含めた利用計画を
策定し、効率的な運用を
図る。 

化 
 
法人統合を踏まえ、効

率的な業務の実施を図
るため各研究所等及び
水産大学校の支援部門
と本部の役割分担を明
確化した上で、合理化の
ため管理業務を一元化
した組織体制を整備す
る。また、「国の行政の
業務改革に関する取組
方針～行政のＩＣＴ
化・オープン化、業務改
革の徹底について～」
（平成 26 年７月 25 日
総務大臣決定）等を踏ま
え、情報システム等の整
備に取り組む。 
 
 
 
（４）施設・設備等の適
正化と効率的運用 
 
法人統合を踏まえ、調

査船及び練習船の安全
運航かつ必要な調査能
力を確保するための整
備を行うとともに、効率
的かつ効果的な運用を
推進する。また、代船が
建造される練習船「天鷹
丸」については、人材育
成及び研究開発の双方
の業務に従事する運航
体制を構築するものと
し、効率的に運用するも
のとする。業務を円滑に
実施するための環境の
維持・向上を目的とし
て、効率性を重視した大
型機器類の最適配置と
ともに、施設・設備等の
計画的な更新・整備を行
う。また、国公立研究機
関、大学等との相互利用
を含めた利用計画を策

化 
 
 法人統合を踏まえ、管
理部門の業務の一元化
に向けて水産大学校の
支援部門と本部の役割
分担を明確化した組織
体制について検証し、必
要に応じ、更に体制整備
について検討するとと
もに、引き続き業務の効
率化に取り組む。 
また、「国の行政の業

務改革に関する取組方
針～行政のＩＣＴ化・オ
ープン化、業務改革の徹
底について～」（平成 26
年７月 25 日総務大臣決
定）等を踏まえ、情報シ
ステム等の整備に取り
組む。 
 
（４）施設・設備等の適
正化と効率的運用 
 
船舶については、安全

運航及び必要な調査能
力を確保するための整
備計画を策定するとと
もに、調査船及び練習船
の効率的かつ効果的な
運用を推進する。また、
平成２９年度に竣工し、
漁業実習設備のほか研
究調査機能を併せ持つ
練習船「天鷹丸」につい
ては、人材育成及び研究
開発の双方の業務に従
事する運航体制を整備
する。 
施設・設備について

は、「研究体制のあり方
に関する検討会」の方向
性を踏まえ、業務を円滑
に実施するための効率
性を重視した大型機器
類の最適配置と良好な
研究環境の維持・向上を

 
 
・法人統合後に人事管理や経理等の業務を本部に一元化する
など役割分担を整理しており、引き続き業務の効率化を図っ
ている。 
・水産庁と水産機構が共同で開催した「水産業の成長産業化
を推進するための試験・研究等を効果的に実施するための国
立研究開発法人水産研究・教育機構の研究体制のあり方に関
する検討会」において、平成30年4月に研究開発を効果的・
効率的に実施するための組織体制の導入や施設の合理化等
の提言がとりまとめられた。これを踏まえ施設の合理化や組
織・業務の効率化を図るよう検討を進めた。 
・機構内の情報伝達の円滑化、会議の効率化等を図るため、
理事会をはじめ情報セキュリティなど各課の会議において
もテレビ会議システムを積極的に利用して引き続き効率的
な業務運営を行った。 
 
 
 
 
 
 
（４）施設・設備等の適正化と効率的運用 
 
 
・船舶の安全な運航と必要な調査能力を確保するため、ドッ
ク仕様を精査するとともに、予算の範囲内で優先順位の高い
機器及び不具合が生じている設備等の整備を行った。 
・また、平成31年度船舶調査計画を作成するにあたり、効率
的な運航を図るため、研究所から提出された調査要望及び水
産大学校の実習計画について精査・調整し、可能な限り共同
調査を実施することとした。共用船として竣工した天鷹丸に
ついては、可能な限り人材育成と研究開発の両立が図れるよ
う研究所担当者と水産大学校関係者において意見交換を行
い、双方の業務に従事する運航計画を策定した。なお、平成
30年度より本格的な運航を開始した天鷹丸は、実習5航海(76
日)、調査4航海(87日)、計9航海(163日)の実績であった。 
・研究開発用高額機械については、クロマグロ小型魚の定置
網での混獲防止技術の開発は喫緊の課題であり、課題遂行に
は、海底、海面付近や夜間の低照度条件下での魚種判別及び
行動観察が不可欠であることから、海底付近や夜間の低照度
条件下の漁具内において、高精度な映像を取得する「2周波
音響カメラ」を購入・整備した。これにより、高確度の魚種
識別が可能となった。また、沿岸海域における植物プランク
トン減少によるアサリ資源の激減やノリの色落ち現象への
対応は喫緊の課題であり、養殖場海域の栄養塩を効率よく循
環させることによりこれを解決する環境調和型養殖技術の
開発に取り組んでいることから、海水中に含まれる栄養塩類
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定し、効率的な運用を図
る。 

目的とした中長期的な
施設整備計画に基づき、
計画的な更新、整備を行
う。 
また、国公立研究機

関、大学等との相互利用
を含めた利用計画を策
定し、効率的な運用を図
る。 
 

5項目を同時に測定する「栄養塩分析計」を購入・整備した。
これにより、年間約1,000検体もの分析が効率的に実施可能
となった。 
・施設整備については、計画的に更新・整備を行い、平成
30年度施設整備費補助金工事案件である「水産大学校学生
サポート棟新築工事」及び「北海道区水産研究所釧路庁舎調
温実験施設改修その他工事」を完工した。また、平成29年
度、平成30年度の2ヶ年計画工事である「増養殖研究所南

勢庁舎海水取水管更新工事」についても完工した。 
・施設、機械の効率的な運用のため、他国立研究開発法人、
公立試験研究機関、大学等の外部機関を含めた利用計画を研
究所ごとに作成し、効率的な利用を促進した結果、施設で100
件、機械で11件の外部利用が行われた。 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第5 
  第 5-1 

財務内容の改善に関する事項 
  収支の均衡 

当該項目の重要
度、難易度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 
なし 

関連する政策評価・行政事業
レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間
最終年度値等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、必要な情報  

          

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 

 
１ 収支の均衡 
 
適切な業務運営を行

うことにより、収支の均
衡を図る。 
 
 

   
【評価の視点】 
✓適正な財務管理
を行っているか 
 
（その他の指標） 
✓各年度における
収支状況や財務内
容 
 

＜主要な業務実績＞ 
１  収支の均衡 
 
・会計システムを利用し予算と支出の適正な執行管
理を行い、毎月会計検査院へ計算証明書類(合計残高
試算表等)を提出した。また、予算の執行状況を取り
まとめ各研究所及び水産大学校へ報告し、適正な予
算管理を行った。事業年度終了後、会計監査人の監
査を受けながら、財務諸表を作成した。 
 
平成30年度の経常収益は23,040百万円、経常費用

は22,998百万円となり、経常利益は42百万円となっ
た。これに臨時損益の▲28百万円、及び前中期目標
期間繰越積立金取崩額99百万円を加えた113百万円
が当期総利益となった。 
 
 

＜評定と根拠＞  
評定：Ｂ  
 
年度計画に示した

業務を着実に実施し、
所期の目標を達成し
たことからＢとした。 
評定の根拠は以下

のとおり。 
 
評価の視点について 
・会計システムを利用
し予算と支出の適正
な管理を行うととも
に、年度末に財務諸表
を作成した結果、収支
の均衡は図られてお
り、適正な財務管理が
行われた。 
 
＜課題と対応＞  
特になし。  

評定：Ｂ  

＜評定に至った理由＞  

 

 自己評価書の「Ｂ」

との評価結果が妥当で

あると確認できた。 

 

 

＜今後の課題＞  

特になし。 

 
＜その他事項＞  
（審議会の意見） 

大臣評価「Ｂ」は妥当。 

 

予算の適正な執行、０．

２％以下という微小な

利益率にてほぼ収支均

衡を保っており、所期

の目標を達成したもの

と評価する。 
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４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第5 

  第 5-2 

財務内容の改善に関する事項 

  業務の効率化を反映した予算の策定と遵守 

当該項目の重要

度、難易度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 

なし 

関連する政策評価・行政事業

レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間
最終年度値等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、必要な情報  

          

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による

評価 業務実績 自己評価 

 

 
２ 業務の効率化を反映
した予算の策定と遵守 
 
第４の業務運営の効

率化に関する事項及び
第１の政策体系におけ
る法人の位置付け及び
役割に定める事項を踏
まえた中長期目標期間
中の予算を作成し、当該
予算による運営を行う。 
「独立行政法人会計

基準の改訂」（平成12年
２月 16 日独立行政法人
会計基準研究会策定、平
成27年１月27日改訂）
等により、運営費交付金
の会計処理単位として、
業務達成基準による収
益化が原則とされたこ
とを踏まえ、収益化単位
の業務ごとに予算と実
績を管理する体制を構
築する。 
一定の事業等のまと

まりごと適切にセグメ

 
１  予算及び収支計画
等 
 
Ⅰ 予算 
平成 28 年度～平成 32 
年度予算 
・（別紙１－１） 機構全
体の予算 
・（別紙１－２） 研究・
教育勘定の予算 
・（別紙１－３） 海洋水
産資源開発勘定の予算 
 
Ⅱ 運営費交付金の算
定ルール 
１ 平成28 年度（中長期
目標期間初年度）運営費
交付金は次の算定ルー
ルを用いる。 
【研究・教育勘定】 
運営費交付金＝（前年度
一般管理費相当額×α
＋一般管理費特殊要因）
＋（（前年度業務経費相
当額－Ａ）×β＋業務経
費特殊要因）＋Ａ＋人件

 
１．予算及び収支計画等 
 
 
Ⅰ 予算  
平成30年度予算 
・（参考１－１） 機構全
体の予算 
・（参考１－２） 研究・
教育勘定の予算 
・（参考１－３） 海洋水
産資源開発勘定の予算 
 
Ⅱ 収支計画 平成 30 年
度収支計画 
・（参考２－１） 機構全
体の収支計画 
・（参考２－２） 研究・
教育勘定の収支計画 
・（参考２－３） 海洋水
産資源開発勘定の収支
計画 
 
Ⅲ 資金計画 平成 30 年
度資金計画 
・（参考３－１） 機構全
体の資金計画 

 
【評価の視点】 
✓予算計画に従っ
た運営を行ってい
るか 
 
✓収益化単位の業
務ごとに予算と実
績を管理する体制
を構築したか 
 
（その他の指標） 
✓各年度における
予算の執行状況 

＜主要な業務実績＞ 
１  予算及び収支計画等 
 
 
・セグメントごとの予算を年度計画で策定し、機構ホームペ
ージにおいて開示した。 
 
・セグメント内で、収益化単位ごとに、予算と実績を管理し
た。 
 

・運営費交付金の当期交付額は17,120 百万円、当期に使用

した運営費交付金は17,020 百万円、当期使用額と当期交付

額との比は99.4％となった。 
 
・短期借入を行わないことを前提とし、支出に支障を来すこ
とのないよう収入、支出の管理を行った。 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞  
評定：Ｂ  
 
年度計画に示した

業務を着実に実施
し、所期の目標を達
成したことからＢと
した。 
評定の根拠は以下

のとおり。 
 
評価の視点について 
・セグメントごとに
予算を作成し、計画
に従った運営を行っ
た。 
・セグメント内で、
収益化単位ごとに予
算と実績を管理する
体制を構築し、運営
費交付金の適切な管
理を行った。 
 
  
＜課題と対応＞  
特になし。 

評定：Ｂ  

＜評定に至った

理由＞  

 

 自己評価書の

「Ｂ」との評価結

果が妥当である

と確認できた。 

 

 

＜今後の課題＞  

特になし。 

 

 
＜その他事項＞  
（審議会の意見） 

・大臣評価「Ｂ」

は妥当。 

 

・各事業区分、セ

グメント毎に予

算、計画に沿って

管理、執行されて
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ントを設定し、セグメン
ト情報を開示するとと
もに、研究分野別セグメ
ント情報などの開示に
努める。 

費－諸収入±γ 
【海洋水産資源開発勘
定】 
運営費交付金＝（前年度
一般管理費相当額×α
＋一般管理費特殊要因）
＋（（前年度業務経費相
当額）×β＋業務経費特
殊要因）＋人件費－諸収
入±γ 
α：効率化係数（97％） 
β：効率化係数（99％） 
γ：各年度の業務の状況
に応じて増減する経費 
Ａ:平成 26 年度船舶運
航経費実績額 
人件費＝基本給等＋休
職者・派遣者・再雇用職
員給与＋非常勤職員給
与＋退職手当＋福利厚
生費基本給等＝前年度
の（基本給＋諸手当＋超
過勤務手当）＋給与改定
影響額 
福利厚生費＝雇用保険
料＋労災保険料＋児童
手当拠出金＋共済組合
負担金 
 
２ 平成29 年度（中長期
目標期間２年目）以降に
ついては次の算定ルー
ルを用いる。 
【研究・教育勘定】 
運営費交付金＝（平成27 
年度一般管理費相当額
×αx）＋（（平成 27 年
度業務経費相当額－Ａ）
×βx）＋Ａ＋人件費－
諸収入±γ 
【海洋水産資源開発勘
定】 
運営費交付金＝（平成27 
年度一般管理費相当額
×αx）＋（平成27 年度
業務経費相当額×βx）
＋人件費－諸収入±γ 
α：効率化係数（97％） 

・（参考３－２） 研究・
教育勘定の資金計画 
・（参考３－３） 海洋水
産資源開発勘定の資金
計画 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・予算及び決算の概要は次表のとおり。 
 
【収入】                 単位：百万円 
区分 予算額 決算額 差額 備考 
運営費交
付金 

17,120 17,120 0  

政府補助
金等収入 

697 568 ▲129  

施設整備
費補助金 

431 431 ▲0  

受託収入 3,055 3,192 137 
 

 

諸収入 2,047 2,096 50   
前年度か
らの繰越 

461 2,231 1,771  

計 23,810 25,639 1829  
 
【支出】               単位：百万円 

区分 予算額 決算額 差額 備考 

一般管理
費 

913 642 271  

業務経費 7,401 7,480 ▲78 
 

 

政府補助
金等事業
費 

697 568 129 
 

 

施設整備
費 

431 431 0  

受託経費 3,055 3,190 ▲135 
 

 

人件費 11,313 10,787 526  

計 23,810 23,098 712   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

おり、健全な財務

内容を保持し、所

期の目標を達成

したものとする。 

 



 

H30 年度－77 

β：効率化係数（99％） 
γ：各年度の業務の状況
に応じて増減する経費 
Ｘ：中長期目標期間２年
目は２、以降３、４、５
とする。 
Ａ：船舶運航経費実績額 
人件費＝基本給等＋休
職者・派遣者・再雇用職
員給与＋非常勤職員給
与＋退職手当＋福利厚
生費 
基本給等＝前年度の（基
本給＋諸手当＋超過勤
務手当）＋給与改定影響
額 
福利厚生費＝雇用保険
料＋労災保険料＋児童
手当拠出金＋共済組合
負担金 
 
Ⅲ 収支計画 
平成 28 年度～平成 32 
年度収支計画 
・（別紙２－１） 機構全
体の収支計画 
・（別紙２－２） 研究・
教育勘定の収支計画 
・（別紙２－３） 海洋水
産資源開発勘定の収支
計画 
 
Ⅳ 資金計画 
平成 28 年度～平成 32 
年度資金計画 
・（別紙３－１） 機構全
体の資金計画 
・（別紙３－２） 研究・
教育勘定の資金計画 
・（別紙３－３） 海洋水
産資源開発勘定の資金
計画 
 
第４ 短期借入金の限
度額 
 
運営費交付金の受入

れが遅れた場合等に対

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４ 短期借入金の限
度額 
 
運営費交付金の受入

れが遅れた場合等に対

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第４ 短期借入金の限度額 
 
 
・短期借入は行わなかった。 
 



H30 年度－78 
応するため、短期借入金
の限度額を 27 億円とす
る（うち、海洋水産資源
開発勘定については５
億円とする）。 
 
第７ 剰余金の使途 
 
目的積立金となる剰

余金が生じた場合は、業
務の充実・前倒しを行う
ことを目的として、業務
の充実・加速及び機器の
更新・購入、設備の改修
等に使用する。 

応するため、短期借入金
の限度額を 27 億円とす
る（うち、海洋水産資源
開発勘定については５
億円とする）。 
 
第７ 剰余金の使途 
 
目的積立金となる剰

余金が生じた場合は、業
務の充実・前倒しを行う
ことを目的として、業務
の充実・加速及び機器の
更新・購入、設備の改修
等に使用する。 
 

 
 
 
 
 
 
第７ 剰余金の使途 
 
・目的積立金となる剰余金が生じた場合は、業務の充実・前
倒しを行うことを目的として、業務の充実・加速及び機器の
更新・購入、設備の改修等に使用する。 
 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
 



 

H30 年度－79 

」 様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第5 

  第 5-3 

財務内容の改善に関する事項 

自己収入の確保 

当該項目の重要

度、難易度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 

なし 

関連する政策評価・行政事業

レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ（※(他)その他の指標） 

 評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間最終年度値
等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、
要な情報  

 
受託研究・競争的資金の件数と獲得額
(他) 

 
H27年度実績 

309件 
3,977,115千円 

298件 
3,878,341千円 

272件 
3,956,981千円 

291件 
4,324,790千円 

   

 自己収入額(他)  
H27年度実績 

2,396,632,003円 
1,941,974,300円 1,600,935,911円 2,002,894,480円    

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 

 
３ 自己収入の確保 
 
 
受託研究等の外部資

金の獲得、受益者負担の
適正化、特許実施料の拡
大等により自己収入の
確保に努める。特に「独
立行政法人改革等に関
する基本的な方針」（平
成 25 年 12 月 24 日閣議
決定）において、「法人
の増収意欲を増加させ
るため、自己収入の増加
が見込まれる場合には、
運営費交付金の要求時
に、自己収入の増加見込
額を充てて行う新規業
務の経費を見込んで要
求できるものとし、これ
により、当該経費に充て

 
２．自己収入の確保 
 
 
事業の目的を踏まえ

つつ、研究成果の最大化
の視点で知的財産権の
精査を行い、自己収入の
確保に努める。受託研究
等の外部資金の獲得、受
益者負担の適正化、特許
実施料の拡大等により
自己収入の確保に努め
るとともに、海洋水産資
源開発勘定についても、
引き続き、漁獲物収入の
安定的な確保に努める。 

 
２．自己収入の確保 
 
 
事業の目的を踏まえ

つつ、研究成果の最大化
の視点での知的財産権
の精査、受託研究等の外
部資金の獲得、受益者負
担の適正化、特許実施料
の拡大等により自己収
入の確保に努めるとと
もに、海洋水産資源開発
勘定についても、引き続
き、漁獲物収入の安定的
な確保に努める。 
 

 
【評価の視点】 
✓自己収入の確保
に向けた取組を着
実に実施している
か 
 
（その他の指標） 
✓受託研究・競争的
資金の件数と獲得
額 
 
✓自己収入額 

＜主要な業務実績＞ 
２．自己収入の確保 
 
研究・教育勘定 
・農林水産省の委託プロジェクト研究や水産庁の「我が
国周辺水産資源調査・評価等推進委託事業」等を受託す
るとともに、各種公募による競争的研究資金について、
都道府県等の他機関との共同提案を含め積極的に提
案・応募し、外部資金の獲得に努めた。 
・農林水産省委託プロジェクト研究では新規4課題、継
続2課題、「イノベーション創出強化研究推進事業（旧
農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業）」では新
規3課題、継続1課題、文部科学省科学研究費助成事業で
は新規25課題、継続64課題の研究資金を獲得した。 
・地方公共団体、公益法人等から、機構の目的に合致す
る受託費等の外部資金66課題を積極的に受け入れた。 
・外部資金の計は、4,325百万円となった。 
 
・知的財産権の活用による自己収入の拡大を図るため、
知的財産権の精査及びその活用による活動を推進し、新
規1件を含む43件の実施許諾等により93万円の収入があ
った。 

＜評定と根拠＞ 
評定：Ｂ 
 
年度計画に示し

た業務を着実に実
施し、所期の目標
を達成したことか
らＢとした。 
評定の根拠は以

下のとおり。 
 
評価の視点につい
て 
・機構の目的に合
致する外部資金の
積極的な受入、知
的財産権の精査及
び活用による実施
許諾等を得る活動
の推進など、自己
収入の確保に向け
た取組を着実に実

評定：Ｂ  

＜評定に至った理由＞  

 

 自己評価書の「Ｂ」

との評価結果が妥当で

あると確認できた。 

 

 

＜今後の課題＞  

特になし。 

 

 
＜その他事項＞  
（審議会の意見） 

・十分に自己収入確保

に努めていると評価で

き、大臣評価「Ｂ」は

妥当。 

 



H30 年度－80 
る額を運営費交付金の
要求額の算定に当たり
減額しないこととす
る。」とされていること
を踏まえ、本中長期目標
の方向に即して、適切な
対応を行う。 
 

・実験施設等貸付要領により事業に支障のない範囲で実
験施設等を外部に貸し付け、3件で5,886万円の収入があ
った。 
・外部から8件の寄附を受け、942万円の収入があった。 
・水産大学校の授業料収入は、440百万円の収入があっ
た。 
・上記を含めて、研究・教育勘定における事業収益と寄
附金収益の計は588百万円となった。 
 
海洋水産資源開発勘定 
・漁獲物の販売に当たり水揚げ候補地の市況を比較検証
した上で水揚げ地を決定すること等により売却収入の
確保に努めた。 
 
・海洋水産資源開発勘定における事業収益は、ほぼ上記
漁獲物売却収入が占めており、1,415百万円となった。 

施した。 
 

＜課題と対応＞ 
特になし。 

・件数、金額共、前年

を上回り、着実に目標

を達成している。 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

 



 

H30 年度－81 

様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第5 

  第 5-4 

財務内容の改善に関する事項 

  保有資産の処分 

当該項目の重要

度、難易度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 

なし 

関連する政策評価・行政事業

レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間最終年
度値等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、必要な 
情報  

 なし         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 

 
４ 保有資産の処分 
 
「独立行政法人の保

有資産の不要認定に係
る基本的視点について」
（平成 26 年９月２日付
け総管査第263号総務省
行政管理局通知）に基づ
き、保有の必要性を不断
に見直し、保有の必要性
が認められないものに
ついては、不要財産とし
て国庫納付等を行う。 

 
３．保有資産の処分 
 
「独立行政法人の保

有資産の不要認定に係
る基本的視点について」
（平成 26 年９月２日付
け総管査第 263 号総務
省行政管理局通知）に基
づき、資産の保有の必要
性を不断に見直し、保有
の必要性が認められな
いものについては、不要
財産として国庫納付等
を行う。 
 
第５ 不要財産又は不
要財産となることが見
込まれる財産がある場
合には、当該財産の処分
に関する計画 
 
平成 27 年度末までに

施設を廃止し、不要とな
っている財産（北海道区
水産研究所斜里さけま

 
３．保有資産の処分 
 
「独立行政法人の保有
資産の不要認定に係る
基本的視点について」
（平成 26 年９月２日付
け総管査第263号総務省
行政管理局通知）に基づ
き、保有の必要性を不断
に見直し、保有の必要性
が認められないものに
ついては、不要財産とし
て国庫納付等を行う。 
 
 

第５ 不要財産又は不
要財産となることが見
込まれる財産がある場
合には、当該財産の処分
に関する計画 
 
平成 27 年度末までに

施設を廃止し、不要とな
っている財産（北海道区
水産研究所十勝さけま

 
【評価の視点】 
✓保有資産につ
いて、保有の必要
性を不断に見直
しているか 
 
（定量的指標） 
✓不要財産とな
ったものは、適切
に国庫納付等を
したか 

＜主要な業務実績＞ 
３．保有資産の処分 
 
・平成 30 年度末をもって閉庁する中央水産研究所上田
庁舎の施設の保有の必要性を検討した結果、保有の必要
性が認められないことから、不要財産として国庫に現物
納付する手続きを進めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第５ 不要財産又は不要財産となることが見込まれる
財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画 
 
 
 
 
・平成 25 年度に廃止した北海道区水産研究所十勝さけ
ます事業所帯広施設の土地建物等については、北海道財
務局帯広財務事務所から指示のあった措置を完了し、平
成 30 年 8 月に農林水産大臣あてに国庫納付通知書を提

＜評定と根拠＞  
評定：Ｂ 
 
年度計画に示した

業務を着実に実施
し、所期の目標を達
成したことからＢと
した。 
評定の根拠は以下

のとおり。 
 
評価の視点について 
・保有資産について、
保有の必要性を不断
に見直し、不要財産
となったものは適切
に国庫納付を行っ
た。 
 
＜課題と対応＞  
特になし。 

評定：Ｂ  

＜評定に至った理由＞  

 

 自己評価書の「Ｂ」

との評価結果が妥当で

あると確認できた。 

 

 

＜今後の課題＞  

特になし。 

   

 

＜その他事項＞  
（審議会の意見） 

・大臣評価「Ｂ」は妥

当。 

 

・必要案件に関し、着

実に手続き、措置を進

めており、所期の目標

を達成している。 

 

 



H30 年度－82 
す事業所北見施設（北見
市）、同十勝さけます事
業所帯広施設（帯広市）、
同八雲さけます事業所
渡島施設（二海郡八雲
町）、日本海区水産研究
所能登島庁舎（七尾市）、
瀬戸内海区水産研究所
玉野庁舎（玉野市）及び
水産大学校田名臨海実
習場（熊毛郡平生町））
を平成 28 年度以降に現
物納付する。平成 27 年
度に増養殖研究所上田
庁舎（上田市）の土地の
一部を道路用地として
上田市に有償譲渡した
際の売却額を平成 28 年
度に国庫納付する。平成
28 年度に西海区水産研
究所石垣庁舎（石垣市）
を廃止し、不要となった
財産を平成 29 年度以降
に現物納付する。東北区
水産研究所塩釜庁舎（塩
釜市）の一部敷地を、塩
釜漁港釜の渕地区に建
設する防潮堤用地とし
て、平成 28 年度に宮城
県に有償譲渡し、売却額
を平成 28 年度に国庫納
付する。天鷹丸の代船建
造（平成 29 年度竣工予
定）に伴い不要となるみ
ずほ丸及び現天鷹丸を
代船の竣工後に売却し、
売却額を平成 29 年度以
降に国庫納付する。小型
の漁業調査用船舶につ
いては、費用対効果を検
証の上、不要と判断され
たものについて廃船し、
譲渡した売却額を国庫
納付する。 
 

第６ 第５に規定する
財産以外の重要な財産
を譲渡し、又は担保に供

す事業所帯広施設（帯広
市）、日本海区水産研究
所能登島庁舎（七尾市）
及び瀬戸内海区水産研
究所玉野庁舎（玉野市）
について、現物納付に向
けた手続きを進める。 
平成 28 年度末に施設

を廃止し、不要となって
いる西海区水産研究所
石垣庁舎（石垣市）につ
いて、現物納付に向けた
手続きを進める。 
平成２９年度に売却

したみずほ丸の売却額
を国庫納付する。 
小型の漁業調査用船

舶については、費用対効
果を検証の上、不要と判
断されたものについて
廃船し、譲渡した売却額
について国庫納付に向
けた手続きを進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
第６ 前号に規定する
財産以外の重要な財産
を譲渡し、又は担保に供

出した。 
・平成 27 年度に廃止した日本海区水産研究所能登島庁
舎の土地建物等については、建物が機構所有の土地と借
用している県有地に跨がって建っていることから、国庫
への現物納付する方法について、北陸財務局と調整を進
めた。 
・平成 27 年度に廃止した瀬戸内海区水産研究所玉野庁
舎の土地建物等については、中国財務局岡山財務事務所
から指示のあった措置を完了し、平成 31 年 2 月に農林
水産大臣あてに国庫納付通知書を提出した。 
・平成 28 年度に廃止した西海区水産研究所石垣庁舎の
土地建物等については、沖縄総合事務局財務部からの指
示を受けて、国庫納付申請を行うために必要な措置を進
めた。 
・平成29年度に売却したみずほ丸の売却額については、
平成30年5月30日に国庫納付した。 
・小型の漁業調査用船舶については、費用対効果を検証
の結果、平成 30 年度において不要と判断される船舶は
なかった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第６ 第５に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、
又は担保に供しようとするときは、その計画 
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しようとするときは、そ
の計画 
 
増養殖研究所古満目

庁舎（幡多郡大月町）に
ついては、平成 28 年９
月末までに業務を他庁
舎に移転するとともに、
借用している土地を高
知県へ返却し、当該土地
上にある建築物等の財
産を高知県へ無償譲渡
する。 

しようとするときは、そ
の計画 
 
 なし 

なし 
 
 
 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第6 
  第 6-1 

その他業務運営に関する重要事項 
  ガバナンスの強化 

当該項目の重要
度、難易度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 

なし 

関連する政策評価・行政事業
レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間最終年
度値等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、必要な 
情報  

 なし         
 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 

 
１ ガバナンスの強化 
 
（１）内部統制システム
の充実・強化 
 
国立研究開発法人に

課された研究開発成果
の最大化、独立行政法人
の基本的な方針である
業務の効率的な実施及
びあらゆる組織に求め
られる健全な組織運営
等の要請に応えるため
には、業務全般にわたる
適正性が担保されるよ
う、適切なガバナンスを
実施していく必要があ
る。 
このため、「「独立行政

法人の業務の適正を確
保するための体制等の
整備」について」（平成
26年11月28日付け総管
査第322号総務省行政管
理局長通知）に基づき、

 
１．ガバナンスの強化 
 
（１）内部統制システム
の充実・強化 
 
適切なガバナンスを

実施するため、「「独立行
政法人の業務の適正を
確保するための体制等
の整備」について」（平
成 26 年 11 月 28 日付
け総管査第 322 号総務
省行政管理局長通知）に
基づき、業務方法書に定
めた事項を適正に実行
するなど、内部統制シス
テムの更なる充実・強化
を図る。その際、理事長
のリーダーシップと十
分な情報共有の下、業務
全般にわたり、適切な運
営を推進する。 
また、コンプライアン

ス体制を強化するため
の専任部署を設置し、内

 
１． ガバナンスの強化 
 
（１）内部統制システム
の充実・強化 
 
業務方法書に定めた

事項を適正に実行する
とともに、法人統合を踏
まえ整備した内部統制
システムのモニタリン
グを行うとともに、更な
る充実・強化を図る。そ
の際、理事長のリーダー
シップと十分な情報共
有の下、業務全般にわた
り、適切な運営を推進す
る。 
機構の内部統制の強

化を図るために、コンプ
ライアンスの推進及び
リスク管理などを適切
に実施する。 
また、内部統制システ

ムが有効に機能するよ
う内部監査によるモニ

 
【評価の視点】 
✓内部統制システ
ムに関する取組は
適切か 
 
✓コンプライアン
ス推進に関する取
組は適切か 

＜主要な業務実績＞ 
１． ガバナンスの強化 
 
（１）内部統制システムの充実・強化 
 
 
・内部統制委員会を開催し、理事長のリーダーシッ
プの下、内部統制の推進に係る関係規程や体制、
取組状況について審議・検討を行い、内部統制シ
ステムの更なる充実・強化を図った。 

・機構の業務運営が適切に行われ、内部統制システ
ムが有効に機能しているかを確認するためのモニ
タリングを、内部監査の一環として各研究所等を
対象に実施した。 

・業務部門ごとにリスクの洗い出し及び見直しを行
うとともに、全理事を構成員とするリスク管理部
会においてリスク対応結果と今後のリスク対応計
画について議論するなど、PDCA サイクルに即した
リスク管理活動を実施した。 

 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞  
評定：Ｂ 
 
年度計画に示した

業務を着実に実施し、
所期の目標を達成し
たことからＢとした。
評定の根拠は以下の
とおり。 
 
評価の視点について 
（１）内部統制システ
ムの充実・強化を図る
とともに、内部統制シ
ステムのモニタリン
グ、リスク管理活動
等、規程に基づく取組
を実施した。 
（２）関係法令の改正
等を踏まえ、規程の制
定・見直しを行うとと
もに、コンプライアン
ス推進の各種取組、研
究不正再発防止策を
実施した。 
 

評定：Ｂ  

＜評定に至った理由＞  
 

 自己評価書の「Ｂ」

との評価結果が妥当で

あると確認できた。 

 
 
＜今後の課題＞  

特になし。 

 
 
＜その他事項＞  
（審議会の意見） 
・大臣評価「Ｂ」は妥
当。 
 
・年度計画に沿い、内
部監査の一環として各
事業所に対しモニタリ
ングを行い、リスク管
理のための活動に取り
組んだ。また、規程の
見直しやハラスメント
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業務方法書に定めた事
項を適正に実行するな
ど、内部統制システムの
更なる充実・強化を図
る。その際、理事長のリ
ーダーシップと十分な
情報共有の下、業務全般
にわたり、適切な運営を
推進する。 
また、前中期目標期間

において、水大校及び水
研センターにハラスメ
ント事案、不適正経理処
理事案など国民からの
信頼を失いかねない事
案が発生しており、コン
プライアンス体制を強
化するための専任部署
を設置し、内部統制の適
切な実施を図る。 
 

（２）コンプライアンス
の推進 
 
コンプライアンスは、

社会的信頼性の維持・向
上、研究開発業務及び人
材育成業務等の円滑な
実施の観点から継続的
に確保されていくこと
が不可欠である。また、
コンプライアンスは組
織内で完結するもので
はなく、共同研究のパー
トナー、物品購入等を含
む契約の相手先等、全て
のステークホルダーと
の間でも推進されるべ
きものであることに留
意する必要がある。この
ような点を踏まえ、関連
規程の整備と関係法令
の改正等を踏まえた規
程の更新を進め、役職員
全員がその重要性を理
解し、業務のあらゆる場
面で、コンプライアンス
の推進を図る。 

部統制の適切な実施を
図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）コンプライアンス
の推進 
 
コンプライアンスは、

共同研究のパートナー、
物品購入等を含む契約
の相手先等、全てのステ
ークホルダーとの間で
も推進されるべきもの
であることに留意し、関
連規程の整備と関係法
令の改正等を踏まえた
規程の更新を行い、役職
員全員にその重要性を
理解させていくため、業
務のあらゆる場面で、コ
ンプライアンスの推進
を行う。また、研究開発
活動等における不適切
な行為については、政府
が示したガイドライン
等を踏まえ、関係規程等
を整備し、その具体的な
運用及び研修を行い、公
正な研究開発業務を推
進する。 

タリングの充実強化を
図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）コンプライアンス
の推進 
 
関連規程の整備と関

係法令の改正等を踏ま
えた規程の更新を行い、
役職員全員にその重要
性を理解させていくた
め、業務のあらゆる場面
で、コンプライアンスの
推進を行う。 
また、研究開発活動等

における不適切な行為
等を防止するため、政府
が示したガイドライン
等を踏まえ、関係規程等
に基づき、引き続き公的
研究費の適切な執行等
及び研究者倫理教育を
行い、公正な研究開発業
務を推進する。 
さらに、研究記録の適

切な保存・管理を行い、
研究不正防止策の強化
を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）コンプライアンスの推進 
 
 
・関係法令の改正等を踏まえ、随時規程の制定・見
直しを行い、規程の制定・改正時にはグループウ
ェア等を活用して全役職員等に周知を行い、コン
プライアンスの推進を図った。 

・12月3～7日をコンプライアンス推進週間と定め、
理事長によるコンプライアンス講話を実施すると
ともに、事業所ごとにコンプライアンス研修等独
自の取組を実施した。 

・全役職員等を対象に「職場でのハラスメント」、「研
究活動における不正行為とその対応」、「研究費の
不正使用とその対応」の 3 項目について e ラーニ
ング研修を実施するとともに、すべての拠点で「情
報セキュリティ研修」を実施した。また、新規採
用者及び新たに管理職に昇任した者を対象に本部
でコンプライアンス研修を実施した。 

・平成29年度に判明し同年度中に措置を講じた研究
不正事案を踏まえつつ、研究開発活動における不
適切な行為等を防止するため、以下の取組を実施
した。 
① すべての研究所等に研究記録管理者を設置し

て研究記録の保管・管理体制を強化する、従
来本部のみであった研究不正相談窓口をすべ
ての研究所等に設置する等を内容とする関係
規程の制定・見直しを行った。 

＜課題と対応＞  
特になし。 

等に関する研修の実
施、過去の不正事例を
踏まえた対策の取組等
適切にコンプライアン
スの推進に取り組んで
いる。 
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研究開発活動等にお

ける研究の不正行為及
び研究費の不正利用な
どの不適切な行為につ
いては、政府が示したそ
れぞれ当該行為に係る
ガイドライン等を踏ま
え、関係規程を整備し、
その具体的な運用によ
り、公正な研究開発業務
の推進を図る。 

② 研究不正の再発防止及び研究活動における行
動規範の周知徹底のための研修会を、すべて
の拠点において実施した。 

③ 内部監査において、研究所等における契約と
納入及び検収の状況、研究成果の審査体制等
について監査を行った。 

④ 政府受託事業及び補助事業等の外部資金につ
いて、事業目的に沿った適正な執行・事務処
理を徹底するため、執務担当者に対し研修を
行うとともに、各研究所等を対象に公的研究
費の執行・管理状況についてモニタリングを
行った。 
 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第6 

  第 6-2 

その他業務運営に関する重要事項 

  人材の確保・育成 

当該項目の重要

度、難易度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 

なし 

関連する政策評価・行政事業

レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ（※(定)定量的指標、(他)その他の指標） 

 評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間最終年
度値等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、必要な 
情報  

 各種研修等の実施数(定) 4回以上 
H27年度実績 

5回 
7回 6回 7回   平成30年度計画達成率175％ 

 職員の採用数（うち女性割合）(他)  
H27年度実績 
46名(13名) 

64名 
( 15名) 

49名 
( 14名) 

66名 
( 26名) 

   

 人事交流数(他)  
H27年度実績 

 29名 
32名 32名 34名    

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 

 
２ 人材の確保・育成 
 
（１）人事に関する計画 
 
ア 中長期目標期間中の
人事に関する計画を定
め、業務に支障を来すこ
となく、その実現を図
る。 
その際には、職種にと

らわれず適材適所の人
員配置を行うとともに、
公募方式等の多様な採
用形態の活用を図る。イ
ノベーションの創造や
社会連携の推進を積極
的に進めるため、クロス
アポイントメント制度
等も利用した人材交流

 
２．人材の確保・育成 
 
（１）人事に関する計画 
 
ア 人事計画 
 
中長期目標期間中の

人事に関する計画を定
め、業務に支障を来すこ
となく、その実現を図
る。その際には、職種に
とらわれず適材適所の
人員配置を行うととも
に、公募方式等の多様な
採用形態の活用を図る。
イノベーションの創造
や社会連携の推進を積
極的に進めるため、クロ
スアポイントメント制

 
２．人材の確保・育成 
 
（１）人事に関する計画 
 
ア 人事計画 
 
中長期目標期間中の

人事に関する計画を定
め、業務に支障を来すこ
となく、その実現を図
る。その際には、職種に
とらわれず適材適所の
人員配置を行うととも
に、公募方式等の多様な
採用形態の活用を図る。
イノベーションの創造
や社会連携の推進を積
極的に進めるため、他機
関や他分野との人材交

 
【評価の視点】 
✓人材の確保・配
置・育成を適切に実
施しているか 
 
✓新法人としての
適切な人事評価シ
ステムの構築を図
っているか 
 
✓男女共同参画の
推進を図っている
か 
 
（定量的指標） 
✓各種研修等の実
施数（４回以上（前
期実績４回）） 
 

＜主要な業務実績＞ 
２．人材の確保・育成 
 
（１）人事に関する計画 
 
ア 人事計画 
 
・効率的・効果的な業務運営を図る観点から、引き
続き人事管理を行うとともに要員を配置するため、 
28名の新規職員の採用を内定した。 
・また、採用形態にあっては一般試験採用、選考採
用、任期付研究員制度に加えて、経験者採用を活用
した採用を行った。  
・イノベーションの創造や社会連携の推進を積極的
に進めるため平成29年度整備したクロスアポイント
メント制度等を利用した人材交流を平成31年に実施
する方針を決定した。 
 
 
 

＜評定と根拠＞  
評定：Ｂ  
 
年度計画に示した

業務を着実に実施し、
所期の目標を達成し
たことからＢとした。 
評定の根拠は以下

のとおり。 
 
評価の視点について 
・効率的・効果的な業
務運営を図るための
人材を確保・配置を行
うとともに組織の活
性化のための人事交
流、クロスアポイント
メントを活用した人
材交流を行うため関
係機関との調整を行

評定：Ｂ  

＜評定に至った理由＞  
 

 自己評価書の「Ｂ」

との評価結果が妥当で

あると確認できた。 

 
 
＜今後の課題＞  

特になし。 

 
 
＜その他事項＞  
（審議会の意見） 
・大臣評価「Ｂ」は妥
当。 
 
・女性の採用率が応募
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を行う。 
 
 
 
 
 

イ 人材の確保 
 
研究開発職員及び教

育職員の採用に当たっ
ては、試験採用及び選考
採用、任期付研究員を組
み合わせて、優秀な人材
の発掘に努め、中長期目
標達成に必要な人材を
確保する。 
また、再雇用者の活用

を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ウ 効果的な人材育成の

度等も利用した人材交
流を行う。 
（参考） 
期初の常勤職員数 
1,146 人 

 
イ 人材の確保 
 
職員の採用について

は、試験採用及び選考採
用を組み合わせて実施
する。公募を原則とし、
若手研究開発職員の採
用に当たっては「研究開
発システムの改革の推
進等による研究開発能
力の強化及び研究開発
等の効率的推進等に関
する法律（研究開発力強
化法）」（平成 20 年法律
第 63 号）を踏まえた任
期付任用の活用を図る。
また、女性職員の採用に
関しては、応募者に占め
る女性割合と、採用者に
占める女性割合とで乖
離が生じないように努
める。また、大学、他の
独立行政法人、公立試験
研究機関、民間の研究機
関等との人的交流を図
るとともに、再雇用者の
活用を図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
ウ 効果的な人材育成の

流を図る。 
 
 
 
 
 
イ 人材の確保 
 
職員の採用について

は、試験採用及び選考採
用に加え、経験者採用を
組み合わせて実施する。
公募を原則とし、若手研
究開発職員の採用に当
たっては「研究開発シス
テムの改革の推進等に
よる研究開発能力の強
化及び研究開発等の効
率的推進等に関する法
律（研究開発力強化法）」
（平成 20 年法律第 63 
号）を踏まえた任期付任
用の活用を図る。また、
女性職員の採用に関し
ては、応募者に占める女
性割合と、採用者に占め
る女性割合とで乖離が
生じないように努める。
また、大学、他の独立行
政法人、公立試験研究機
関、民間の研究機関等と
の人事交流を図るとと
もに、再雇用者の活用を
図る。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ウ 効果的な人材育成の

（その他の指標） 
✓職員の採用数（う
ち女性割合） 
 
✓人事交流数 

 
 
 
 
 
 
イ 人材の確保 
 
・職員の採用については、公募による試験採用及び
選考採用に加えて、若手研究開発職員の採用に際し
ては「研究開発システムの改革の推進等による研究
開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関
する法律（研究開発強化法）」を踏まえて任期付研究
員の採用に加えて、経験者採用を実施した。なお、
応募者と採用者に占める女性割合に乖離が生じない
よう努めながら、優れた人材確保に取り組み、全職
種で合計66名を採用した。職種別の応募者数及び採
用者数は次表のとおりである。 
 
職種 採用数 応募者数 

計 うち女性 計 うち女性 
研究開発職員 14 2 88 20 
一般職員 21 15 104 50 
技術職員 7 2 48 11 
船舶職員(一) 5 0 7 0 
船舶職員(二) 10 2 17 2 
教育職員 2 0 24 7 
看護職員 0 0 0 0 
任期付研究員 5 3 22 8 
任期付職員 2 2 2 2 
計 
(女性割合) 

66 26 
(39.4%) 

312 100 
(32.1%) 

 
また、テニュアトラック制度を活用し、任期付研究
員から10名（うち女性4名）を研究開発職に採用し
た。 
・ポストドクター派遣制度（独立行政法人日本学術
振興会特別研究員）の活用により、2名を受け入れた。 
・国際農林水産業研究センター・東京海洋大学・北
海道大学へ研究開発職員各 1 名の人事交流を実施し
た。 
・高年齢者雇用安定法に基づく再雇用制度により、
61名を再雇用した。 
・一般職の係長への昇任を見据えた経験者採用試験
を行い、9名の採用を行った。 
 
ウ 効果的な人材育成の実施 

い、平成 31 年度に実
施する方針を決定し
たほか、職員育成のた
めの研修会を実施し
た。 
・男女共同参画を適切
に推進するため、職員
採用にあっては、応募
者と採用者に占める
女性割合に乖離が生
じないよう努めなが
ら手続きを行った。 
・人事評価システムの
検討を行うとともに
教育職にあっては、適
切な人事評価システ
ムへの見直しを行っ
た。 
  
＜課題と対応＞  
特になし。 

率よりも高いことは、
応募者本人の能力によ
るところと思われる
が、時代のニーズに合
った取組と評価でき
る。 
 
・新規採用、人材交流、
職員研修、人事評価シ
ステムの適正な運用
等、計画に従って取り
組み成果を上げてい
る。 
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実施 
 
研究開発職や教育職

のみならず、技術職や事
務職を含め、社会連携や
知的財産戦略推進など
多様化する業務に対応
可能な人材を育成する
ため、人材育成プログラ
ムを作成し、適切なキャ
リアパスを構築し、長期
的な視点で人材育成に
取り組む。また、行政部
局等との人的交流を促
進し、組織の活性化を図
るとともに、職員の資質
向上につなげる。 
 
 
 
 
エ 男女共同参画 
 
「男女共同参画社会

基本法」（平成11年法律
第 78 号）等を踏まえ、
全ての職種において男
女共同参画の推進を図
る。 
 
 
 
 
 
 
（２）人事評価システム
の適切な運用 
 
職員の業績及び能力

の評価については、研究
開発業務及び人材育成
業務を併せて行う研究
開発法人として、研究成
果の最大化及び教育内
容の高度化に資するよ
うな公平かつ透明性の
高い人事評価システム
の適切な運用に努める。

実施 
 
多様化する業務に対

応可能な人材を育成す
るため、業務ごとの専門
性に配慮しつつ、人材育
成プログラムを改定す
るとともに、ライフステ
ージに沿った人材育成
プログラムの実践等を
通じて、職員のキャリア
パスを計画的に実施す
る。また、行政部局等と
の人的交流を促進し、組
織の活性化を図るとと
もに、職員の資質向上を
図る。 
なお、職員の育成のた

めの各種研修等を年間
４回以上行う。 
 

エ 男女共同参画 
 
次世代育成支援行動

計画を着実に実施する
ことにより、男女共同参
画に向けた取組を進め
る。 
 
 
 
 
 
 
 

（２）人事評価システム
の適切な運用 
 
職員の業績及び能力

の評価については、公正
かつ透明性の高い評価
を実施する。評価者に対
して評価者研修を実施
するとともに、研究開発
職員及び教育職員の評
価については、研究開発
業績のみならず、「研究
開発、教育成果の行政施

実施 
 
多様化する業務に対応
可能な人材を育成する
ため、業務ごとの専門性
に配慮しつつ、ライフス
テージに沿った職員人
材育成プログラム及び
職員人材育成マニュア
ルの実践等を通じて、職
員のキャリアパスを計
画的に実施する。また、
行政部局等との人事交
流を促進し、組織の活性
化を図るとともに、職員
の資質向上を図る。な
お、職員の育成のための
各種研修等を４回以上
行う。 
 
 
エ 男女共同参画 
 
次世代育成支援行動

計画を着実に実施する
ことにより、男女共同参
画に向けた取組を進め
る。 
 
 
 
 
 
 
 
（２）人事評価システム
の適切な運用 
 
職員の業績及び能力

の評価については、公正
かつ透明性の高い評価
を実施する。評価者に対
しては評価者研修を実
施するとともに、研究開
発職員及び教育職員の
評価は、研究開発業績の
みならず、研究開発、教
育成果の行政施策・推進

 
 
・平成29年 4月に改訂を行った「職員人材育成プロ
グラム」に基づき、職員のキャリアパスを計画的に
実践することに加えて組織の活性化を図るため、人
事交流、外部研修等への参加及び職員研修会を実施
した。 
・なお、職員の育成を図るため、行政機関等が主催
する外部の研修等を活用するとともに、新人研修、
契約事務研修、経理事務研修、受託事業事務担当者
研修、管理職研修、評価者研修を実施した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
エ 男女共同参画 
 
・次世代育成支援対策行動計画に定める目標の達成
に向けた取組を継続するとともに、働き方改革に伴
う次世代育成支援を含む多様な働き方についての検
討を行い、一部休暇制度について就業規則に反映さ
せた。 
・女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
（平成 27 年法律第 64 号）に基づく行動計画を適切
に履行するため、管理職研修において外部の女性講
師を招いて「女性活躍推進法を踏まえた部下育成力
強化研修」を実施し、現状把握及び育成ポイントの
認識を深めるとともに、意識醸成を図った。 
 
（２）人事評価システムの適切な運用 
 
 
・職員の業績及び能力の評価については、評価制度
の公正かつ透明性を確保しつつ円滑に実施するた
め、新たに評価者となった職員を中心に評価者研修
を1回実施した。  
・研究開発職員の業績評価については、研究開発業
績のみならず、研究開発、教育成果の行政施策・推
進の検討・判断への貢献、技術移転活動への貢献等
を十分に勘案したものとなるよう人事評価システム
の検討を行うとともに、教育職員にあっては、平成
31 年度本格実施に向け、新たな教育内容の高度化、
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その際、研究職員の評価
は、研究開発業績のみな
らず、研究開発成果の行
政施策・推進の検討・判
断への貢献、技術移転活
動への貢献等を十分に
勘案したものとする。 
また、人事評価結果に

ついては、組織の活性化
と実績の向上を図る観
点から、適切に処遇等に
反映する。 
 
（３）役職員の給与水準
等 
 
役職員の給与につい

ては、職務の特性や国家
公務員・民間企業の給与
等を十分勘案した支給
水準とする。 
また、研究開発業務の

特性に応じてクロスア
ポイントメント制度や
年俸制等のより柔軟な
報酬・給与制度の導入に
取り組むとともに、透明
性の向上や説明責任の
確保のため、給与水準を
公表するものとする。 

策・推進の検討・判断へ
の貢献、技術移転活動へ
の貢献等」を十分に勘案
したものとする。また、
人事評価結果について
は、組織の活性化と実績
の向上を図る観点から、
適切に処遇等に反映す
る。 
 
 
 
 

（３）役職員の給与水準
等 
 
役職員の給与につい

ては、職務の特性や国家
公務員・民間企業の給与
等を十分勘案した支給
水準とする。また、クロ
スアポイントメント制
度や年俸制など研究開
発業務の特性に応じた
より柔軟な報酬・給与制
度の導入に取り組むと
ともに、透明性の向上や
説明責任の確保のため、
給与水準を公表する。 

の検討・判断への貢献、
技術移転活動への貢献
等を十分に勘案したも
のとする。 
また、人事評価結果に

ついては、組織の活性化
と実績の向上を図る観
点から、適切に処遇等に
反映する。 
 
 
 
 
（３）役職員の給与水準
等 
 
役職員の給与につい

ては、職務の特性や国家
公務員・民間企業の給与
等を十分勘案した支給
水準とする。 
また、研究開発業務の

特性に応じたより柔軟
な報酬・給与制度の導入
の検討を行うとともに、
透明性の向上や説明責
任の確保のため、給与水
準を公表する。 
 

研究開発部門との相乗効果の発揮にかかる取り組み
に対応し、業績評価の妥当性と透明性の確保に努め
るための評価基準を見直し、試行・検証を行い、見
直し案を策定した。 
・人事評価結果について、研究開発職員は、勤勉手
当等処遇や研究資金等の配分へ適切に反映させた。 
・一般職員、技術職員、船舶職員、教育職員及び看
護職員の人事評価結果についても、勤勉手当等処遇
へ適切に反映させた。 
 
 
 
 
（３）役職員の給与水準等 
 
 
・役職員の給与については、人事院勧告を踏まえた
改定を行うなど、国家公務員に準拠した支給水準と
しており、総務大臣から示されたガイドラインに基
づき給与水準の公表を行った。 
・平成29年度導入したクロスアポイントメント制度
に引き続き、研究開発業務の特性に応じたより柔軟
な報酬・給与制度の導入に向けて他機関と情報交換
を行った。 
 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第6 

  第 6-3 

その他業務運営に関する重要事項 

  情報公開の推進等 

当該項目の重要

度、難易度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 

なし 

関連する政策評価・行政事業

レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間最終年
度値等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、必要な 
情報  

 なし         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 

 
３ 情報公開の推進等 
 
公正な法人運営を実

現し、法人に対する国民
の信頼を確保する観点
から、「独立行政法人等
の保有する情報の公開
に関する法律」（平成 13
年法律第140号）に基づ
き適切に情報公開を行
う。 

 
３．情報公開の推進等 
 
「独立行政法人等の

保有する情報の公開に
関する法律」（平成13 年
法律第140 号）に基づく
規程等により、適切に情
報の公開を行う。 

 
３．情報公開の推進等 
 
「独立行政法人等の

保有する情報の公開に
関する法律」（平成13年
法律第140号）に基づく
規程等により、適切に情
報の公開を行う。 
 

 
【評価の視点】 
✓法人情報の積極
的な公開を実施し
ているか 

＜主要な業務実績＞ 
３．情報公開の推進等 
 
・「独立行政法人等の保有する情報の公開に関する
法律」に基づく規程等により、機構の組織及び運営
状況をホームページで公表するとともに、法人文書
の開示請求2件に対応した。 

＜評定と根拠＞  
評定：Ｂ  
 
年度計画に示した

業務を着実に実施し、
所期の目標を達成し
たことからＢとした。 
評定の根拠は以下

のとおり。 
 
評価の視点について 
・年度計画に基づき、
適切に情報を公開し、
開示請求に対応した。 
 

＜課題と対応＞  
特になし。 

評定：Ｂ  

＜評定に至った理由＞  

 

 自己評価書の「Ｂ」

との評価結果が妥当で

あると確認できた。 

 

 

＜今後の課題＞  

特になし。 

   

 
＜その他事項＞  
（審議会の意見） 

・大臣評価「Ｂ」は妥

当。 

 

・規程等に従い、運営

状況の公表、請求に応

じた文書の開示等、適

正に対応している。 
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４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第6 

  第 6-4 

その他業務運営に関する重要事項 

  情報セキュリティ対策の強化 

当該項目の重要

度、難易度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 

なし 

関連する政策評価・行政事業

レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ（※(定)定量的指標、(他)その他の指標） 

 評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間最終

年度値等） 
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 

（参考情報）  

当該年度までの累積値等、必要な 

情報  

 各種研修等の実施数(定) 年間1回以上 年間１回以上 2回 2回 2回   平成30年度計画達成率 200％ 

 各種研修等の参加人数(他)  

H27年度実績 

(旧水研ｾ実績) 

情報ｾｷｭﾘﾃｨ研修

1,266名 

e ﾗｰﾆﾝｸﾞ研修 

1,424名 

標的型ﾒｰﾙ訓練 

1,424名 

e ﾗｰﾆﾝｸﾞ研修 

1,602名 

標的型ﾒｰﾙ訓練 

1,481名 

ｾｷｭﾘﾃｨ研修 

1,667名 

標的型ﾒｰﾙ訓練 

1回目1,470名 

2回目1,469名 

  

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 

 
４ 情報セキュリティ対
策の強化 
 
政府機関の情報セキ

ュリティ対策の統一基
準群を踏まえ、情報セキ
ュリティ・ポリシーを適
時適切に見直すととも
に、これに基づき情報セ
キュリティ対策を講じ、
情報システムへのサイ
バー攻撃に対する防御
力や組織的対応能力の
強化に取り組む。 
また、対策の実施状況

を毎年度把握し、ＰＤＣ
Ａサイクルにより、情報
セキュリティ対策の改
善を図るとともに、個人

 
４．情報セキュリティ対
策の強化 
 
政府機関の情報セキ

ュリティ対策のための
統一基準群を踏まえ、情
報セキュリティ・ポリシ
ーを適時適切に見直す
とともに、これに基づき
情報セキュリティ対策
を講じ、情報システムへ
のサイバー攻撃に対す
る防御力や攻撃に対す
る組織的対応能力の強
化に取り組む。また、対
策の実施状況を毎年度
把握し、ＰＤＣＡサイク
ルにより、情報セキュリ
ティ対策の改善を図る。 

 
４．情報セキュリティ対
策の強化 
 
高度化する情報シス

テムへのサイバー攻撃
に対する防御力の強化
に向け、ウイルス感染リ
スクの低減等を推進す
るとともに、攻撃に対す
る組織的対応能力の強
化として、インシデント
発生時の対応体制の適
切な運用・向上等に取り
組む。また、これらの実
施状況を把握し、PDCA
サイクルにより情報セ
キュリティ対策を継続
的に改善する。 
なお、役職員を対象と

 
【評価の視点】 
✓情報セキュリテ
ィ対策の取組は適
切か 
 
（定量的指標） 
✓各種研修等の実
施数（１回以上（前
期実績１回、H25年
度から実施）） 
 
（その他の指標） 
✓各種研修等の参
加人数 

＜主要な業務実績＞ 
４．情報セキュリティ対策の強化 
 
 
・インシデント発生時の対応体制として整備してい
る CSIRT（Computer Security Incident Response 
Team、シーサート）のメンバーを、各種研修に参加
させ、機構としてのサイバー攻撃への組織的対応能
力と初動対処の強化を図った。 
・機構が定める情報セキュリティ・ポリシー等のよ
り適切な遵守を実現するため、外部専門家による全
役職員等を対象とした情報セキュリティ研修を実施
した。さらに、メールアドレスを保有している全役
職員等が情報セキュリティの問題を理解するため
に、標的型メール攻撃訓練を実施した。 
・情報セキュリティの確保及びその強化・拡充を図
るため、新たに「政府機関の情報セキュリティ対策
のための統一基準」に基づく機構情報セキュリティ
の確保に関する規程等を整備した。 
・個人情報の管理状況について、各部署の長による

＜評定と根拠＞  
評定：Ｂ 
 
年度計画に示した

業務を着実に実施し、
所期の目標を達成し
たことからＢとした。 
評定の根拠は以下

のとおり。 
 
評価の視点について 
・インシデント発生時
の組織的対応能力と
初動対処の強化を図
った。 
・規程に基づく研修・
訓練を2回実施し、情
報セキュリティ対策
に取り組んだ。 
・新たな規程を整備し

評定：Ｂ  

＜評定に至った理由＞  

 

 自己評価書の「Ｂ」

との評価結果が妥当で

あると確認できた。 

 

 情報セキュリティ対

策の強化については、

全役職員を対象に、外

部専門家による研修を

実施し、さらに標的型

メール訓練を実施する

など、着実に取り組ん

でいる。 

 

＜今後の課題＞  



H30 年度－94 
情報の保護を推進する。 「独立行政法人等の

保有する個人情報の保
護に関する法律」（平成
15 年法律第59号）及び
「行政手続における特
定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関
する法律」（平成25 年法
律第 27 号）に基づく規
程等により、個人情報の
適切な管理を行う。 
また、役職員を対象と

した情報セキュリティ
対策のための各種研修
等を年間１回以上実施
する。 

した情報セキュリティ
対策のための各種研修
等を１回以上実施する。 
「独立行政法人等の

保有する個人情報の保
護に関する法律」（平成
15年法律第59号）及び
「行政手続における特
定の個人を識別するた
めの番号の利用等に関
する法律」（平成25年法
律第 27 号）に基づく規
程等により、個人情報の
適切な管理を行う。 
 

点検を行うとともに、内部監査を実施した。 た。 
 

＜課題と対応＞  
特になし。 

特になし。 

 

 
＜その他事項＞  
（審議会の意見） 

・大臣評価「Ｂ」は妥

当。 

 

・研修会を従来の 1 回

から２回に増やしてい

るのは、より丁寧な対

応をしようとする表れ

と評価できる。 

 

・対応能力強化や研修

の実施、新規規程の整

備等、所期の計画に従

い着実に取り組んでい

る。 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
  



 

H30 年度－95 

 
様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第6 

  第 6-5 

その他業務運営に関する重要事項 

  環境対策・安全管理の推進 

当該項目の重要

度、難易度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 

 

関連する政策評価・行政事業

レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ（※(定)定量的指標） 

 評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間最終年
度値等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、必要な 
情報  

 環境物品等の調達率(定) 100% 100% 100% 100% 100%   小数点以下四捨五入 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価指標 
法人の業務実績等・自己評価 

主務大臣による評価 
業務実績 自己評価 

 

 
５ 環境対策・安全管理
の推進 
 
化学物質、生物材料等

の適正管理などにより
研究開発活動等に伴う
環境への影響に十分配
慮するとともに、安全衛
生面に関わる事故を未
然に防止する管理体制
の整備を行う。また、環
境負荷低減のためのエ
ネルギーの有効利用や
リサイクルの促進に積
極的に取り組む。 

 
５．環境対策・安全管理
の推進 
 
安全衛生面に関わる

事故を未然に防止する
ため、関連法令に基づ
き、快適な職場環境及び
職場の安全衛生を確保
する。 
研究開発活動等に伴

う化学物質、生物材料等
を適正に管理すること
により環境への影響に
十分配慮する。環境への
負荷を低減するため、関
係法令に基づく環境物
品の購入等の取組を実
施し、環境物品等の年間
調達率 100％を達成する
とともに、それらを環境
報告書として作成の上
公表する。また、温室効
果ガス削減等に係わる
関係自治体の条例等に

 
５．環境対策・安全管理
の推進 
 
安全衛生面に関わる

事故を未然に防止する
ため、関連法令に基づ
き、快適な職場環境及び
職場の安全衛生を確保
する。また、水産大学校
の学生等の学修面及び
生活面における安全確
保のための指導に努め
る。 
 研究開発活動等に伴
う化学物質、生物材料等
を適正に管理すること
により環境への影響に
十分配慮するとともに、
環境への負荷を低減す
るため、「国等による環
境物品等の調達の推進
等に関する法律」に基づ
く環境物品の購入等の
取組を実施し、環境物品

 
【評価の視点】 
✓業務が環境に与
える影響への配慮
は十分か 
 
✓職員の安全衛生
管理は適切か 
 
✓環境負荷低減へ
の取組は適切か 
 
（定量的指標） 
✓環境物品等の調
達率 
（100％達成） 

＜主要な業務実績＞ 
５．環境対策・安全管理の推進 
 
 
・関係法令に基づき、快適な職場環境及び職場の安
全衛生を確保するため、各事業所の安全衛生の点検、
職員の定期健康診断を実施するとともに、労働安全
衛生法に基づくストレスチェックを実施し、集団分
析結果の活用した職場環境改善に向け産業医による
講習会を実施した。 
・安否確認システムを活用した安否確認訓練を実施
するとともに、各事業所単位で消防署と連携して防
火・防災訓練やＡＥＤ実技講習等を実施した。 
・災害の備えた防災備蓄品の点検･更新を行なった。 
・職場における安全の確保と業務災害の防止のため、
ヒヤリハット調査を実施（2 回/年）し、同事例の職
員周知を行うとともに、食品加工用機械等の安全衛
生点検の取組を実施した。 
・職場におけるハラスメントの防止とハラスメント
に関する理解を深めるため、全職員対象の e ラーニ
ング研修と、新任の管理職員を対象としたハラスメ
ント研修を実施した。 
・水産大学校の学生等の学修面及び生活面における
安全に配慮するため、次の対応を行った。 
①新入生オリエンテーションで薬物乱用防止講習

＜評定と根拠＞  
評定：Ｂ  
 
年度計画に示した

業務を着実に実施し、
所期の目標を達成し
たことからＢとした。 
評定の根拠は以下

のとおり。 
 
評価の視点について 
・職場の環境管理、作
業管理、健康管理の安
全衛生活動を充実さ
せ、職場の潜在的な労
働災害の危険性を低
減するとともに、職員
の健康の増進、快適な
職場環境及び安全衛
生を確保した。 
・水産大学校の学生等
の学修面及び生活面
における安全を確保
した。 
・研究開発活動等に伴

評定：Ｂ  

＜評定に至った理由＞  

 

 自己評価書の「Ｂ」

との評価結果が妥当で

あると確認できた。 

 

 

＜今後の課題＞  

特になし。 

 

 
＜その他事項＞  
（審議会の意見） 

・大臣評価「Ｂ」は妥

当。 

 

・職場環境、安全対策、

法規に基づく対応に加

え、各種安全講習の実

施や、防災訓練、毒物

の管理体制の是正等、



H30 年度－96 
対応して、省エネ等を推
進する。 
水産大学校の学生等

の学修面及び生活面に
おける安全を確保する
よう指導に努める。 

等の調達率 100％を達成
する。また、温室効果ガ
ス削減に係わる関係自
治体の条例等に対応し
て、省エネを推進する。
さらに、関係法令に基づ
く特定化学物質や核燃
料物質の報告を行う。こ
れらの取組については、
環境報告書に取りまと
めの上公表する。 
毒物及び劇物等につ

いて、適切に管理すると
ともに、管理状況の定期
点検を行う。 
 
 

会、防犯講習会、ハラスメント講話及び消費生活啓
発講座を実施。 
②自己の健康管理に対する情報を提供し啓発するた
め「保健だより」を毎月発行。 
③火災を想定した避難訓練を校舎及び学生寮におい
て実施。 
④交通安全講習会と実地指導を実施。 
⑤7月豪雨、北海道胆振東部地震、熊本地方地震、台
風等の災害時には、安否確認システムを使用して安
否確認及び緊急連絡を実施。 
⑥山口労働局から講師を招き「学生アルバイトにお
ける労働法制に関する説明会」を開催。 
 
・「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法
律」に基づく環境物品の購入等の取組を実施し、1
品目を除き、環境物品等の調達率 100％を達成した
（再生紙の調達困難により、印刷のみ環境物品調達
率99％）。 
・「エネルギーの使用の合理化に関する法律」（昭和
54 年法律第 49 号）、その他、温室効果ガス削減に係
わる関係自治体の条例に対応して、省エネを推進し、
経済産業省、神奈川県、横浜市及び北海道に対し、
温室効果ガス排出実績等を報告した。 
・関係法令に基づき、機構内の核燃料物質等の取扱
状況を調査し、監督官庁に報告を行った。 
 
・環境への配慮の取組や特定化学物質の報告につい
て、環境報告書に取りまとめ、ホームページで公表
した。 
・毒劇物等取扱規程に基づき、機構内において年 2
回の管理状況の点検を行っているところであるが、
内部監査等により管理上の不備が指摘された事例が
発生し、該当研究所において現物とリストとの突合、
業務フローの見直し等を実施し、管理体制を是正し
た。また、他の研究所等に対しても、毒劇物等の点
検及び管理の徹底を指示した。 
 

う化学物質、生物材料
等を適正に管理する
ことにより環境への
影響に十分配慮した。 
・環境物品等の調達率
は、やむを得ない事情
による1品目を除き、
100％を達成した。 
 
＜課題と対応＞  
 特になし。 
  
 

  
  

怠りなく実施し、所期

の目標を達成してい

る。 

 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 

 



 

H30 年度－97 

 
様式２－１－４－２ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式  

国立研究開発法人水産研究・教育機構 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

第6 

  第 6-6 

その他業務運営に関する重要事項 

  その他 

当該項目の重要

度、難易度 

（必要に応じて重要度及び難易度について記載） 

なし 

関連する政策評価・行政事業

レビュー  

行政事業レビューシート事業番号：０１９２ 

 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 
基準値等  
（前中期目標期間最終年
度値等） 

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 
（参考情報）  
当該年度までの累積値等、必要な 
情報  

 なし         

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 
主な評価
指標 

法人の業務実績等・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 

  
６．その他 
 
（１）施設及び設備に関
する計画 
 
ア 施設整備計画 
 
業務の適正かつ効率

的な実施の確保のため、
業務実施上の必要性及
び既存の施設、設備の老
朽化等に伴う施設及び
設備の整備改修等を計
画的に行う。 

（単位：百万円） 
区 分 金 額 
研究・
教育施
設等整
備 
 
計 

6,643±δ 
 
 
 
 
6,643±δ 

 （注）δ：各年度増減
する施設、設備の整備等

 
６．その他 
 
（１）施設及び設備に関
する計画 
 
ア 施設整備計画 
 
業務の適正かつ効率

的な実施の確保のため、
業務実施上の必要性及
び既存の施設、設備の老
朽化等に伴う施設及び
設備の整備改修等を計
画的に行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【評価の
視点】 
なし 
 
（定量的
指標） 
なし 
 
（その他
の指標） 
 なし  
  
 

＜主要な業務実績＞ 
６．その他 
  
（１）施設及び設備に関する計画 
 
 
ア 施設整備計画 
 
・業務の適正かつ効率的な実施のため、施設及び設備の整
備改修等を計画的に行った。 
・平成 30 年度施設整備費補助金工事案件である「水産大
学校学生サポート棟新築工事」及び「北海道区水産研究所
釧路庁舎調温実験施設改修その他工事」については、平成
31 年 3 月に完工した。29 年度、30 年度の 2 ヶ年計画工事
である「増養殖研究所南勢庁舎海水取水管更新工事」につ
いては、平成 30 年 7月に完工した。 
・上記以外にも20件超、運営費交付金をもって計画的に施設
及び設備の整備改修等を行った。 
 
 
 
 
 
 
 

＜評定と根拠＞  
評定：Ｂ  
 
年度計画に示した

業務を着実に実施し、
所期の目標を達成し
たことからＢとした。 
評定の根拠は以下

のとおり。 
 
・施設及び設備につい
て、整備改修等を計画
的に行った。 
・船舶について、安全
運航に支障を来さぬ
よう老朽化設備等の
整備改修を行った。  
・積立金の処分、敷金
返戻金の活用、宮古庁
舎借地購入の検討な
ど、年度計画に示した
事項を着実に実施し
た。 
 

＜課題と対応＞  

評定：Ｂ 

＜評定に至った理由＞  

 

 自己評価書の「Ｂ」

との評価結果が妥当で

あると確認できた。 

 

 

＜今後の課題＞  

特になし。 

 

 
＜その他事項＞  
（審議会の意見） 

・大臣評価「Ｂ」は妥

当。 

 

・施設及び設備、船舶

整備、積立金の処分な

ど、計画に従い適切に

対処している。 
 



H30 年度－98 
に要する経費 
 
イ 船舶整備計画 
 
業務の適正かつ効率

的な実施の確保のため、
業務実施上の必要性及
び既存の船舶の老朽化
等に伴う船舶の整備改
修等を行う。 

（単位：百万円） 
区 分 金 額 
所有す
る船舶
の整備 
 
計 

3,862±λ 
 
 
 
3,862±λ 

（注）λ：各年度増減す
る船舶の整備等に要す
る経費 
 
（２）積立金の処分に関
する事項 
 
前期中期目標期間繰

越積立金は、前期中期目
標期間中に自己収入財
源で取得し、当期中長期
目標期間へ繰り越した
有形固定資産の減価償
却に要する費用等に充
当する。 
 
（３）敷金返戻金の活用 
 
旧社団法人日本栽培

漁業協会から寄附を受
けた敷金・保証金にかか
る返戻金 20,424 千円
を、現本部事務所の賃料
値上げがあった場合の
敷金増加費用に使用す
る。その費用に使用する
までは資金運用を行い
有効活用を図る。 
 
（４）宮古庁舎借地の購
入 

 
 
イ 船舶整備計画 
 
業務の適正かつ効率

的な実施の確保のため、
業務実施上の必要性及
び既存の船舶の老朽化
等に伴う船舶の整備改
修等を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）積立金の処分に関
する事項 
 
前期中期目標期間繰

越積立金は、前期中期目
標期間中に自己収入財
源で取得し、当期中長期
目標期間へ繰り越した
有形固定資産の減価償
却に要する費用等に充
当する。 
 

（３）敷金返戻金の活用 
 
旧社団法人日本栽培

漁業協会から寄附を受
けた敷金・保証金にかか
る返戻金20,424千円を、
現本部事務所の賃料値
上げがあった場合の敷
金増加費用に使用する。
その費用に使用するま
では資金運用を行い有
効活用を図る。 
 
 

 
 
イ 船舶整備計画 
 
・業務の適正かつ効率的な実施のため、また、船舶の安全運
航に支障を来さないように、毎年度策定している整備計画等
に沿って、整備改修（無線設備補助電源用蓄電池の新替（北
光丸）、トロールウインチ点検整備（俊鷹丸）、稚魚ネットウ
インチ陸揚げ整備及び架台整備（しらふじ丸）、中央クレーン
ウインチの設備（陽光丸）等）を行った。 
・上記整備計画以外にも、老朽化等に伴う緊急修理案件(10
件超)に関して対応を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）積立金の処分に関する事項 
 
 
・前中期目標期間繰越積立金99百万円を、前中期目標期間中
に自己収入財源で取得し、当中長期目標期間へ繰り越した有
形固定資産の減価償却に要する費用等に充当した。 
 
 
 
 
 
 
（３）敷金返戻金の活用 
 
・現本部事務所の賃料値上げがなかったため、定期預金によ
り資金運用を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）宮古庁舎借地の購入 
 

特になし。 
  



 

H30 年度－99 

 
宮古庁舎の敷地は、機

構所有地と岩手県や宮
古市からの借地が入り
組んでいることから、将
来において安定した運
営を行うため、借地部分
の購入を検討する。 

 
・平成29年度に完了した。 
 
 
 

 

４．その他参考情報 

（予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載） 
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